
 

 

横須賀市教育史 第 0期 
日本の新学期始まる～第Ⅰ期以前の状況と様子～ 

 

● 昭和 20年（1945年）８月 15日   終戦 

● 昭和 20年（1945年）10月３日   集団疎開児童帰校す 

（創立九十年誌「大津のあゆみ」） 

● 昭和 22年（1947年）４月・・・・・・・・・国民学校が小学校へ 

   小学校 26 校（追浜小、浦郷小、船越小、田浦小、長浦小、逸見小、沢山小、坂本小、      

汐入小、諏訪小、田戸小、山崎小、豊島小、鶴久保小、池上小、衣笠小、大津小、走水小、 

浦賀小、鴨居小、高坂小、久里浜小、北下浦小、長井小、武山小、大楠小） 

 

  「おはなをかざる  みんないいこ。 

きれいなことば  みんないいこ。 

なかよしこよし  みんないいこ。」 

                 

（「こくご」1年生用巻頭の教材） 

   昭和 22年（1947年）３月 15日発行 

  著作権発行者 文部省 

                       （教育研究所所蔵本） 

 

● 昭和 22年（1947年）４月 ＊田浦中：12月・・ 新制中学校発足  中学校 11校 

     

   「敗戦によって、日本中が貧困のどん底に落とされてしまった。何もかも足りないこと 

だらけの１年半後、全国一斉に男女共学の新制中学校が開校した。横須賀では、戦時中、 

軍の施設のあった池上、田浦、坂本、不入斗、馬堀、浦賀、鴨居、北下浦、長井、武山、 

大楠の 11か所に、新制中学校が開校した。 

   校庭での入学式、出窓や押し入れのあった教室。・・・・・」 

              （初期池上中学校卒業生回想記「ドンドン川流れて」） 

 

● 昭和 23年（1948年）４月・・・・・・ ・・新制高等学校発足 

   市立高等学校４校（横須賀市立第一高校、第二高校、商業高校、工業高校） 

   私立高等学校８校（栄光学園高校、清泉女学院高校、緑ヶ丘学院高校、青山学院高校横須

賀分校、三浦高校、湘南女子高校、信証高校 日大横須賀高校） 

● 昭和 24年（1949年）４月・・・・・・・・ 新制国立大学発足 

 

 昭和 28年（1953年）度には、大学が新制中学校、高校を経た初めての１年生を迎えた。戦後の

教育制度がつながったのである。
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１章 学習指導要領の内容 

１節 学習指導要領の概要 

１ 学習指導要領の生まれてきた時代背景 

（１）社会情勢の変化と背景 

ア テレビの普及と「夢の超特急」誕生 

    昭和 28年（1953年）２月１日、午後２時から本放送が行われた。このテレビ放送最初の

日に受信契約を済ませていたのは、東京で 646、視聴が可能な地域全体でも、わずかに 866。

受像機の多くはアマチュア自作のものだった。当時の大学新卒の初任給が 8,000円程度で、

テレビはアメリカ製 17 インチで 25 万円前後、国産 14 インチでも 17、18 万円もする高価

なものだった。同年８月 28日、民放テレビ第１号、日本テレビが開局した。 

    経済成長と価格の低下で、テレビが家庭に急速に普及し、昭和 34年、当時の皇太子殿下

のご成婚パレードはテレビが大きく普及したきっかけとなった。推定 1,500 万人が視聴し

たと言われている。「テレビは家庭に 1台」の時代に進んでいくのである。昭和 35年、NHK

や民放４社がカラー放送を開始し、「テレビ、冷蔵庫、洗濯機」が「３種の神器」と呼ばれ

るようになった。 

    昭和 39 年（1964 年）10 月、東京オリンピックが開催され、テレビの世帯普及率を大き

く押し上げる契機となった。昭和 50年（1975年）には、カラー受信契約が 2,000万件を突

破し、カラーの時代を迎えることになった。昭和 55年（1980年）に、ビデオ内蔵テレビが

発売され、テレビ視聴と録画、再生が１台で簡単に楽しめるようになった。その後、大画

面テレビ、ブラウン管テレビから液晶テレビやプラズマテレビへと変貌してきた。 

 

    戦後の復興とともに、日本を代表する工業地域である東海道地域は、幹線道路が慢性的

に渋滞し、東海道本線はパンク寸前であった。昭和 32年（1957年）５月、運輸省は国の施

策として、「東海道線及びそれに関連する主要幹線の輸送力増強と近代化をどうするか」と

いう問題を取り上げ、関係者の意見を聞くために、調査会を設けた。翌年７月、会長から、

「できるだけ早く東海道新幹線を建設されたい」という答申が出され、国で建設が認めら

れた。 

    昭和 34年（1959年）４月 20日、丹那トンネル東口で新幹線起工式が行われ、昭和 39年

（1964年）７月１日、全線の工事が５年で完成した。 

    東海道新幹線は、高速鉄道の礎となり、我が国で開発された ATC 装置（自動列車制御装

置）、CTC（列車集中制御装置）などの安全対策が採用された。 

  建設費は総額 3,800億円になったが、この中には世界銀行からの借り入れがあった。   

料金は、特急２等料金、運賃合わせて、東京－新大阪 2,280 円、１等 4,590 円。当時の大

卒初任給が 21,200円なので新幹線の運賃は初任給の 1/9にあたる。 

    東京オリンピックの開催を目前にした、昭和 39 年 10 月１日、６時から、東京－新大阪

相互発から営業を開始し、当初は「ひかり」４時間、「こだま」５時間運転とした。 

    その後、夢は全国に拡がっていくのである。 
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イ 宿願の東京オリンピック 

昭和 15 年（1940 年）、第 12 回オリンピック開催権を昭和 11 年（1936 年）第 36 次 IOC

総会において得たが、日中戦争、国際情勢の変化により返上せざるを得なかった。戦前、

戦後を通じてスポーツを通しての国際交流ができず、再び交流するためにオリンピックの

開催を考え、第 17回大会開催地に立候補したが失敗。昭和 33年（1958年）、第 18回大会

に立候補し、翌年５月、ミュンヘンで開催された IOC 総会で宿願を果たした。高度経済成

長期にあった日本は、これを契機にオリンピック成功への機運が高まっていった。 

当時の日本にとって、オリンピックは、国をあげての一大プロジェクトでさまざまな面

で改革、改善が図られた。高速道路の建設、東海道新幹線の開通、羽田空港国際線の増設

などが進められたのもこの時期である。選手の強化もその一つであり、今までを振り返り、

選手と指導者の強化を進め、技術の改善、体力トレーニング等の分野にスポーツ医科学の

成果を積極的に取り入れた。 

    昭和 35年（1960年）には、文部省体育局にオリンピック準備室が設置された。 

昭和 36年（1961年）にはスポーツ振興法が制定され、国・地方公共団体のスポーツの振

興が義務づけられ、その後のスポーツの振興の基となった。同年、学校の対外運動競技の

基準が見直され、中学生の全国大会参加が可能になっている。 

昭和 38年（1963年）、文部省がスポーツテスト実施要項を制定し、昭和 39年（1964年）

より実施し改善されながら今日に至っている。また、この年には全国高等学校総合体育大

会（インターハイ）の第１回大会が開催された。 

 

    昭和 39年（1964年）10月 10日から 24日まで、オリ   

ンピックが東京を中心に開催された（一部競技は、埼玉

県、神奈川県、千葉県、長野県で実施）。参加国は 93の

国と地域、全参加選手数 5,152名、実施種目は 20競技。 

    15日間、各会場で、また、テレビを通して力強く美し

い選手の姿－マラソンのアベベ選手、円谷選手、100ｍ走

のヘイズ選手、重量挙げの三宅選手、柔道のヘーシンク

選手、東洋の魔女と呼ばれた日本のバレーボールの選手

など、多くの選手が思い出される。 

    日本選手の活躍は目覚ましく、「金メダル 16、銀メダル５、銅メダル８」というすばらし

い成果をあげた。 

    東京オリンピックは、スポーツだけでなく、多くの面で今も影響を与えている。 

 

    ・交通基盤（首都高速道路、東海道新幹線、地下鉄）の整備が限られた年数で行われた

こと。 

    ・ホテルなどが多数建設され、国際都市東京の原形ができたこと。 

    ・「オリンピックをカラーテレビで見たい」という思いが購買意欲を促進し個人消費を活

性化したこと。 

（教育研究所所蔵写真） 

【オリンピック聖火リレー】 
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・日本のスポーツは、それまで、部活や体育会が中心であったが、オリンピック後、社会

体育の扉が開かれた。また、サッカーで実業団８チームによる日本リーグ（Ｊリーグ

の源流）が始まり、他の競技に波及していったこと。 

 

    東京オリンピックは、スポーツの祭典であるとともに、日本にとって、戦後の総決算で

あり、国際社会での地位を揺るぎないものにした象徴的なイベントであった。 

 

（２）戦後教育改革の概要 

戦後、数々の教育改革を経て現在の教育システムにつながっている。「学制百年史」（文部

省 1981）を参考に概要をまとめる。 

 

敗戦直後の昭和 20年（1945年）９月に、文部省は「新日本建設の教育方針」を示した。こ

れが民主的・文化的国家建設のための教育改革の出発点となった。 

新しく憲法の理念と目的を実現する上での教育の役割を示した「教育基本法」が制定され、

これをもとに、「学校教育法」「社会教育法」、「教育委員会法」などの立法が行われた。これ

らが戦後教育の体制を作り上げる基本となった。 

戦後、次々と教育改革が行われたが、その中でも、学校体系を６･３･３･４の編成に改めた

ことは、明治５年（1872年）学制頒布以来の大きな改革であり、国民の関心や期待を集めた。 

我が国の「学習指導要領」は、新学制発足に合わせるために、昭和 22年（1947年）文部省

がアメリカのコースオブスタディ（Course of Study）を参考に、教育課程の基準となる学習

指導要領を試案として発行したものが最初である。 

その後さらに実態調査や教育課程審議会等による検討を経て、昭和 26年（1951年）に全面

的に改訂されたが、引き続き試案のままであった。 

また、新学制実施に伴い、教科書は民間で編集し、文部省がこれを検定する制度に順次移

行する方法がとられた。 

昭和 27年（1952年）、我が国が独立国となり、占領が解除された後も、６･３･３･４制の学

校体系は民主社会の学校制度として定着した。 

戦後 10年が経過する中で、昭和 26年（1951年）の学習指導要領について、全教科を通じ

て戦後の新教育の潮流となっていた経験主義や単元学習に偏りすぎる傾向があり、各教科の

もつ系統性を重視すべきではないかという課題が浮上した。また、授業時数の定め方に幅が

ありすぎるため、地域による学力差が目立ち、国民の基礎教育という観点から基礎学力の充

実が叫ばれるようになった。そのほか、基礎学力の充実に関連し、科学技術教育の振興が叫

ばれ、理科、算数の改善が要請された。 

このような点を改善するため、昭和 31年（1956年）に教育課程審議会に「小学校・中学校

教育課程の改善について」諮問し、昭和 33年（1958年）の答申を受けて、学習指導要領を全

面的に改訂した。学習指導要領の改訂に先立って学校教育法施行規則の一部を改正し、学習

指導要領は、教育課程の基準として文部大臣が公示するものであると改め、学校教育法、同

施行規則、告示という法体系を整備して教育課程の基準としての性格を一層明確にした。 
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昭和 33年（1958年）～昭和 35年（1960年）の特徴は、教育課程の基準としての性格の明

確化（道徳の時間の新設、系統的な学習の重視、基礎学力の充実、科学技術教育の向上等）

である。それ以来、ほぼ 10年ごとに改訂されてきている。 

 

 

【学校系統図（文部科学省資料）】 

 

≪参考資料≫ 

 ・「学制百年史」文部省 1981 

 ・「学制百年史資料編」文部省 1981 

 

２ 学習指導要領改訂の経過と実施 

昭和 22年（1947年）から昭和 43年（1968年）改訂の各学習指導要領の特徴を、資料を参考

に以下にまとめる。それぞれの学習指導要領の他に、「学習指導要領等の改訂の経過」(文部科

学省資料)と「学習指導要領改訂の歴史的背景とそれぞれの特徴の概略（その１）」（京都外国語

大学 奥川義尚）に基づき、特徴をまとめた。 

 

（１）昭和 22年（1947年）の学習指導要領（試案） 

これが最初の学習指導要領となる。一般編に続き、算数科、家庭科、社会科、図画工作科、

理科、音楽科及び国語科の各編が相次いで刊行され、昭和 24年（1949年）の体育科編の刊行

をもって完成した。高等学校に関しては、その実施が昭和 23年度（1948年度）からになって
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おり説明が省略されているため、小学校、中学校、高等学校が整うのは、昭和 26年（1951年）

版からである。 

   この我国最初の学習指導要領の特色は、次のとおりである。 

 

＜小学校＞ 

ア 従来の修身（公民）、日本歴史及び地理を廃止し、新たに社会科を設けたこと。 

社会科は、児童が自分たちの社会に正しく適応し、その中で望ましい人間関係を実現し、

進んで自分たちの属する共同社会を進歩向上させることができるように、社会生活を理解

させ、社会的態度や社会的能力を養うことを目標とした。 

 

イ 新たに家庭科を設けたこと。 

家庭科は、従来女子だけに課していた裁縫や家事と異なり、男女ともに課し、望ましい

家族関係の理解と家族の一員としての自覚の下に、家庭生活に必要な技術を修めて生活の

向上を図る態度や能力を養うことを目標とした。 

 

ウ 新たに自由研究を設けたこと。 

自由研究は、児童の自発的な活動をうながすために、教師の指導の下に児童がそれぞれ

の興味と能力に応じて、教科の発展として行う活動や学年の区別なく同好の者が集まって

行うクラブ活動などを行う時間として設けた。 

 

  エ 各教科の授業時数を改めたこと。 

授業時数については、指導に弾力性を持たせるという趣旨から、各教科とも年間の総時

数で表し、１年間を 35週とした場合の週当りの授業時数を併せて示した。 

 

 ＜中学校＞ 

中学校には、必修科目と選択科目があり、家庭科は職業科の中の一つになっていた。選択

科目は、習字、外国語、職業及び自由研究から生徒の希望により、１科で週４時間履修して

もよいし、２時間ずつ２科目履修することもできるが、これらについては、各学校の裁量に

委ねられていた。 

 

（２）昭和 26年（1951年）の学習指導要領（試案） 

昭和 22年（1947年）の学習指導要領は、戦後の教育改革の急に迫られて極めて短時間で作

成されたため、教科間の関連が十分図られていなかったことなど、問題があった。そこで、

実態調査や実験学校による研究等、検討を重ね、家庭科や自由研究の存否、毛筆習字の教育

課程、総授業時数の改正などについての文部省教育課程審議会による答申を受けて、全面的

に見直した。 

昭和 26 年（1951 年）に学習指導要領一般編と各教科編に分けて、試案の形で発行された

が、根本的な考え方については、昭和 22 年（1947 年）版学習指導要領（試案）と変わりな

く、この中には、小学校、中学校とともに、高校の教育課程が含まれている。 

   主な特徴は、次のとおりである。 
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＜小学校＞ 

ア 各教科の配当授業時数について、教科を学習の基礎となる教科（国語、算数）、社会や自

然についての問題解決を図る教科（社会、理科）、主として創造的な表現活動を行う教科（音

楽、図画工作、家庭）、健康の保持増進を図る教科（体育）の４つの領域に分け、これらに

充てる授業時数を教科の総授業時数に対する比率で示すこととし、教科と教科以外の総授

業時数の基準を２学年ごとにまとめて示したこと。 

 

イ 家庭科（第５・６学年）は他の教科と著しく重複する目標や指導内容を整理して存置す

ることとしたこと。 

 

ウ 毛筆習字は、国語学習の一部として第４学年から課すことができるようにしたこと。 

 

エ 自由研究を発展的に解消し、教科の学習では達成されない目標に対する諸活動を包括し

て教科以外の活動とし、それらの活動を例示したこと。 

 

この学習指導要領では、単元学習と社会科が重視され、小学校から高校１学年までの 10年

間の課程が統合された形で示されており必修となっていた。特に、１学年４～５単元で構成

された社会科は、昭和 22年（1947年）版学習指導要領と同様、この期の問題解決学習の典型

を示すものといえる。 

 

＜中学校＞ 

中学校教育の主な改訂点は、授業時間数に幅をもたせたこと、職業科を職業・家庭科とし

て農工商等の中から実務的な課題を設定したこと、自由研究を特別教育活動としたこと等で

ある。教科課程という用語は、特別教育活動を加えたことにより、この学習指導要領から教

育課程になった。 

 

＜高等学校＞ 

通常課程、夜間課程、定時制課程、通信課程と規定していたが、昭和 25年（1950年）の改

正で、夜間課程と定時制課程が統一され、３課程となった。年限は通常課程は３年、定時制

課程は保健上の理由から４年以上とされた。高校には、普通課程と職業課程とがあるが、い

ずれの課程も国語(甲)、一般社会、保健体育は必修、社会科（一般社会を除く）、数学科、理

科からはそれぞれ１科目を必ず履修とし、これを含めて 85単位を修得することが卒業条件と

された。 

 

（３）昭和 33年（1958年）の学習指導要領 

この改訂では、これまで試案であった学習指導要領が、法的基準性と拘束性をもつものに

なったことは大きな特徴である。また、道徳が教科と並ぶ一領域として明示されたことや、

問題解決学習にかわって系統的な学習が中心となったことなど、戦後の新教育の考え方を大

幅に変えるものであった。 
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また、この年の改訂は、独立国家の国民としての正しい自覚をもち、個性豊かな文化の創

造と民主的な国家及び社会の建設に努め、国際社会において真に信頼され、尊敬されるよう

な日本人の育成を目指して行われた。その改訂の特色は次のとおりである。 

 

ア 道徳の時間を特設して、道徳教育を徹底して行うようにしたこと。 

イ 基礎学力の充実を図るために、国語、算数の内容を再検討してその充実を図るとともに

授業時数を増やしたこと。 

ウ 科学技術の向上を図るために、算数、理科の充実を図ったこと。 

エ 地理、歴史教育を充実改善したこと。 

オ 情操の陶冶、身体の健康、安全の指導を充実したこと。 

カ 小・中学校の教育の内容の一貫性を図ったこと。 

キ 各教科の目標及び指導内容を精選し、基本的な事項の学習に重点を置いたこと。 

ク 教育課程の最低基準を示し、義務教育の水準の維持を図ったこと。 

 

教育課程審議会への諮問、答申を経て、全面的に改訂し、昭和 36年４月から実施した。改

正の要点は次のとおりである。 

 

＜小学校＞ 

ア 学習指導要領は、教育課程の基準として文部大臣が公示するものであると改め、学校教

育法、同法施行規則、告示という法体系を整備して教育課程の基準としての性格を一層明

らかにしたこと。 

 

イ 小学校の教育課程は、各教科、道徳、特別教育活動及び学校行事等によって編成するこ

とを明示したこと。 

 

ウ 小学校における各教科及び道徳の年間最低授業時数を明示したこと。 

 

＜中学校＞ 

道徳の特設、数学や理科の教材精選と時間増並びに技術・家庭科の設置、選択教科の増加

等が行われた。内容の系統化という視点からみると、社会科では第１学年で地理、第２学年

で日本史、第３学年で政治・経済・社会となり、理科では第１分野（物理・無機化学）、第２

分野（生物、有機化学、生化学、地学）に分け、内容に系統性を持たせた。26年版の図画工

作、職業・家庭が 33 年版では美術、技術家庭科となり、男子は技術、女子は家庭を履修し、

この教科では男女別学となった。 

 

≪参考資料≫ 

・「学校教育法施行規則」文部省 1947 

・「学習指導要領一般編（試案）」文部省 1947 

・「学習指導要領一般編（試案）」文部省 1951 

・「小学校・中学校・高等学校学習指導要領」文部省 1958 
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・「学制百年史」文部省 1972 

・「初等教育資料 900号記念増刊『教育の未来を拓く学習指導要領の変遷』」文部科学省 2013 

・「学習指導要領改訂の歴史的背景とそれぞれの特徴の概略(その１)」奥川義尚 

  京都外国語大学編『京都外国語大学研究論叢』70号、ｐ．49—56 2007 

 

３ 学習指導要領の法的整備 

（１）学習指導要領の法的基準 

  「学習指導要領」は、小・中・高等学校、特別支援学校等を対象に、「日本全国どの地域で教

育を受けても一定の水準の教育を受けられるようにするため、学校教育法等に基づき、文部(科

学)省が各学校で教育課程を編成する際の基準を定めたもの」（文部科学省ホームページより）

である。 

昭和 22 年（1947 年）に試案として作られたが、法的基準性と拘束力を備えた現在のような

大臣告示の形で定められたのは昭和 33年（1958年）のことである。 

  学校教育法施行規則で、それぞれの校種ごとに、学習指導要領による教育課程の基準が規定

されている。例えば、小学校は、第４章小学校、第２節教育課程、第 52条教育課程の基準とし

て、教育課程は文部科学大臣が公示する小学校学習指導要領によるものとすることが明示され

ている。 

 

（２）教育課程の基準としての学習指導要領と法的拘束力をめぐる二つの最高裁判例 

昭和 22年（1947年）、昭和 26年（1951年）の学習指導要領は、「文部省著作」、「試案」と

いう形式であることからも、教師の手びきという性格が強かった。 

   試案のころの学習指導要領について、八尾坂修は、次のように述べている。 

 

しかしながら、当時の学習指導要領は、たとえば各教科において内容構成、分量が統一

しておらず、また教科相互の関連性、調整が不適切であったことなど、基準としての明瞭

さにも欠けていた。 

（八尾坂修「現代の教育改革と学校の自己評価」2001、P.82 ぎょうせい） 

 

   また、当時の学校教育法施行規則では、「小学校の教育課程については、学習指導要領の基

準による」（25条）と述べられているだけだった。昭和 33年（1958年）８月、学校教育法施

行規則の一部が改正され、次のようになったと、八尾坂修は述べている。       

 

現行の学習指導要領は「小学校の教育課程については、この節に定めるもののほか、教

育課程の基準として文部大臣が別に公告する小学校学習指導要領によるものとする」（同規

則 25条、中・高校も同様同規則 54条の 2、57条 2）とされたのである。 

（同上、2001、P.82） 

 

これにより、学校教育法、同施行規則、告示という法体系が整備されるとともに、学習指

導要領の性格が明確になった。 
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   学習指導要領の教育課程の基準としての性格が明確になり、その法的性格（法的拘束力）

をめぐって論争が起きた。つまり、学習指導要領に法的基準としての性格があるという考え

方と、全体として法的拘束力をもつものではないという「指導助言説」である。 

   昭和 31年（1956年）以降実施された一斉学力調査（昭和 39年（1964年）まで実施）の是

非をめぐる闘争を通して、学習指導要領の法的拘束力の有無が焦点となった。昭和 51年（1976

年）５月 21日の最高裁判決（旭川学テ事件）は、次のとおりである。 

 

～それ故、上記学習指導要領は、全体としてみた場合、各教育政策の当否はともかくとし

て、少なくとも法的見地からは、上記目的のために必要かつ合理的な基準の設定として是

認することができるものと解するのが、相当である。 

（同上、2001、P.85） 

 

この裁判を含め、学習指導要領の法的基準性について、文部省『学制百二十年史』に以下

の記述がある。  

 

 学習指導要領をめぐる教育裁判 

  昭和 20年代後半から、日本教職員組合は国の教育政策に対して激しい反対闘争を繰り返

してきた。特に 30年代は学習指導要領改訂に伴う教育課程趣旨徹底講習会への反対闘争や

全国学力調査の実施への反対闘争が激しく、各地で教育紛争が発生して裁判で争われるこ

ととなった。これらの裁判では、主として学習指導要領の法的基準性（法的拘束力）の有

無が争点となり、30 年代後半から 40 年代を通じて、これらの裁判について次々と判決が

出された。地裁段階及び高裁段階では多くは学習指導要領の法的基準性を認める判決であ

ったが、中には学習指導要領は単なる指導助言文書であり法的基準性はないとする判決な

どもあり、教育界の一部では混乱を招いていた。しかし、昭和 51年５月に旭川学力調査事

件の最高裁判決が出され、学習指導要領には法的基準性がある旨の判断が示され、戦後長

らく争われたこの問題に最終的な決着がついた。 

（文部省『学制百二十年史』1992） 

 

これ以降、この判決と異なる判断を下した判決も見られた。しかし、平成２年（1990 年）

１月 18 日の最高裁判決は、原審の福岡高裁判決（「伝習館高校事件」昭和 58 年 12 月 24 日）

の判断（学習指導要領の法規性を全面的に承認）を正当とし、最高裁学テ判決が再確認され

た。 

   これにより、学習指導要領の法的拘束力が認められたのである。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「現代の教育改革と学校の自己評価」八尾坂修 ぎょうせい 2001  

 ・「学制百二十年史」文部省 1992 
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２節 教育課程と指導要録・評価 

１ 「道徳の時間」の特設と時数の明示 

  戦前の学校で重視されていたのは、教育勅語と修身科を中心とする教育であった。昭和 20年

（1945年）12月 31日、連合国総司部から、「修身、日本歴史及ビ地理停止ニ関スル件」という

指令が出され、学校教育から修身科は姿を消し、社会科を中心として全教育活動で道徳教育に

取り組むこととなった。 

 昭和 25 年（1950 年）11 月７日、天野貞祐文部大臣は、全国都道府県教育長協議会で、次の

ような発言をした。             

 

そこで、教育の基礎として、口先でとなえるものではなく、みんなが心から守れる修身を、

教育要綱といった形で作りたい。これを教育勅語の代わりにして民主主義社会に必要な道徳

再開をはかりたい。     （「修身復活－文相ほのめかす」『読売新聞』1950.11.７） 

 

  この発言は、昭和 25 年（1950 年）９月に提出された第２次アメリカ教育使節団の報告書の

「道徳教育はただ、社会科だけからくるものだと考えるのはまったくの無意味である。道徳教

育は、全教育活動を通じて、力説されなければならない」とした考えが強く、教育界や主要メ

ディアに批判され、実現しなかった。 

  その後の文部大臣も、道徳教育の振興を主張した。昭和 31年（1956年）３月 15日、対日講

和条約の発効後初めての教育課程の改善を図るため、文部大臣は教育課程審議会に「小学校中

学校教育課程ならびに高等学校通信教育の改善について」を諮問した。その時の審議経過を押

谷由夫は、次のように述べている。                     

 

そこでは、道徳に関する教科を設けることについても審議されたが、結論は出なかった。

翌年９月に再開された審議会においては、特に「学校教育全体で道徳教育を行うという立場

をとりながら、なおかつ道徳教育の徹底を図るために、小・中学校とも道徳的指導のための

時間を特設して、毎学年指導すること」について集中的に審議された。 

 （押谷由夫、2008、p.２） 

 

  昭和 33年（1958年）３月 15日、教育課程審議会答申が出され基本方針の第１に、「学校教育

全体で道徳教育を行うという従来からの方針を変えないで、新たに「道徳の時間」を設け、毎

学年、毎週まとまった指導を行うこと」が明記された。 

  ３月 18 日には、文部事務次官通達を送付し、「昭和 33 年度から、『道徳』の時間を特設し、

道徳教育の充実を図ること」を求めた。 

  昭和 33年度（1958年度）から、時間割の中に、「道徳の時間」が加えられた。 

  その後、昭和 38年度（1963年度）、39年度（1964年度）、41年度（1966年度）に小・中学校

の道徳教育資料を第３集まで配布し、道徳教育の充実に努めている。 

  横須賀市においても、昭和 39 年（1964 年）に船越小、高坂小、久里浜中、鴨居中、昭和 40

年（1965年）、41年（1966年）には常葉中が道徳の研究に取り組んでいる。 

 

 



第０期 １章 学習指導要領の内容 

２節 教育課程と指導要録・評価 

 

11 

 

≪参考資料≫ 

 ・読売新聞 1950.11.7 

・「道徳と教育」日本道徳教育学会創設 50 周年記念号 日本道徳教育学会編 52 号（通巻 326） 

  所収 「戦後の教育改革と道徳教育」押谷由夫 2008 

 

２ 「職業科」・「職業・家庭科」から「技術・家庭科」へ 

 昭和 21 年（1946 年）、内閣に設置された教育刷新委員会で教育改革案が作られ、その中で、

中学校は「必要な程度の技術教育を行う」と位置づけられた。それを受け、昭和 22年（1947年）

学習指導要領(試案)では、中学校の教育目標として、職業生活(経済生活)についての理解と自

覚、及び職業生活を営むうえで必要な知識・技能などを重視した。新設教科「職業科」は、それ

を担うものとして設けられた。職業科は、「農業、商業、工業、水産業、家庭」の五つの科目と

「職業指導」から構成され、五つの科目から一つ以上を学ぶことが求められた。木村元は、職

業指導について次のように述べている。                

 

アメリカの職業指導理論に基づき、「職業指導」の内容は、知能検査や職業適性検査などを

通した自己理解、各種の仕事を実際に経験して自己の適性を発見するという啓発的経験、職

種の情報の供与、指導者によるカウンセリングなどであった。   （木村、2015、p.89） 

 

  職業科、昭和 26年（1951年）の学習指導要領で設けられた「職業・家庭科」は、〝学校から

仕事へ〟の接続の役割を果たしてきた。その基本的な考えは、「実際に役立つ仕事」という見地

から、「職業科」と「家庭科」を一つの教科ととらえた。また、「農業、商業、工業、水産業、家

庭」を一つのまとまりとした考えは、教育内容を地域から選び、幅広い内容を一通り学習させ

ようとする理念に基づいていた。 

  その後、高度経済成長下で、技術革新に対応できる教育が求められた。昭和 32年、中央教育

審議会の答申の中で、「中学校においての職業に関する基礎教育の強化」がうたわれ、翌年告示

された学習指導要領では、「科学技術に関する教養」や「産業や国民生活の発展向上」を前面に

出した。この一つの現れが、新設教科「技術・家庭科」である。その内容は、男子向きの内容

(「機械」・「電気」・「総合実習」)と女子向きの内容(「調理」・「被服製作」・「保育」・「家庭機械」・

「家庭工作」)から構成された。「家庭科」は、戦後学制で女子だけの科目をおかないという方

針で「職業科」に位置づけられてきたが、高度成長の影響を受け、女子の必修となり、性別役割

分業を支える科目となった。また、進路指導は、特別教育活動の中の学級活動に移された。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「学校の戦後史」木村元 岩波書店 2015 

 

３ 指導要録の変遷 

戦前、「学籍簿」は学校の大切な帳簿の一つで、子どもの学校における戸籍であった。また、

評価の原簿であったが、その評価は教員の主観が色濃く反映したものであった。 

戦後、新しい教育制度の発足とともに、「指導要録」と呼び、学校に備えるべき「表簿」とな

った。 
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（１）戦前のあゆみ 

「学籍簿」の起源は宮崎県。 

学籍に関する記録は、明治 14年（1881年）の文部省通達「学事表簿様式制定ノ事」におい

て、各学校が必ず備えるべきものとして記入様式が示されたことに始まる。 

続いて、明治 33年（1900年）に制定された小学校令施行規則の中で、単に学籍の記録だけ

でなく学業成績や身体の状況についても記入することとされ、現在の指導要録のいわばひな

型となる学籍簿の様式が示された。 

その後、明治 40年(1907年)、大正 11年(1922年)、昭和 11年(1936年)、昭和 13年(1938

年）に改正が行われ、昭和 16年(1941年)に国民学校令が公布され、学籍簿は、国民学校令施

行規則に位置づけられた。この時、教科の評定法が「優・良・可」の区分によるものに変更さ

れたが、優のうち著しく秀でた者には秀、良のうち優に近い者には良上、可に近い者には良

下の評語を与えることとした。 

 

（２）学籍簿から指導要録へ 

昭和 21年(1946年)11月３日、「日本国憲法」が公布され、翌年(1947年)３月 31日、「教育

基本法」「学校教育法」が公布され、新しい教育制度が実施された。 

 

ア 小学校学籍簿について 

（ア）趣旨等 

     昭和 23 年(1948 年)11 月 12 日、文部省学校局長名により、「小学校学籍簿」が出され

た。この中で、学籍簿の案が示され、「学籍簿」の名称が改められることが予告された。

この「小学校」の趣旨に関して、次の３点をあげている。 

    ・ この学籍簿は「指導上必要な原簿」として考えられるものであること。 

    ・ 記録事項は新しい教育の考え方からみて、重要と思われること。 

    ・ 様式については、「できるだけ客観的に、しかも簡単に、かつ容易に記録されるよう

に作られている」と述べられている。 

（イ）記入項目 

     「(一)在籍状況」、「(二)出欠状況」、「(三)身体の記録」、「(四)標準検査の記録」、「(五)

行動の記録」、「(六)学習の記録」、「(七)全体についての指導経過」、「(八)担任者職指名」

以下、この中から、「学習の記録」について、記入要項を見ていくことにする。 

（ウ）「学習の記録」の記入のし方 

     「学習の記録」では、「１．各教科の学習の状況について平素の考査に基づき分析的に

評価記入する。各教科の項目は各教科の学習指導要領による。評価は行動の評価と同じ

く、５段階とする。自由研究については、題目、行動の内容等その事実を具体的に記入

すること。」とされている。 

ここでの特徴的なことは、５段階相対評価を用いたことであり、その要領を「普通の

程度を『０』、それよりすぐれた程度のものを『＋２』、それより劣る程度のものを『－

２』とする。『＋１』『－１』はそれぞれ中間の程度を示す。一般的に『０』が多数、『＋

２』『－２』は極めて少数」とある。 



第０期 １章 学習指導要領の内容 

２節 教育課程と指導要録・評価 

 

13 

 

この５段階相対評価のために、学校での講習会などでは、正常分布曲線による５段階

評価が盛んに講習されていた。（「＋・－２は各７％、＋・－１は各 24％、０は 38％とさ

れていた。） 

 

イ 中学校・高等学校生徒指導要録について 

（ア）趣旨等 

昭和 24年(1949年)８月 25日、初等中等局長名で「中学校・高等学校生徒指導要録に

ついて」が出された。この中で、要録の趣旨は、「生徒指導の目的を達するために利用さ

れるもの」とし、「生徒が上級学校や他の学校へ転学した際は、生徒を受け入れた学校が、

その生徒を理解することが出来、よりよき指導を進めることが出来るように」学校長は

先方の学校長あてに送付することが明記されている。 

（イ）記入項目 

Ⅰ「学籍簿」たる「(一)生徒氏名、性別」、「(二)生年月日」、「(三)本籍地及び現住所」、

「(四)両親名あるいは保護者氏名および本人との関係・現住所」、「(五)入学年月日」、

「(六)転退学又は卒業年月日」、「(七)その他必要な事項（例えば、出欠状況、進学学校、

就職先、履修課程名、高等学校においては履修単位数等）」、Ⅱ「高等学校生徒の履修単

位の記録」、Ⅲ「標準検査の記録」、Ⅳ「身体的発達の要約」、Ⅴ「困難およびその適応に

ついての記録」、Ⅵ「職業的発達記録」、Ⅶ「学業成績の発達記録」、Ⅷ「個人的、社会的、

公民的発達記録」が示された。 

（ウ）「学習成績の発達記録」の記入のし方 

「学習成績の発達記録」は、「小学校学籍簿」同様、５段階相対評価がされるようにな

っている。そして、記入方法は「５＝秀、４＝優（平均より上位にあるもの）、３＝良（大

多数を含む）、２＝可（平均より下位にある者）１＝不可」というものであった。 

さらに、「所見」欄も設けられ、中学校では、主な活動や作業の習慣が、高等学校では

生徒が選定した教科名が、それぞれ記入されることになっていた。 

 

ウ 小学校も「指導要録」に 

昭和 23年（1948年）11月 12日の「小学校学籍簿について」で予告したとおり、昭和 24

年（1949 年）９月 12 日、初等中等教育局長名で「学籍簿の名称並びにその取扱いについ

て」が出された。この中で、「学籍簿」の名称が「児童指導要録」と改められた。これで、

小学校、中学校及び高等学校の児童・生徒「指導要録」と統一的呼称となった。 

また、同時に、その写しは「十ヵ年以上保存する」こととなり、この面も、小学校、中学

校及び高等学校で統一されるようになった。 

さらに、この期の指導要録に次のような問題点があったことが指摘されている。 

 

「指導要録を指導のために活用するということは、一般的な傾向としては、昭和 22年、

24年ごろには期待されたようには、盛んにならなかった。実際にそれが利用されたの

は、進学・就職の証明として、あるいは結婚の紹介用としてであり、その目的のため

には指導上の必要から考察された指導要録の様式は煩瑣に過ぎるので、その簡素化が

要望された。（また）原本を進学先や転学先に送付し、母校にはその抄本を残すことは
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不都合だと感じられたり、あるいは保存期間が十ヵ年では短すぎないかという懸念が

あった」などである。 

（沢田慶輔・青木孝頼編者「新指導要録の解説と評価・記入法」 

新光閣書店 1971 pp16-17） 

 

（３）昭和 30年（1955年）の改訂 

ア 改訂の趣旨等 

昭和 30年（1955年）９月 13日、初等中等教育局長と大学学術局長の連名により、「小学

校・中学校および高等学校の指導要録の改訂について（通達）」が通達された。この通達で、

「改訂の趣旨」が次の３点に述べられている。 

・ 児童生徒の学籍ならびに指導の過程および結果の要約を記録し、指導および外部に

対する証明等のために役立つよう簡明な原簿とした。 

・ 中学校と高等学校の指導要録の様式を別々にした。 

・ 小学校、中学校、高等学校の指導要録の間にできるだけ一貫性をもたせた。 

また、従来「十ヵ年以上保存」とされてきたが、「指導要録は 20年保存」となった。 

さらに、「その他」において、「（３）指導要録の記載事項に基づいて、就職等の証明書や

家庭への通信簿等を作成する場合、その記録事項をそのまま転記すると誤解を生ずるおそ

れもあるから、これらの作成に当たっては特に注意されたい。」とされている。指導要録と

通信簿（通知票等）とは別に考えていくことを示したのである。 

 

イ 記入項目 

記載事項を（ア）小学校から中学校へ進学する場合、（イ）中学校から高等学校へ進学す

る場合、（ウ）高等学校から大学へ進学する場合とに分けることになった。 

 

（ア）小学校から中学校へ進学する場合の記載事項 

「（一）学校名および所在地」、「（二）児童の氏名、性別、生年月日、および現住所」、

「（三）卒業年月日」、「（四）最終学年の『学習の記録』」、「（五）最終学年の『教科以外の

活動の記録』」、「（六）最終学年の『行動の記録』の写」、「（七）、『学籍の記録』の備考、

『出欠の記録』、『身体の記録』および『標準検査の記録』に記載されている事項で将来

の指導上とくに必要と思われる場合には、その事項」となった。 

 

（イ）中学校から高等学校へ進学する場合の記載事項 

「（一）学校名および所在地」、「（二）生徒の氏名、性別、生年月日、および現住所」、

「（三）卒業年月日」、「（四）最終学年の『学習の記録』の写」。ただし選択教科について

は、その教科を履修した最終学年における記録の写。「（五）最終学年の『特別教育活動

の記録』の写」、「（六）最終学年の『行動の記録』の写」、「（七）『学籍の記録』の備考、

『出欠の記録』、『身体の記録』、『標準検査の記録』および『進路に関する記録』に記載

されている事項について、将来の指導上とくに必要と思われる場合には、その事項」と

なった。 
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（ウ）高等学校から大学へ進学する場合の掲載事項 

（イ）に準じる。 

 

ウ 「学習の記録」の記入のし方 

小学校・中学校では「学習の記録」を変更し、評定欄と所見欄に分けている。このうち、

「評定」に関しては、５段階相対評価を行うとし、その要領を「学級または学年において

普通の程度のものを３とし、それより特にすぐれた程度のものを５、それより特に劣る程

度のものを１とし、これらの中間程度のものをそれぞれ４もしくは２とする。一般に３程

度のものが最も多数を占め、５または１はきわめて少数にとどまるであろう。」と述べてい

る。 

高等学校では、小・中学校とは異なり、５段階絶対評価を行い、その記入要領を「各教

科、科目の目標をほぼ達成しているものを３とし、目標を特に高い程度に達成しているも

のを５、目標の達成が特に不十分なものを１とし、これらの中間の程度をそれぞれ４もし

くは２とする。」と述べている。 

「所見」欄は、個々の児童（生徒）の特質を知るために参考となる事項を記入するとさ

れ、個人内評価が求められた。このため、掲げられている観点について、「個人として比較

的すぐれている特徴があればその該当する観点に〇印を記入し、比較的劣っている特徴が

あれば×印を記入し、なお、欄内の余白に必要に応じその他著しい特徴、進歩の度合、努

力の程度等を記入するが、特徴が認め難い場合は強いて記入の必要はない。」とされている。

なお、各教科で掲げられた観点は小・中・高等学校ごとに全学年を通じて同じものであっ

た。 

また、「備考」欄は、全教科について学習態度、進歩の状況など特記すべき事項があれば

それを記入することと、個人的評価が求められた。 

 

（４）昭和 36年（1961年）の改訂 

ア 改訂の趣旨等 

昭和 36年（1961年)２月 13日、文部省の初等中等教育局長と大学学術局長の連名で「小

学校児童指導要録および中学校生徒指導要録の改訂について」が、また昭和 38年（1963年）

１月５日、文部省初等中等教育局長名で「高等学校生徒指導要録の改訂について」が出さ

れた。 

指導要録の性格は、昭和 30年（1955年）当時の性格を受けつぎ、小・中学校とも「児童

又は生徒の学籍ならびに指導の過程および結果の要約を記録し、指導および外部に対する

証明等のために役だたせる原簿」といった性格である。 

そして、改訂等の言及はなく、「・・・この案による指導要録は、小学校にあっては昭和

36年度（1961年度）から、中学校にあっては、昭和 37年度（1962年度）から、全学年同

時に実施するように願います。」と述べられている。 

    高等学校については、略。 

 

イ 記入項目 

「学校名および所在地」、「校長氏名印・学級担任者氏名印」、「学籍の記録」、「出欠の記
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録」、「健康の記録」、「各教科の学習の記録」、「行動および性格の記録」、「標準検査等の記

録」、中学校ではさらに「進路に関する記録」が加わることになっていた。 

 

ウ 「各教科の学習の記録」の記入のし方 

小・中学校ともに「評定」の欄は、５段階とし、従来の相対評価を原則としたが、学習指

導要領に示す各教科の達成状況を加味して評価することになった。絶対評価を加味した相

対評価である。その要領は、「小学校（中学校）学習指導要領に定めるその教科の教科目標

および学年目標に照らし、学級または学年において、普通の程度のものを３とし、３より

特にすぐれた程度のものを５、３よりはなはだしく劣る程度のものを１とし、３と５また

は３と１の中間程度のものをそれぞれ４もしくは２とすること」とされている。 

「所見」の欄は、他の児童生徒との比較ではなく、その児童生徒自身についての特徴を

記録することを主眼とすると明記されている。記入にあたっては、個人として比較的すぐ

れているものがあればその該当する欄に〇印を、比較的劣っているものがあれば×印を記

入することとされている。特徴が認めがたい場合は必要ないこと、欄外の余白には、観点

を追加して記入することとされている。 

「進歩の状況」は、当該学年の当初と学年末を比較し、総合的にみて進歩が著しい場合

に〇印を記入し、認めがたい場合にはしいて記入の必要はない、とされている。 

なお、中学校の選択教科については、教科名を空欄とし、この空欄には生徒が履修した

教科の名称を記入し、（ ）内にはその週当たり平均授業時数を記入し、必修教科と同名の

選択教科であっても、必修教科とは別に選択教科として評定を行って記入すること、とさ

れている。 

 

≪参考資料≫ 

・「指導要録のあゆみと教育評価」高浦勝義 黎明書房 2011  

・「新指導要録の解説と評価・記入法」沢田慶輔・青木孝頼 新光閣書店 1971 

 

４ 評価評定、通知表の変遷 

学習評価とは、学校における教育活動に関し、児童生徒の学習状況を評価するものである。

学習評価は学習指導要領で示された各教科、学年の目標・内容が、指導要録の改善に関する通

知等で示される教科・学年の評価の観点に対応している。 

指導要録は、国の通知により様式例を示し、各学校設置者が定めるものとされ、通知表（通

信簿）は、法令上の規定や様式として国が例示したものはなく、各学校が様式を定め、保護者

に対して伝えるものとなっている。 

学習評価は、公簿として昭和 23 年（1948 年）の学籍簿に導入される。昭和 24 年（1949 年）

から指導要録と改名された。 

指導要録は、指導のための記録の重視、分析的評価などの性格をもつことが明示された。「指

導上の必要な原簿」として位置づけられた。その構成は、相対評価と子ども一人ひとりの成長

発達を記す個人内評価が接合されている。そして、客観性を保持するため、正規分布による相

対評価とし、その比率は、５は７％、４は 24%、３は 38%、２は 24%、１は 7%の比率となってい

た。この相対評価は「集団に準拠した評価」と言われ、学級または、学年における位置づけを
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見る評価である。昭和 30年（1955年）には、各教科の総括的な評価としての評定欄を設け、観

点には、個人として比較的に優れている特徴には〇印、比較的劣っている特徴には×印を記入

するようになった。昭和 36年（1961年）には、相対評価ではあるものの学習指導要領の教科目

標及び学年目標に照らした評価となった。 

この評価について、高木展郎は、次のように述べている。 

  

しかし、この相対評価は、教師の主観を排除することに対して機能したものの、受験戦争

を助長するものであるという批判や児童生徒の努力が報われないという批判から、その弊害

が指摘されるようになった。 

（高木 2015）  

 

昭和 46年（1971年）通知からは、「集団に準拠した評価」を行いつつ、各段階の人数を固定

化しないように絶対評価を加味した相対評価を求めた。 

 

《別表》各教科における評価の観点の変遷（小学校）（昭和 23年～昭和 55年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考資料≫ 

・道徳教育に係る評価等の在り方に関する専門家会議（第３回配付資料） 

「指導要録の改定と学習評価の変遷」高木展郎 2015 

国語 社会 算数 理科 音楽 図画工作 家庭 体育

聞く 理解 理解 理解 鑑賞 鑑賞 理解 理解
話す 態度 態度 態度 表現 表現 態度 態度
読む 技能 技能 能力 理解 理解 技能 技能
書く 習慣
作る

言語への関心意
欲 社会的な関心

数量への関心態
度

自然への関心

表現
歌唱・器楽・創
作

表現
描画・工作・図
案

技能

健康安全への関
心

聞く・話す 思考 数量的な洞察 理論的な思考 鑑賞 鑑賞 理解 運動の技能

読解 知識・技能 理論的な思考
実験・観察の技
能

理解 理解 実践的な態度 理解

作文 道徳的な判断
計算・測定の技
能

知識・理解 協力的な態度

書写

聞く
社会事象への関
心

数量への関心態度
自然の事象への
関心

鑑賞する
絵をかく・版画
を作る

技能
健康安全への関
心

話す
社会事象につい
ての思考

数学的な洞察 科学的な思考 歌を歌う 彫塑を作る 知識・理解 運動の技能

読む 知識・理解 理論的な思考
実験・観察の技
能

楽器を演奏する デザインをする 実践的な態度
公正協力責任な
どの態度

作文
社会的道徳的な
判断

計算・測定の技
能

知識・理解 旋律を作る ものを作る

書写 自然の愛護 鑑賞する

聞くこと 知識・理解 知識・理解 知識・理解 基礎 絵画 技能 運動の技能

話すこと
観察力や資料活
用の能力

技能
観察・実験の能
力

鑑賞 彫塑 知識・理解 実践的な態度

読むこと
社会的思考・判
断

数学的な考え方 科学的思考 歌唱 デザイン 実践的な態度
健康安全につい
ての知識・理解

作文 器楽 工作
書写 創作 鑑賞

言語に関する知
識・理解 知識・理解 知識・理解 知識・理解

表現の能力
歌唱・器楽・即
興表現

表現の能力
絵・彫塑
デザイン・工作

知識・理解 運動の技能

表現の能力
作文・話す

観察力や資料活
用の能力

技能
観察・実験の能
力

鑑賞の能力 鑑賞の能力 技能
保健に関する知
識・理解

理解の能力
読む・聞く

社会的思考・判
断

数学的な考え方 科学的思考
音楽に対する関
心・態度

造形に対する関
心・態度

家庭生活に対す
る関心・態度

運動・保健に関
する関心・態度

書写
社会的事象に対
する関心・態度

数量・図形に対
する関心・態度

自然に対する関
心・態度

国語に関する関
心・態度

昭和55年
（1980年）

昭和23年
（1948年）
（学籍簿）

各教科の評価の観点

昭和30年
（1955年）

（指導要録）

昭和36年
（1961年）

昭和46年
（1971年）
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２章 行政としての視点から 

１節 国の制度や教育全般に係る出来事 

１ 教科書の無償化 

すべての小中学校の教科書の裏に、書かれている言葉がある。 

 

  「この教科書は、これからの日本を担う皆さんへの期待をこめ、税金によって無償で支給さ

れています。大切に使いましょう」 

 

と印刷されている。この言葉があえてすべての教科書に印刷されているということは、文面に

みるように「これからの日本を担う皆さんへの期待」と「税金によって無償で支給」の文言を

強調したい意図を読み取ることができる。その裏面史には、長年、いくたの政治的・財政的障

害を乗り越えて実現していった苦労も読み取ることができるのではないだろうか。 

 

（１）義務教育教科書無償給与制度の趣旨 

義務教育教科書無償給与制度は、憲法第 26条に掲げる義務教育無償の精神をより広く実現

するものとして、我が国の将来を担う児童・生徒に対し、国民全体の期待をこめて、その負

担によって実施されている。 

   教科書無償は、義務教育無償という理念のもとに広く世界中で行われているが、特に我が

国においては、教科書の役割の重要性から、その使用義務が法律で定められており、就学義

務と密接なかかわりのあるものとして、授業料の不徴収に準じて教科書を無償給与すべきこ

とと考えられる。 

   また、この制度は、次代を担う児童・生徒の国民的自覚を深め、我が国の繁栄と福祉に貢

献してほしいという国民全体の願いをこめて行われているものであり、同時に教育費の保護

者負担を軽減するという効果をもっている。 

 

（２）無償化の経緯 

   教科書無償に対する要望は、日本教職員組合結成大会の決議（昭和 22年（1947年）６月８

日）をはじめ、第二次米国教育使節団報告書（昭和 25年（1950年）９月 22日）や教育刷新

審議会第 34回建議（昭和 26年（1951年）２月 10日）などに明らかにされてきたが、これが

ようやく実現をみたのは「昭和 26年度に入学する児童に対する教科用図書の給与に関する法

律」（昭和 26年３月 29日法 49）であった。 

   同法は、「義務教育の無償の理想のより広範囲な実現への試み」であるとして、昭和 26 年

度（1951年度）に公立学校に入学する児童に限って教科書を無償で給与し、それに要した地

方公共団体の経費の２分の１を国が補助するものであった。 

   しかし、同法は１年の時限立法であり、翌年「新たに入学する児童に対する教科用図書の

給与に関する法律」（昭和 27年３月 31日法 32）がこれにかわって制定された。ここでは「児

童の国民としての自覚を深めること」及び入学祝が目的とされ、義務教育の無償の徹底は後

退した。給与対象は公立学校のみならず私立学校にも拡大され、給与主体は国になった。 
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   だが、これも国の財政難を理由に２年で中止された。昭和 31年度（1956年度）以後は「就

学困難な児童のための教科用図書の給与に対する国の補助に関する法律」（昭和 31 年法 40）

によって、「経済的な理由によって就学困難な児童」に教科書の無償給与を行うことになった

（翌年から中学校生徒にも適用）。ここでは、給与対象が限定されたのみならず、給与主体も

市町村とされ、国による無償教育の実現は後退した。 

   しかしその後、義務教育無償の観点から、かつ保護者負担の軽減をはかる意昧からも、教

科書無償配布をさらに押し広げるべきである、とする主張が次第に国民の中に高まってきた。 

   このような世論を背景に、荒木文部大臣の意向を受けた政務次官会議は、「昭和 37 年文教

関係重点施策大綱」を決定し、その中で、「憲法の趣旨にもとづいて義務教育無償の原則を実

現するとともに、父兄負担の軽減をはかるため教科書の無償給与」を実現するとの方針を明

らかにした。 

   大蔵省からは，財源の上からも，無償配布に反対であったが、昭和 37年（1962年）２月 20

日、政府は閣議を開いて「義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律案」を正式に決

定する。 

   そして、昭和 37 年（1962 年）３月 23 日、衆議院本会議を通過、昭和 37 年（1962 年）３

月 31日、参議院本会議で可決成立した。 

 

（３）「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」成立の経緯 

文部当局は、上記「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」の規定に基づ

き、「義務教育教科書の無償制度をどう進めるか」という主旨のもと、臨時義務教育教科用図

書無償制度調査会（以下、「無償制度調査会」）を発足させた。この調査会は、教科書無償化

を実施していくための具体的な内容をもった法律の作成を任務としている。 

   無償制度調査会は、昭和 37 年（1962 年）11 月 14 日、荒木文部大臣に対し、「義務教育諸

学校の教科用図書の無償措置について」答申した。その要旨は次のとおりである。 

 

   その要旨は、 

１．無償の範囲については、国立、公立及び私立の義務教育諸学校の全児童・生徒を対象

とし、無償とする教科書は選択教科の教科書を含めた全教科の教科書とすべきである。 

   ２．教科書は児童・生徒に給与すべきである。 

   ３．費用は当面国が全額負担して発足することが妥当である。ただし、地方分担について

は、今後各般の状況を考慮し改めて検討する必要がある。 

   ４．無償とする教科書の体様は、おおむね現行のままとし必要な改善を加えるべきである。 

   ５．教科書の採択制度については、現行の方式を基本とし、その改善をはかるべきである・・・

そのためには、たとえば、つぎのような採択方式が考えられる。 

（イ）都道府県教育委員会は、選定委員会を設け、当該都道府県内の学校で採択すべき教

科書を一教科について数種選定する。 

   （ロ）都道府県教育委員会は、都道府県内を教育上考慮すべき自然的・経済的・文化的諸

条件に照らし、おおむね教育事務所程度の地域に区分し、採択地区を設定する。 

（ハ）採択地区には、地区内の教育委員会が共同して採択のため協議会を設ける。 
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（二）協議会は、地区内の学校の校長等の意見を聞き、都道府県教育委員会の選定した教

科書のうちから一種を選定する。 

（ホ）市町村教育委員会は、協議会の選定に基づいて、所管の学校において使用すべき教

科書を採択する。つぎに教科書の採択を現在のように毎年行なう建前については、

教育上、行政上必ずしも適当でないので、今後は、たとえば３年に 1 度くらいの間

隔で採択を行なうなどの方法を考慮することが望ましい。 

６．教科書発行企業および供給機構のあり方ならびに教科書の価格の決定については、合

理的な改善を行なうべきである。 

７．無償措置は、昭和 38年度以降数ヵ年の計画をもって義務教育諸学校の全児童・生徒に

及ぶよう計画すべきであり、その実施にあたっては最も適切な方策をとる必要がある。 

というものであった。この答申によって、国公私立を問わず、義務教育諸学校の全児童、

生徒に全教科を包含して、数ヵ年のうちに、教科書無償配布を完全に実施するという青写

真ができあがった。しかし，①無償の範囲に私立学校を含めるかどうか、②国と地方の経

費負担をどうするか、という２点については、大蔵省など財政当局側の一部委員と意見調

整がならず、～後略～ 

（長田三男「義務教育教科書無償制度確立の経緯」1972） 

 

   その後も文部省当局と大蔵省は妥協点を見出すことができなかったので、昭和 37 年（196

2 年）12 月 29 日、関係閣僚間の折衝に委ねられた。それも意見の一致を見ることができず、

自民党三役と田中大蔵大臣の政治折衝が行われていった。 

    

   昭和 38 年（1963 年）６月 11 日、「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

案」（教科書無償措置法案）は、衆議院本会議で可決され、参議院に送付された。しかし、参

議院では、別の案件で紛糾し、第 43 回国会では審議未了で廃案。第 44 回臨時国会に上程さ

れたが、国会情勢、総選挙のため審議するに至らず廃案となった。昭和 38年（1963年）12月

４日、第 45回特別国会が開かれた。しかし、補正予算関係法案のみの審議とされたが、社会

党にとって教科書無償配布は多くの国民の「生活保障」の意味も強く、同法案をなんとか成

立させたい意向があった。そこで、自民党は直ちに社会党と非公式の交渉に入った。その後

の動きは次のとおりである。 

 

その結果、38年 12月 13日、同法案の一部を修正することで、急遽両党間の妥協が成立

し、衆議院文教委員会を開き、教科書無償措置法案を一部修正のうえ、可決した。同法案

の修正点はつぎの通りであった。 

 

    １． 政府原案では、都道府県教育委員会は選定審議会の意見を参考に１教科につき数

種類の教科書を選定し、市町村教育委員会は、この数種の中から１種を選ぶことと

なっていたが、数種選定に関する部分を削除し、その代わりに、管内の採択権者（市

町村教育委員会，国立・私立の学校長）の行う採択全般に関する事務について指導

助言または援助を行なうこととした。 
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    ２． 採択地区の設定に関し、政府原案には，その単位は、「市若しくは郡の区域又はこ

れらの区域をあわせた地域（県の区域となる場合も含む）」となっていたが、このか

っこ内の規定を削除した。 

    ３． 政府原案では、教科書発行の指定制度にともない、発行業者への立ち入り検査権

を文部省職員に認めていたが、この立ち入り検査権を削除し、報告または資料の提

出を求めることができると改めた。 

 

「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律案」は、上記のような修正を受

けたのち、昭和 38年（1963年）12月 14日、衆議院本会議に緊急上程され、即日可決され

た。同法案は、同日参議院に送付され、18日、同本会議において可決成立し 21日、公布施

行された。 

    このような経緯をもって、わが教育史上はじめて、憲法に規定する「義務教育無償の原

則」に立脚した教科書無償制度の確立をみることになったのである。 

（長田三男「義務教育教科書無償制度確立の経緯」1972） 

 

その後、教科書の無償給与の年次計画は、昭和 39年（1964年）は、小学校１～３年、昭和

40年（1965年）は、小学校１～５年、昭和 41年（1966年）は、小学校１～６年、さらに昭

和 42年（1967年）～昭和 44年（1969年）にかけて中学校１～３年へと学年進行方式によっ

て毎年拡大され、昭和 44年度（1969年度）に、小・中学校の全学年に無償給与が完成した。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「義務教育教科書無償制度確立の経緯」長田三男 1972 

 

２ 大きな壁－勤評闘争 

昭和 31 年（1956 年）11 月、愛媛県において財政事情から「昇給昇格は勤評を参考として行

う」旨を決定したことから出発する。翌 32 年１月には、同県周桑郡の小学校長 34 名の評定書

提出拒否となり、４月には、これら校長に対する県教委の懲戒処分発令を見るに至った。 

昭和 32年（1957年）６月、日本教職員組合（以下日教組）は和歌山県での第 15回定期大会

で勤評反対闘争を決定した。 

一方、全国教育長協議会は、第３回部会が中心となって研究していた勤評試案を同年 12月 20

日の総会で決定していた。12 月 22 日に日教組は、第 16 回臨時大会を開催し、「非常事態の宣

言」を決議し、勤評問題は、文部省対日教組という様相を呈し、深刻化していった。 

昭和 33年（1958年）４月 23日、東京都・茨城県が勤評規則を制定したが、都教組が一斉 10

割休暇闘争を行った。これに続き、福岡県教組、和歌山県教組が同様の闘争を行い、程度の差

はあれ、収拾のつかない状態になった。同年、10・11 月には教組幹部の逮捕、起訴等があり、

闘争は峠を越しつつあるように思われた。 

一方、神奈川県では、12月８日、県教育委員会で「神奈川方式」を決定し、新聞発表し大波

紋を投げ掛けた。 

昭和 34年（1959年）１月 18、19、20日の日教組第 47回中央委員会で「神奈川方式」が批判

され、下旬の全国教委委員長会議でも、「勤評とは別個のものである」と批判された。２月７日
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に、長野県が長野方式で勤評実施に踏み切り、残るのは神奈川県、京都府、北海道の３道府県

となった。９月 15日、県教育委員会で「神奈川方式」取り消しの議決が行われた。 

昭和 35年（1960年）４月 20日、「神奈川県立学校職員の勤務評定に関する（案）及び教育長

談話」が出された。その後、勤評問題に対する申合せが、県教委と職員団体で交わされて話し

合いが行われた。そして、10 月 14 日、「神奈川県立学校職員の勤務成績の評定に関する規則」

が公布された。 

  勤評闘争は、文部省と日教組にとって大きな壁であった。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「戦後横須賀教育史」横須賀市教育研究所 1969 
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２節 横須賀市教育全般に係る出来事 

１ 新制中学校が始まる 

終戦とともに、厳しい生活が続き、さまざまな制度が変わる中で、新制中学校が昭和 22 年

（1947年）発足した。 

 横須賀においても、発足前、学区や校舎などをどうするかということについて、協議された

ようである。このことについて、不入斗中学校第２代校長大谷茂氏は、次のように述べている。 

戦後は視学として本市教育部に入り教職員の人身に心労をつくした。 ～中略～ もっと

も心痛したことは、新制度の中学校創設であった。理想的と思った第一案の校舎づくりは市

民の大反対で実施できず、止むなく第二案の兵舎転用となってしまった。 

（「不入斗中学校創立 30周年記念誌」 p.７） 

昭和 22 年５月に 10 校が開校したが、７校が兵舎の転用であった。都市空襲が少なく、空襲

の激しかった他都市よりも、兵舎を校舎として利用することができたが、生徒、教職員、地域

の人々の苦労の程は尋常ではなかった。この時の様子は、不入斗中学校初代校長、長野正義の

校長日記から知ることができる。  

 

・５月５日  午前 10時開校式 生徒千二十五名、職員二十六名。 

・５月６日  生徒登校し教室の作業をする。 

  ・５月７日  授業開始、学習机、椅子や黒板なく、座したままの授業が当分続く。 

・５月 21日 後援会理事会は、生徒用机椅子の整備計画について協議、その製作を役員花

崎久雄氏が請負をした。 

・５月 30日 花崎組より椅子三百脚運び込まれ、一脚三人掛けの授業ができた。 

・６月 23日 後援会理事会は生徒用椅子調達のため三十万円の借款を議決した。かくて７

月８日から７月 20日の間に生徒用椅子四百個（二人用）椅子(一人掛け)八百

脚備え付けられ、生徒用は正常な姿勢で学習できるようになった。 

（「不入斗中学校創立 30周年記念誌」 p.６） 

 

兵舎の校舎の転用について、坂本中学校第２代校長森田太助氏のことばは、示唆に富む。 

 

私はその頃役所にいましてね、いろいろな会合に出席しました。とにかく「横須賀は建物

があっていいな」というぐあいで、大変うらやましがられました。 

しかし、しばらくたつと、他地域では新校舎が建つので、結局横須賀は校舎建築の面で大

分遅れてしまいました。 

（横須賀市立坂本中学校 50年誌編集委員会「坂中 50年の歩み」 p．12） 

 

新制中学校は生徒、教職員、保護者、地域の方々の協力によって創られていくのである。 

 

≪参考資料≫ 

・「不入斗中学校創立 30周年記念誌」横須賀市立不入斗中学校 1977 

・「坂中 50年の歩み」横須賀市立坂本中学校 1997 
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２ 市立幼稚園の流れ 

横須賀市立諏訪幼稚園は、昭和 28年（1953年）４月、横須賀市にただ一つの公立幼稚園とし

て横須賀市立諏訪小学校の校舎の中に誕生した。誕生するまでの経緯については、「諏訪幼稚園

30年の歩み」の中で、諏訪キンダークラブ園長徳永アサ氏が詳しく記しているので、概要を紹

介する。 

 

諏訪小には、昭和 21年８月に母の会が結成されていました。その後、全市の小・中合わ

せて 35校に母の会がつくられ、続いて１年後には横須賀市小・中学校母の会連絡協議会が、

結成されるまでに発展してゆきました。それらの母の会はそれぞれ地域に即応した教育活

動を展開して新教育の勉強は勿論、荒れた校舎や校庭の復旧にまで力を尽くした会もあり

ました。そうして毎月１回諏訪小学校会議室で協議会の例会を持ちました。 

諏訪小学校母の会では、その頃まだ母親のモンペにすがって食糧配給の列に、連なる幼

児を見かけた時代でしたから、就学前教育の重要性をも考えて、是非この地域に幼児教育

施設をつくりたいという要望がわいてきました。 

そこで計画が立てられ、即刻実行に移されて山田三郎校長先生の所に有志が揃ってご相

談に伺いました。山田先生のご指示により、私共は教育委員会へお願いに行きました。私

共の計画は、小学校の高等科がなくなり、相当数の教室が空いているので、その中、教室

を貸して貰って、幼児教育を実施しようということでした。当時の教育長はいろいろ考慮

してくださり、地方自治法の禁止条項に触れないように、教室の使用は幼児教育の継続研

究事業として認めてくださったのでした。 

そこでお母さんたちは勇躍立ち上がり、・・・・・・途中略                 

そうしてクラブの運営は母の会が行い、理事相当の役割を毛利智恵先生と、藍田貞子さ

んにお願いして、私が責任者となりました。                    

それから６年を経てお母さんたちは 2,300 名からの署名を貰い、市に請願をして、文教

委員会 11回を重ね、ようやく可決、めでたく市立第１号の「諏訪幼稚園」が誕生したので

した。                                       

 

地域の強い願いと尽力に支えられた諏訪幼稚園は、誕生して 15年が経ち、新園舎建設も始ま

り昭和 42年（1967年）には新園舎竣工移転もなされた。「一人ひとりの幼児の身体的な調和の

とれた成長をめざして」の教育目標の基で、さらに園児目標を「健康で明るい子ども」「しんぼ

う強く、たくましい子ども」「情操豊かな子ども」と具現化し、よりよい幼稚園教育に取り組ん

でいった。園児数は、４歳時 25名・５歳時 25名の計 50名。２クラスで構成され、園長は諏訪

小学校校長が兼務、教頭も諏訪小学校教頭が兼務、主に３人の幼稚園教諭が教育にあたった。 

 その内容は、子どもたちが初めて出会う集団の場づくりから始まり、子どもたちの望ましい

環境とはどうあるべきか、都市化の進行によって失われていく自然とのかかわりは、交通事情

の悪化等の社会の有様の中でも諏訪幼稚園の環境を十二分に生かした教育を進めていった。 

 幼稚園教育要領には、健康・社会・自然・言語・音楽リズム・絵画制作の６領域がある（昭和

31年度）。諏訪幼稚園では各領域をバランスよく指導したうえで、その中でも特に絵画制作の充

実に励んだ。幼稚園教諭が実践を踏まえた指導計画をたて、横須賀市教育委員会図工科指導主

事より直々の指導を仰いだ。子どもたちも教師も自信を持って意欲的に取り組んでいった。  



第０期 ２章 行政としての視点から 

２節 横須賀市教育全般に係る出来事 

 

25 

 

その様子を元母の会会長平元美津子氏は「諏訪幼稚園三十年のあゆみ」の中で次のように述べ

ている。 

   

それに、諏訪幼稚園では早くから絵の具を使い、絵画にとても力を入れております。朝、

子供を送りながら教室をのぞくと、ダイナミックな絵が張り出されております。全員の絵

が、それぞれ個性豊かに描かれているのに驚きながら楽しく見させていただきました。 

  

「諏訪幼稚園三十年のあゆみ」には、「幼稚園時代の思い出」のコーナーもあり、その中では

高校３年生になった卒園児のひとりが、当時のことを思い出し記している。 

 

今年の５月に、幼稚園に入園する前から住んでいた家を引越しました。 

    その荷造りで押入れの奥のほうから、いろいろなものに混じって幼稚園の頃に描いた絵

も出てきました。出てきた絵の大部分は、クレヨンで描いてあるのですが、何枚か絵の具

で描いた絵もありました。そのうちの１枚

は、確か初めて絵の具で描いたザリガニの

絵で、遊戯室で沢山の先生に囲まれて、水浴

び用のプールのザリガニを描いたもので

す。四つ切の画用紙に、赤いザリガニがでか

でかと描いてあり、ザリガニらしくないの

ですが、なかなか迫力があります。今では、

そんな絵は描こうとしても描けないでしょ

う。今となっては、できない事といえば幼稚

園の頃は、さすがに非常識で、ちょっと考え

られない事も平気でしでかしました。引越しの時、絵の他に貼り絵もかなり出てきたので

すが、その中にライオンの貼り絵がありました。 

    実は、そのライオンの髭は、僕の髪の毛なんです。ライオンの髭にするため、自分の髪

を鋏で切って貼ってあるのです。 

    幼稚園の頃のことは、もうかなり忘れていて自分で覚えているのだか、人に聞いた事な

のか、区別できないことが多いのです。自分の髪を切った時、先生がびっくりされたのは、

今でもはっきり覚えています。 

    幼稚園の頃は、お絵描き、お歌、お遊戯、学芸会、遠足、運動会と一年中楽しいことばか

りでした。僕は、好き勝手なことをやっていたらしいのですが、一つ一つははっきり覚え

ていません。 

    現在、幼稚園へ通園している僕の従弟を見ると、自分もこんなかわいい頃があったのだ

なあと、幼稚園の頃を思い出したりします。 
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≪参考資料≫ 

 ・「諏訪幼稚園三十年のあゆみ」横須賀市立諏訪幼稚園 1983 

 

３ 市立高等学校の流れ 

  横須賀における後期中等教育（高等学校）の流れをみていく。 

 新制高等学校は６･３･３･４制の施行に伴い、昭和 23年（1948年）に発足した。当時、横須

賀市においては「横須賀市立第一高等学校」、「横須賀市立第二高等学校」、「横須賀市立商業高

等学校（市商）」、「横須賀市立工業高等学校（市工）」の４校があった。 

  昭和 47年（1972年）に「第一高等学校」と「第二高等学校」が統合し「横須賀市立横須賀高

等学校」（市横）となり、平成 15年（2003年）に、「市横」と「市工」・「市商」が統合し、現在

の「横須賀市立横須賀総合高等学校」（市総合）となった。 

 

 

（１）横須賀市立第一高等学校 

   第一高等学校は、大正８年（1919年）、実業学校令による「横須賀市立女子技藝学校」とし

て認可され、豊島小学校の裁縫室の一隅と汐入の勧業商会の階上を分教場として発足した。

昭和２年（1927年）に女子技藝学校は廃校となり、「横須賀市立実科高等女学校」が認可され、

田戸尋常小学校の校舎を使用し出発した。 

〔４歳児作品〕 
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昭和５年（1930年）に、深田台の「元横須賀高等女学校

（現横須賀大津高校）」の跡地に移転、校舎をそのまま使

用した。 

   昭和 11年（1936年）に「田浦実科高等女学校」の廃校

に伴い生徒を引継ぎ、４月に新校舎建設移転（旧陽光小学

校）し、昭和 12年（1937年）「横須賀市立高等女学校」と

改称・認可された。昭和 17年（1942年）、田浦の実践高等女学校が高等女学校に改称される

に伴い、市内に２つの高等女学校が存在することから、「横須賀市立第一高等女学校」と改称

され、「第一高女」、田浦の高女が「第二高女」と呼ばれた。 

   戦時中は、「昭和 20 年に入って空襲警報が出るが、４月以降は特に頻繁で授業は寸断され

勝ちであった。６月には横須賀上空に来襲、７月 10日は終日反覆、連日に近い空襲警報が８

月 13日迄続けられた。その間勤労動員があり、動員工場で生徒の死者も出した。終戦で空襲

の心の緊張は解放されたが、“進駐軍”の進駐の恐怖は去らなかった。」（記念誌「市横高の 10

年」）という状態であった。 

   戦後、今までの価値が完全に転倒される中で、あるべき教育が模索された。昭和 21年（1946

年）には「われらの教育信条」「われらの教育主張」ができあがった。それは、「１．われら

は、合理創造の教育を主張する。１．われらは、個性暢達、情操浄化の教育を主張する。１．

われらは、友愛、協同の教育を主張する。１．自主・自律的人格教育を主張する。１．民主的

教育の徹底を主張する。」というものであった。 

以上を通じて、個人を社会との接点でとらえ民主的自由、人格の完成を目標」として教育

がなされてきた。 

   昭和 23年（1948年）、学制の変更により、「横須賀市立第一高等学校（女子のみ）」と改称、

食糧難時代の中で新しい教育への努力が続けられ「図書教育」や狭い校舎などを利用しての

各種部活動に実績を積み上げてきた。  

   昭和 47年（1972年）に「横須賀市立横須賀高等学校」に統合される。開校以来の卒業生総

数 4,693名となる。 

 

（２）横須賀市立第二高等学校 

   第二高等学校は、昭和 11 年（1936 年）、元田浦

町立実科高等女学校の廃校に伴い、実業学校令によ

り「横須賀市立実践女学校」として発足した。４月

に市立船越高等尋常小学校の校舎の一部を借り受

け、授業を始めた。10月に田浦町梅田に校舎を移転

し、昭和 14年（1939年）校名を「横須賀市立高等

実践女学校（修業年限４年）」と改称、昭和 17 年

（1942年）に「横須賀市立第二高等女学校（修業年限４年）」と改称。戦時中は勤労奉仕に動

員され、学習時間は少なかった。 

   昭和 23年（1948年）、学制の変更により、「横須賀市立第二高等学校（全日制普通科生徒定

員 450名女子のみ）」となる。 
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   新制高等学校になってからの教育方針は、「１．教養豊かで心身ともに健全なる人物を育成

する。２．敬愛と民主的精神に富んだ人物を育成する。３．女性教育に意を注ぎ、且つ個性

豊かな人物を育成する。」である。記念誌「市横高の 10年」には、「その後、男女共学によっ

て、多少の変更はあるが、一貫して“健康教育”と家庭的といわれる生徒と教師との“人間

関係”を深めてゆくことに重点を置いて来た。この暖さが本校の特色といえる。（原文まま）」

とある。昭和 34年（1959年）に男女共学となり、生徒定員 750名となった。 

   昭和 47年（1972年）に「横須賀市立横須賀高等学校」に統合される。開校以来の卒業生総

数 4,417名。 

 

（３）横須賀市立商業高等学校 

   前身は、「私立横須賀商業学校」で、昭和４年（1929年）公郷町（現在の公郷小学校所在地）

に大塚孝惟氏の発意により開校した。大塚氏は横須賀市教育課長

など歴任したが、当時の小学校（旧制）の卒業する男子（約 3,000

名）の２割が進学を希望していたが、実際に進学できたのはその

半数で、残る 300名は進学をあきらめざるを得なかったことと湘

南地方に実業高校のないことなどから私財をなげうって学校を

設立した。 

   昭和 15年（1940年）生徒数が 1,000余名にのぼるようになり、

学校は発展していったが、第二次世界大戦に突入し、「商業学校

は工業学校に転換せよ」との命令を受け、昭和 19年（1944年）

横須賀市に移管され横須賀市立工業学校と合併した。戦時中は戦

闘帽・作業服を着用して各軍需工場で働いた。昭和 20 年（1945

年）４月東京空襲の際、東京鍛工所に動員されていた 12 名が爆

死し、浦賀船渠株式会社に動員中事故のため亡くなった生徒も含め広島の「戦没学徒の碑」に

その名を残している。 

 50周年記念誌で元教育長奥山義雄氏は、次のように述べている。 

 

「戦争の深刻化にともない、直接生産に関係ない商業及び商業学校の不用論が台頭しま

した。商業学校は工業学校に転換を強いられ、昭和 19年度には商業学校の１年生の募集を

停止して、在校生は工業高校に編入され、商業学校は廃校となったのであります。昭和 20

年８月の終戦によって商業学校は再び工業学校から分離独立して今日の如く復興したので

ありますが、その間にあって昭和 20 年４月、東京鍛工所に動員中の生徒 12 名が爆死する

という惨事が学校の歴史の中に残っているのは何とも悲しいきわみであります。」 

 

旧校舎（現公郷小） 
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戦争が終わり、生徒たちは学校に

戻ってきたが、戦時中のいきさつか

ら工業学校への転換のままで生徒は

入学の志と異なることに大いに不満

を持ち、生徒自らが商業学校復活の

活動を始め、同盟休校（ストライキ）

を決行した。その成功により職員・保

護者・卒業生も立ち上がり、分離独立

のための対市交渉が強力に推し進められ、昭和 20 年（1945 年）11 月に「横須賀市立商業学

校」として復校した。 

 昭和 23 年（1948 年）４月、学制の変更によ

り「横須賀市立商業高等学校」と改称し、全日

制課程のほかに定時制課程も併設、両課程とも

男女共学制を実施した。定時制の課程は便宜上

田浦中学校に設置された。昭和 24年（1949年）

公郷の校舎から定時制も含めて久里浜に移り、

旧海軍工作学校庁舎を改造し使用した。戦後の

荒廃の中で教育施設の復興の遅れていた当時

としては恵まれた校舎だった。 

   昭和 30 年（1955 年）には PTA・同窓会の援助により 25 周年記念行事として体育館兼講堂

の建設並びに商業実践室の充実がされた。昭和 44年（1969年）創立 40周年記念行事として

文化会館で記念フェスティバルが催され卒業生・在校生・PTAの三位一体の盛大な行事になっ

た。昭和 48 年（1973 年）から新校舎建築が始まり翌 49 年（1974 年）３月 30 日に竣工し、

昭和 49年度（1974年度）は新装なった新校舎及び体育館で新学期を迎えた。 

   共学制発足当時女子生徒の数はわずか８名だったが、高校への進学率の向上により昭和 38

年（1963 年）には生徒数の男女比が逆比例してきて昭和 63 年（1988 年）の時点で男子は生

徒数の約１割にまでなり、統合される平成 14年度（2002年度）までその割合は続いた。 

   平成 15年（2003年）４月に市立横須賀高等学校と市立工業高校と統合し、「横須賀市立横

須賀総合高等学校」となる。卒業生総数は、全日制 11,498名、定時制 1,906名。 

 

（４）横須賀市立工業高等学校 

   明治 35 年（1902 年）４月神奈川県指令第 886 号をもって設立の認可を受け、豊島村立尋

常高等豊島小学校内に「豊島村立豊島実業補習学校」として開校、同年６月より授業を開始

したのが「市工」（横須賀市立工業高等学校）の始まりである。教育内容としては、小学校教

育の補習と簡単な職業の知識を与えることで修業年限は３年（当初２年）であり授業は午後

５時から行われ、男子のみだった。 

旧校舎（久里浜） 

昭和 49 年度以降の校舎 
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 明治 38年（1905年）に村立を町立に、明治 40年（1907

年）に横須賀市が市制を施行したことにより、「横須賀市

立豊島実業補習学校」と改名した。明治 43年（1910年）

海軍工廠より見習職工教育の委託を受けた。大正４年

（1915年）に本校を汐入小学校に移転し、大正５年（1916

年）、商業科も設置する。大正８年（1919年）校名を「横

須賀市立実業補習学校」と改める。大正 13年（1924年）

大震災のため、諏訪・八幡山に移転、海軍工廠の教授の委託を解かれ、見習い職工はいなくな

った。 

   昭和４年（1929 年）諏訪尋常小学校内に場所を変更し、昭和８年（1933 年）「横須賀市実

業専修学校」（２年）と改名し、翌９年（1934年）諏訪八幡山校舎に移し、昼間部も設置し、

女子も入るようになった。昭和 10年（1935年）青年学校令により「公立青年学校神奈川県横

須賀市立実業専修学校」と改名。翌 11年（1936年）組織を変更、校名を「神奈川県横須賀市

立実業学校」とし、商業科、工業実務科（木工科、金工科）、家政科とした。 

   昭和 12年（1937年）工業科のみになり、昭和 14年（1939年）、「横須賀市立工業学校」と

なる。昭和 19年（1944年）商業学校が市に移管され、強制的に本校と合併した。昭和 20年

（1945年）には、東京鍛工に動員中の元商業学

校生徒が４月の空襲により 12 名死亡し、生徒

葬が行われた。終戦により、授業は一時中止さ

れたが、９月には授業を開始。11月校舎を元海

軍工廠工員養成所（現池上中学校）に移転。昭

和 21年（1946年）、合併していた商業学校が生

徒たちの強い希望により独立した。 

   昭和 23年（1948年）２月、火事により校舎、工場等全焼。新学制施行に伴い、新制高校へ

の昇格を希望していたが、本校は難しいと考えられていた。しかし、関係者の様々な努力に

より、無事認可され、「横須賀市立工業高等学校」と改名し、校舎を久里浜旧海軍工作学校跡

に移転し、機械科と建築科が設置された。一時期、横須賀に工業学校は二つはいらないと県

立工業との合併話があったが、生徒・PTAたちの大反対などがあり、合併されずにすんだ。 

   昭和 25年（1950年）、工業化学科を新設し、昭和 38年（1963年）には土木科を新設した。

昭和 39年（1964年）、土木科実習実験棟、昭和 41年（1966年）、工業化学科実験実習棟、翌

42年（1967年）、機械科実験実習棟が完成した。 

   昭和 45年（1970年）、新校舎が竣工し、それを記念して堀口大学、団伊玖磨両氏による新

校歌を作成し、その発表会を行った。昭和 57年（1982年）には、創立 80周年を迎え、記念

式を盛大に挙行した。 

   平成元年（1989年）、工業化学科を化学科と改名し、平成７年（1995年）、女子トイレ・更

衣室を増築し、４月から女子生徒が入学してきた。平成 12年（2000年）には建築科・土木科

を統合し都市工学科とする。 

   平成 15年（2003年）４月に市立横須賀高等学校、市立商業高校を統合し、横須賀市立横須

賀総合高等学校となる。卒業生総数は、実業補習学校等含め 16,679名（全日制 9,497名、定

時制 2,182名）である。 
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≪参考資料≫ 

 ・「本校における新教育の実践－第一輯－」横須賀市立第一高等学校 1950 

・「市横高の 10年」横須賀市立横須賀高等学校 1982  

・「創立 50周年・定時制 30周年記念誌」横須賀市立商業高等学校 1979   

 ・「創立八十周年記念誌」横須賀市立工業高等学校 1982   

 

４ 特殊教育 

（１）特殊教育の変遷 

 文部科学省の資料によると、江戸時代の寺子屋に障害児がかなり在籍していたことが報告

されている。我が国における特殊教育は、明治に至って盲啞学校が小学校令で規定が設けら

れ、盲・聾教育が先駆となった。精神薄弱児の教育については、学校教育の中で特別な学級

を編制して、生徒の能力、特性、必要に応じた教育を施そうとする中で発達していった。戦

後の学校教育法において、特殊教育を行う学校として、盲学校、聾学校及び養護学校という

三種類の学校を設けること、さらにこれらの特殊教育諸学校のほかに、小・中・高等学校に

は特殊学級を置くことができるとして、通常の学級での教育の困難な児童・生徒に対する特

殊教育が配慮された。昭和 32年度（1957年度）からは、特殊学級を新設する市町村に対して

設備費の補助を開始した。昭和 34年（1959年）の中央教育審議会答申「特殊教育の充実振興

について」に基づき養護学校は精神薄弱、肢体不自由、病弱という対象のそれぞれに応じて

別種の学校を設けることとし、義務教育化に向けて進むこととなった。昭和 46年（1971年）

には、特殊教育振興の基礎となる科学的研究を医学、心理学、教育学、工学等の関連する諸

科学の協力のもと総合的・実際的に推進する特殊教育研究機関として、横須賀市野比に国立

特殊教育総合研究所が開設した。 

 

   このような歴史をふまえて、横須賀市にあっても特殊教育振興に当たって、さまざまな取

組が重ねられてきた。 

   横須賀における特殊教育は、明治 24年（1891年）横浜弘道会支部として横須賀町での盲人

教育から始まる。大正 15年（1926年）には横須賀市立盲学校となるが、昭和 19年（1944年）

に授業継続困難を理由に閉鎖され、横浜盲学校に合併され昭和 20年（1945年）３月に廃校と

なる。 

 

   昭和 22年（1947年）公布された学校教育法で就学が義務化されたが、新しい教育制度（６･

３制等）の整備に力が注がれ、重度の障害に対しては就学免除・就学猶予の措置がとられる

ことが多かった。 

   そういう状況の中、小学校の課程すら受けられなかったり、戦中・終戦直後に正常な教育

を受けられなかったりした児童が多く中学校に進学してきたため、極端な学力差が生じた生

徒集団になってしまったことなどが、中学校で大きな課題になっていた。その問題に対処す

るため各学校が自発的に能力別学級を実施したり、精神薄弱児学級を開設したりして本市の

特殊教育は進んでいった。 
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   特殊学級については、昭和 22年（1947年）からの能力別学習の試みに始まる。昭和 22年

（1947年）、野比中学校が能力別学習に取り組んだのが最初で、昭和 24年（1949年）には池

上中学校も能力別学習を始めた。同じく昭和 24年（1949年）、田浦中は特殊学級を自主設置

し、IQ50以下の中学１年生～３年生を対象に複式学級で指導した。『「うちの子をバカ扱いす

るのか」と怒鳴りこむ父親もあったが、今まで普通学級にいて小さくなっていた子が別人の

ようにいきかえった。』と「横須賀市における特殊教育の歩み（資料編）」（昭和 53 年発行）

に記載されている。翌昭和 25 年に田浦中学校は自主設置特殊学級を「友愛学級」と改称し、

12月には市全体の「特殊教育研究会」が発足した。 

昭和 30年(1955年)にはこの田浦中の自主設置特殊学級「友愛学級」が市認可学級となり、

中学校初設置となる。またこの年は久里浜小学校にも特殊学級が設置され、小学校初となる。

馬堀小学校には、自主設置特殊学級ができた。その後は昭和 51 年(1976 年)まで増え続け小

中 22校となる。 

   養護学校については、昭和 35年（1960年）上記の答申等より、養護学校設置の要望が高ま

り、昭和 37年（1962年）鴨居中学校の校舎移転決定と共に、その施設を市立養護学校校舎に

転用する見通しがつき、市立養護学校設置の機運がさらに高まることとなった。昭和 39 年

（1964年）に市立養護学校が認可され、設置。これまでに設置された田浦中、馬堀中、不入

斗中の特殊学級が吸収合併された。 

   肢体不自由児特殊学級は昭和 41年（1966年）汐入小学校と坂本中学校に併設の形で「やま

ゆり」として小学部・中学部各１学級が開設された。肢体不自由という障害の特質から訓練

施設を持つマザーズホームのある市内本町市社会福祉会館内に同居となる。昭和 46年（1971

年）には、肢体不自由児対象の市立養護学校分校が坂本町に新築開設され、「やまゆり」学級

は吸収された。 

 

（２）精神薄弱児（知的障害、情緒障害児）の教育  

※精神薄弱児＝当時の呼称で知的障害児のこと 

   精神薄弱児（知的障害児、情緒障害児）の教育について、昭和 29年度（1954年度）「教育

要覧」（横須賀市教育委員会発行）によれば、特殊学級を設ける場合の参考資料として教育研

究所と特殊教育研究会が共同で昭和 29 年（1954 年）10 月に行った精神薄弱児実態調査があ

る。小学校６学年のみと中学校全学年のものである。その結果、対象となる精神薄弱児は、

小学校６年生で 189名（3.5％）、中学校全学年で 364名（2.8％）という数字を割り出してい

る。「現在の対策」として、特殊学級については、「田浦中学校の自発的研究により発足して

現在にいたっている。男１名、女１名計２名の教師が中心になって経営に当たっている。内

容の研究、施設の充実が今後の課題になっている。」と記述している。また、内地留学として、

「小中学校各１名の教師を東京都立青い鳥中学校へ３か月間研修派遣し、翌年特殊学級の増

加が計画されている」ことが記されている。 

   昭和 26年度（1951年度）の田浦中学校の「特殊教育研究報告」では、「精神薄弱児は、友

愛学級と称し 24年 10月各学年より摘出せし８名を以て編成され、25年度も新入生を加えて

35名で編成、更に 26年度、当区内の湘南国際病院精神科と連絡、医師の診断を参考とし、各

テスト等により各学年を通じ選別、編成している。」とある。昭和 26年度（1951年度）の生
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徒数は「学級編成及び生徒数」によれば、１学級 19名である。まだ内容が確立されていない

のか、年度による生徒数の増減が激しい。 

   また、昭和 29年度（1954年度）の横須賀市特殊教育研究会の「研究集録 第４集」には、

馬堀小学校の石井武夫校長の実践報告が記載されている。知能テスト及び担任の観察、児童

相談、保護者との協議を経て編入児童を決めていること、在籍中の２年生以下で IQ75以下の

児童、さらに、性格に著しい異常がないものなどの基準を設けていることが報告されている。 

   こうして戦後横須賀の特殊教育は、当初は各学校の自主的な教育活動の中で生み出され、

しかも、知的障害児にしぼられていたといえる。 

   

（３）市立養護学校の開設 

   市立養護学校の開設は昭和 39年（1964年）、田浦中学校、不入斗中学校、馬堀中学校に設

置されていた特殊学級（５学級）が発展的解消をし、鴨居中学校跡に創設された。（鴨居三丁

目所在、中学部精神薄弱のみ）全市からの通学距離も考慮され、中等部のみの開設となった。

校舎完成までの一学期を各中学校でそのまま分散指導を行い、９月に統合発足をした。養護

学校「十年のあゆみ」には、「……特殊学級として独立した精薄教育が具体化されたのは昭和

24 年の田浦中学校が初めてであった。……その後昭和 36 年に馬堀中学校、37 年には不入斗

中学校にも特殊学級が開設されたが、この頃、精薄養護学校を必要とする声は既に表面化さ

れていたのである。」と当時の状況が記されている。 

 

（４）市立ろう学校の設立 

  ろう学校の設立は早く、昭和４年（1929年）５月 28日である。馬淵聾唖学校として建築業馬

淵組を創設した馬淵曜氏によって小矢部の地に設立された。すべて馬淵氏の私財によるもので、

自ら校長として聾唖教育に尽力した。横須賀市立ろう学校の五十周年記念誌にその間の事情が

明らかにされている。馬淵氏は昭和３年（1928年）９月視察旅行の際、名古屋市立聾唖学校に

立ち寄る機会を得たという。当時、同校は、橋本徳一校長を中心とした口話教育の先進校であ

り、聾児たちの口話による授業にいたく感動し、三浦半島の地に聾唖学校の設立を自らの使命

として決意したようである。 

  創立五十周年記念会会長の樋口澤三郎氏は同誌に馬淵先生の決意とご苦労を次のように記し

ている。 

 

「開校当初…特殊教育の教師を容易に得られず、沖縄から屋良朝陳先生が志望してきたり、

助教に数名の女教師を配し、これを文部省聾唖教育養成所（名古屋市立盲唖学校）に委託

し、資格を取らせた」 

「思うにろう学校は馬淵先生の辛苦を注いだ『人間愛の道標』であった。」 

 

  昭和 12年（1937年）２月、財団法人に改組し、財団法人馬淵聾唖学校となった。５月にはヘ

レンケラー女史も来校し、深い感動を与えた。 

  一個人の子どもたちへの情熱と努力によってきた馬淵聾唖学校は、戦後昭和 22年（1947年）

教育基本法の制定により「ろう学校」と呼称することになり、翌年から、小学部より学年進行

によって義務制が実施される。盲聾学校の義務制施行に伴い、全国的に私立より公立への移管



第０期 ２章 行政としての視点から 

２節 横須賀市教育全般に係る出来事 

 

34 

 

が進み、昭和 28年（1953年）、校地校舎及び施設のいっさいを横須賀市に寄付移管して、24年

間にわたり三浦半島の聾教育に貢献した学校法人馬淵ろう学校も幕を閉じ、横須賀市立ろう学

校として引き継がれてきたのである。 

  昭和 28 年（1953 年）当時の教育方針は、「１．口話法によって、言語能力の向上をはかる。

２．基礎学習の徹底につとめると共に、応用能力の伸展に努める。３．生活指導を重視して、

社会性の涵養につとめる。４．常に保健衛生に留意して、体位の向上充実につとめる。５．個

性と能力に応じた職業の基礎陶冶を測る。」で、在籍児童は、小学部 63名（８学級）中学部 71

名（10学級）であった。 

  小学部・中学部のみだったのを、昭和 34年（1959年）には高等部、昭和 41年（1966年）に

は幼稚部を設置した。当時の朝日新聞（昭和 41 年３月 24 日）に「横須賀市立ろう学校に４月

から幼稚部が新設される。これで同校の懸案だった幼時から高等部までの一貫教育ができるよ

うになった。耳の不自由な幼時は、「音がある」のを知らないため、聾学校に入学する６歳のこ

ろには舌を上下左右に動かすことさえできなくなっているのが現状。それから教育を始めても

効果がかんばしくないと、同校では幼児教育の必要を呼び掛けていた。」と幼稚部が設置された

事情が書かれている。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「学制百年史」文部省 1981 

・「学制百二十年史」文部省 1992 

・「特殊教育研究報告」横須賀市立田浦中学校 1952 

・「研究収録第４集」横須賀市特殊教育研究会 1955 

・「十年のあゆみ」横須賀市立養護学校 1974 

・「創立五十周年記念誌」横須賀市立ろう学校 1979 

 

５ 学校給食 

（１）学校給食の始まり 

近世に給食と呼べるものがあったのだろうか。 

財政危機に陥り、藩士の家計が圧迫を受けた会津藩で、藩士の子弟を救済するため給食の

ようなものを導入している。明治 22年（1806年）７月 26日、藩校日新館で 15歳以上の生徒

に２年間（予定では３年間）昼食を提供したという記録がある。また、身分の隔てなく塾生

を受け入れた私塾、松下村塾が安政年間に塾生に食事を出していた記録がある。江戸時代に

は、このような例は他にもあったと考えられる。 

   近代の給食の発祥は、就学者を貧困層にも拡大しようと国の法制度が整えられつつある時

のことであった。藤原辰史は、次のように述べている。 

   

    通説では、明治 23 年（1889 年）10 月、山形県西田川郡鶴岡町の大督寺境内に「貧民子

弟を教育する目的」のため、私立忠愛小学校が、常念寺住職佐藤霊山を中心とする仏教各

宗派連合の僧侶たちによって設立され、同時に給食が開始された。 

  （藤原辰史 「給食の歴史」 岩波書店 2018 p.30） 
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   山形県以外では、明治 30年（1897年）、東京市が千葉県海岸に児童の海浜学校を設置した

時を発祥としているが、ここでは忠愛小学校を起源としたい。 

 

（２）「学校給食」とは 

昭和 15年（1940年）４月 30日、文部省訓令第 18号の更新がなされ、文部次官の名で「学

校給食奨励規程」と「学校給食の実施に関する件」が公布された。前者で、「小学校児童の栄

養的改善をはかるため、学校の授業日において給食をおこなう施設」を「学校給食」という

規定がされた。 

     

（３）学校給食にかかわる国の主な施策 

ア 戦前の施策 

    ・昭和７年（1932年）９月７日 文部省は訓令 18号とともに、３年で 210万円の給食費

を交付 

    ・昭和 15 年（1940 年）４月 30 日 文部省は訓令 18 号を更新し、「学校給食奨励規程」

と「学校給食の実施に関する件」を公布し、前者で、「小学校児童の栄養的改善をはか

るため、学校の授業日において給食をおこなう施設」を「学校給食」という規定がさ

れた。また、給食の目的が、欠食児童の救済から体位の向上へと大きく転換 

 

イ 戦時中の施策 

    ・昭和 16年（1941年）12月８日 太平洋戦争に突入 

    ・昭和 19年（1944年）３月３日 東條英機内閣、「決戦非常措置要綱による大都市国民

学校児童学校給食に関する件」を閣議決定 

    ・昭和 19年（1944年）６月 30日 「学童疎開促進要綱」が閣議決定される。 

    ◎昭和 19年（1944年）７月 17日 神奈川県は、横浜・川崎・横須賀３市を中心とする

「集団疎開実施要綱」を定める（本市は、８月 13日に始まる）。 

    ・昭和 19年（1944年）７月 20日 文部省は学童疎開の範囲を東京都区部のほか、横浜・

川崎・横須賀を含む 12都市にも広げ指定する。 

    ・昭和 19年（1944年）７月 30日 農商次官通牒として、「学童疎開に伴う主要食糧等特

別配給に関する件」が出された。 

    ・昭和 20年（1945年）８月 15日 第二次世界大戦終結 

 

ウ 戦後の施策 

    ・昭和 21年（1946年）１月 30日 文部省体育局長から各地方長官宛に「学校衛生刷新

に関する件」が出され、給食を含む学校保健全般の在り方について公式に初めて発表 

    ・昭和 21年（1946年）３月 31日 イリノイ大学総長で教育学者のジョージ・ロ・スト

ダードを団長とする使節団が来日し、日本教育改造に関する報告書をマッカーサーに

提出 

    ・昭和 21年（1946年）５月 ハーバート・フーヴァー元大統領を団長とする国連救済復

興機関アンラ（UNRRA）の使節団がトルーマン大統領の特命を受けて来日各国からの食

糧輸入の必要性を訴えるとともに、マッカーサーに学校給食の早期開始を進言 
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    ・昭和 21年（1946年）10月 15日 日本放送会館で「学校給食についての総司部と日本

政府との連絡協議会」の１回目が開かれる（３回実施）。 

    ・昭和 21年（1946年）11月 30日 横浜新港埠頭にララ物資第一便を運んだハワードベ

リー号が着岸し、ララ物資が日本に初めて届く。 

    ・昭和 21年（1946年）11月～昭和 27年（1952年）６月 ララ（LARA：アジア救済公認

団体）から、寄贈物資を受ける。 

    ・昭和 21年（1946年）12月 11日 文部・厚生・農林３省次官通達「学校給食実施の普

及奨励について」が「各地方長官」宛に出された。 

    ・昭和 21年（1946年）12月 24日 東京都・神奈川県・千葉県の３都県で試験的に給食

が行われる。 

    ・昭和 22年（1947年）９月 16日 文部・厚生・農林３省次官通達「学校給食計画の拡

充について」で学校給食委員会の機構を一層整備するよう通達 

    ・昭和 22年（1947年）12月 29日 栄養士法制定 

    ・昭和 23年（1948年）12月 23日 文部省は、各都道府県教育委員会宛に「学校給食用

物資の取扱いに関する暫定措置要項」を通達（現在の学校給食会に近い機構が生まれ

る） 

    ・昭和 24 年（1949 年）10 月～昭和 25 年（1950 年）12 月 ユニセフの脱脂粉乳が無償

給付される（その後、有償給付となる 奄美群島対象の無償給付は、昭和 37年３月ま

で）。 

    ・昭和 26 年（1951 年）８月 30 日 学校給食打ち切り阻止のため、「学校給食推進協議

会」が発足 

    ・昭和 26年（1951年）９月８日 サンフランシスコ講和条約調印 

    ・昭和 26年（1951年）９月 14日 下谷小学校で全国学校給食推進協議会全国大会が開

かれる。 

    ・昭和 26年（1951年）10月５日 閣議で学校給食予算が認められる。 

    ・昭和 29年（1954年）５月１日 日米で MSA協定（相互安全保障法）公布 

    ・昭和 29年（1954年）６月１日 へき地教育振興法公布 

    ・昭和 29年（1954年）６月３日 学校給食会法の公布 

    ・昭和 29年（1954年）７月 16日 アメリカで PL480（農生物貿易促進奨励法）を制定 

    ・昭和 31年（1956年）６月 20日 「夜間課程を置く高等学校における学校給食に関す

る法律」を公布 

    ・昭和 32年（1957年）５月 20日 「盲学校・聾学校及び養護学校の幼稚部及び高等部

における学校給食に関する法律」を公布 

    ・昭和 32年（1957年）６月 20日 全国学校給食会連合会（全給連）発足 

    ・昭和 32年（1957年）７月 全給連がワシントン小麦生産者協会とのあいだで、「小麦

及び酪農製品の日本における市場開拓のための契約」を結ぶ。 

    ・昭和 32 年（1957 年）９月 学校給食の農村普及事業の開始（昭和 38 年２月まで）    

この年度から日本産の牛乳・乳製品の使用が始まる。 

    ・昭和 36年（1961年）６月 12日 農業基本法公布 
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    ・昭和 36年（1961年）８月 学校給食制度調査会が文部大臣への答申で、「学校給食制

度の改善について」で国産米の使用をうながす。 

    ・昭和 38年（1963年）１月 文部省、パンの入手が困難な農村に限って学校給食米の使

用を認める。 

    ・昭和 41年（1966年）文部省が「学校給食用の物資の共同購入促進について」を通達 

         

（４）本市の学校給食の始まり 

学校給食の始まりについて、「戦後横須賀教育史」では、次のように述べられている。 

 

学校給食は昭和７年９月７日、文部省訓令『学校給食実施ノ趣旨徹底方並ニ学校 

   給食臨時施設方法』が定められたときにはじまる。 

（横須賀市教育研究所「戦後横須賀教育史」1969 p.132） 

 

これは、経済不況から欠食児童が出てきたため、国の補助金を受けて実施された。そのた

め、限定的で５校・38 人が対象となった。また、調理は、使丁
し て い

さんの仕事となっていた。 

 

（５）学校給食の時代区分とその内容 

本市で学校給食について考える時、次の時代区分に従って言及されており、ここでもこれ

に従い述べていきたい。 

 

ア 準備給食時代        昭和 18年（1943年）～昭和 20年（1945年） 

  イ 補食給食時代        昭和 21年（1946年）～昭和 25年（1950年） 

  ウ 完全給食時代         昭和 26年（1951年）～昭和 31年（1956年） 

  エ 共同献立給食時代      昭和 32年（1957年）～昭和 36年（1961年） 

  オ 栄養給食時代        昭和 37年（1962年）～昭和 44年（1969年） 

カ 財団法人学校給食会時代    昭和 44年（1969年）10月～ ※第Ⅰ期に記載 

 

ア 準備給食時代 

この時代は、正確には、給食実施とは言えない。しかし、この時代に保護者会（学校後

援会という学校もある）、母親の力（PTAが発足した後も母の会という組織をもった学校も

ある）の協力があり、多くの困難を克服し、味噌汁給食から雑炊給食への転換を可能にし、

戦後の給食の礎を作ったと考えられる。 

    この時代の様子は、昭和 36年（1961年）度に学校給食優良学校応募にあたって作成され

た高坂小学校の「学校給食調査表」に書かれた「本校における学校給食の沿革」によって

理解することができるとともに、多くの人々の努力を知ることができる。 

昭和 18 年（1943 年）12 月、味噌汁を主として始められた本校の給食は、昭和 19 年

（1944年）４月５日から雑炊給食に変った。しかし、戦争物資不足の上、早急に実施を

迫られたので設備といっても、簡単に板囲いした土間に急造の土のかまど、児童の親か

ら借りた平釜３であった。米・味噌・正油は配給されたが、野菜等の入手困難で材料は
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不足、研究も不充分、食糧不足の当時にあってさえ、きらって食べない児童も多かった。

それも戦況不利になり中絶になった。～略～ 

 （横須賀市立高坂小学校 「学校給食調査表」 1961） 

    この時代の保護者や多くの人々の子どもを思う気もちが、前進させる力となっていくの

である。 

 

イ 補食給食時代 

学校給食は、おおむね、昭和 22年（1947年）９月に始まった。厳しい食糧事情の中、給 

食を実施する上で、旧日本軍の食糧、ララ物資、ユニセフの援助物資が大きな役割を果

したのである。 

昭和 22年（1947年）12月 24日には、ララからの給食物資の贈呈式が行われた。 

それ以来、この日を「学校給食感謝の日」とし、昭和 25年度（1950年度）からは、冬季

休業と重ならない１月 24日から１月 30日までの１週間を「全国学校給食週間」と定めた。  

北下浦小学校 PTA の榎本幸江さんは、「学校給食の思い出」を、次のように記している。  

～かかるとき昭和 23年連合軍の好意により、チョコレート、乾パン等が支給されたこ

とはまさに干天の慈雨であった。そこで学校側では給食物資取扱責任者をおいた。ま

た旧海軍のわかめ、固形味噌、かんづめ（サケ）等の放出もあり今のヨセフ病院迄６

年生と職員、用務員が出向き配給を受け、味噌汁給食、ミルク給食等週２～３回実施

するまでになった。その後放出物資が漸増したので、時々天ぷら等を作り生徒を喜ば

せることができた。すると作業員が不足になり各里から当番制で４～５名が調理に当

たった。材料のうち、野菜類は土地物でまかなった。尚給食用には、一時工作室（旧海

軍の仮設野戦調理場）をあてた。当時は水道もなく井戸水で調理した。その後父兄の

要望もあり農繁期等には専従者４名をおくことにした。～略～  

（学校給食 20周年記念誌 「横須賀の給食」 横須賀市教育委員会  

横須賀市学校給食会 1967 p.34）  

    ここで述べられているミルク給食は、ララやユニセフから贈られた脱脂粉乳で作られ、

戦後の学校給食を考えるうえで欠かせないものである。 

    脱脂粉乳は、牛乳から脂肪分を分離した残りの液体を乾燥させて粉末にし、ファイバー

ドラム缶と呼ばれる直径 50センチ・高さ約 90センチの大型容器に入れて保存されていた。 

    調理にあたって、ミルクは湿気で固まりやすいため、塊を砕いてすり鉢などで粉末にし

て湯に溶かすが溶けにくく、大鍋で熱していると底に塊が沈殿して焦げつくのである。こ

の焦げたにおいがついた脱脂粉乳は子どもたちに嫌われ、ぬるいとなま臭く、これも嫌わ

れた。また、粉っぽく消化が悪く、子どもや教員がお腹をこわすことは日常茶飯事であっ

た。 

    脱脂粉乳のまずさと消化不良の問題は、国会でも取り上げられた。 

    不足していたのは、食糧だけでなく、調理道具の不足にも及んでいたことが分かる。「横

須賀学校給食史」に、次のような記述がある。 
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     ～略～市は漸く昭和 22 年～23 年にかけて、給食用資材物資として、食器・包丁・馬

穴・皮むき器等を配給した。 

（横須賀学校給食史編さん委員会 「横須賀学校給食史」  

財団法人 横須賀市学校給食会 1973 ｐ.７） 

    学校の運営はどうなっていたのだろう。次の校務分掌図は、昭和 24年（1949年）当時の

坂本小学校の運営機構である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜横須賀学校給食史編さん委員会

「横須賀学校給食史」財団法人 

横須賀市学校給食会 1973ｐ.82＞ 

また、沢山小学校では、当初、給食場として湯沸場を使用していたが狭隘
きょうあい

になり、給食

調理室の新設が次のように述べられている。 

     昭和 23年 11月 12日給食調理室の新設 

     面積  5.25坪       経費 59,261円 

     市立工業学校生徒の実習で行う。 

（横須賀市立沢山小学校 「創立 50周年 記念誌」 1961 ｐ.128） 

    さて、このころの子どもたちは、給食をどう受けとめていただろう。昭和 18年（1943年）

４月に大津国民学校に入学した行方喜代美さんと竹内貞夫さんに給食の思い出を話しても

らった。（一部紹介）行方さんは、 

     「４年生のころ、いつのころか、学校で汁物が出るようになり、家からお椀と箸と、

おにぎりやお芋などを巾着に入れて持って行った。昼になると、学校から出される汁

物をお椀によそい、持ってきたものといっしょに食べた。５年生になると、カネのお

椀に脱脂粉乳とカネのお皿にコッペパンと野菜の煮たものなどがのっていた。お椀も

皿も海軍が使ったものだと思う。毎食、牛乳とコッペパンがあったが、牛乳は焦げ臭

かったり、焦げていたことがあった。それに、砂糖も入っていなかったので飲みにく

かった。そして、進駐軍から、チョコレートやナッツ類の入った袋などをもらったが、

学校で少し食べ、ハンカチに包んで家に持ち帰った。」 

企画委員会（指導部主任）

企　　画 職　員　会

連合（協議会）（職員父兄代表）

学　年　会 学年主任 学級担任

教科研究 各教科研究部 指 導 計 画
効 果 測 定

運　　営 指　導　部 生活教育指導 訓　　育 公　簿 3人
体　　育 庶　務 4
衛　　生 衛　生 3
文　　化 給　食 6　（杉本）
研究調査 校　具 3
給食運営 図　書 3
（杉本他5名） 消　耗 2

営　繕 3
事務分担 配　給 2

統　計 2
企　画　部 会　計 5

教育研究部 職員研修（指導部研究調査） 校　務 4

運 営 機 構 表 （昭和24年6月　坂本小学校）
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と、昨日のことのように話してくれた。また、竹内さんは、 

     「５年生のころ、給食が始まったと思うが、いつからだったか、記憶は定かではあり

ません。コッペパンもふすまを粉にして作ったようで硬くてまずかった。でも、物が

なにもない時代、いつもお腹がすいていたので、皆、文句も言わず、食べていたよ。そ

のパンを残して家に持ち帰り、兄弟や家族に食べさせたりする子もたくさんいた。そ

して、小さな兄弟がいると、持ち帰ってくることを待っていたということも聞いた。

それから、年に数回、進駐軍の物資が配られた。これは軍人が戦地で食べるものだそ

うで、乾パンなど数種類の品物がぎっしりと入った小さな箱だった。１人１人に１箱

ずつ渡された。とてもおいしかった。それをもらうのが楽しみだった。」 

   と、一言一言思い出しながら話された。 

 

    時代とともに、学校給食にかかわる組織も変化してきた。 

    昭和 21年（1946年）12月 11日の文部・厚生・農林３省次官通達で学校給食委員会の設

置が求められ、神奈川県は学校給食委員会及び事業部を発足した。本市も、12月、学校給

食委員会及び事業部横須賀支部を設置した。 

    翌年、９月 16 日、文部・厚生・農林３省次官通達、「学校給食計画の拡充について」で

学校給食委員会の機構を一層整備するよう求めた。 

    昭和 23年（1948年）12月 23日、文部省は各都道府県教育委員会宛に「学校給食用物資

の取扱いに関する暫定措置要項」を通達。これに対し翌年２月、神奈川県は、神奈川県学

校給食会を発足させ、本市学校給食事業部横須賀支部は、学校給食会横須賀市支部と改名。 

 

ウ 完全給食時代 

    我国は、昭和 26年（1951年）９月８日、サンフランシスコ講和条約に調印し、アメリカ

の占領から解かれたが、学校給食史上 最大の危機が訪れていた。給食物資の財源であっ

たガリオア資金（占領地域救済資金）が６月末で打ち切られ、学校給食が中止の危機にさ

らされたのである。これに対し、国庫補助による学校給食の継続を要望する運動が全国的

に展開されたが、10月５日の閣議で学校給食予算が認められ、危機は回避することができ

た。この運動は、人々に学校給食が浸透してきていることも表している。 

    昭和 28年（1953年）は、大水害・台風による被害、冷害により、給食を実施していない

地域で欠食児童が社会問題化し、学校給食の法制化が高まってきた。翌年６月３日、学校

給食法が公布され、学校給食が学校教育の一環であることが明確になった。 

    昭和 26年（1951年）当時の全国及び本市の給食状況は次のようであった 

     全国 完全給食実施 400万人 3700校 1都 247市 

        捕食給食実施 400万人 8000校 

     横須賀市においては 

        完全給食実施 31920人 （29校）と 733人（教員） 

        １人１か月 185.59円  １人１日平均 8.80円 

（横須賀学校給食史編さん委員会「横須賀学校給食史」 1973 p.９） 
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その栄養摂取量は 626キロカロリーと県下第一位を占めていた。 

    当時、給食ではどのような指導がされていたのだろう。鶴久保小学校を例に考えてみた

い。カリキュラムに基づいて、教科学習、給食時、生活行事の中で実施している。例えば、

保護者の給食に対する認識を深めるために、月１回給食新聞を発行したり、毎月 21日を給

食感謝日とし、レコードを聞いたり、鶴久保小給食歌を歌ったりして感謝の念を深めてい

る。 

    また、給食教育徹底のため、給食部で評価項目を設定し、それに基づいて評価し部でそ

の結果を報告検討している。評価項目は次の 10項目で「上・中・下」で評価している。 

     １ 子供達の机の上が食事をするのに適するようにきれいに片づいていたか 

     ２ 食べもののもりつけがうまく行われていたか 

     ３ 食べているとき人のめいわくになるようなこと、特に大声を出したり、歩きまわ

ったりしていなかったか 

     ４ 一定の時間内に食べられたか 

     ５ 給食当番の服装は衛生的であったか 

     ６ 当番は廊下や教室をよごさないように運ぶことが出来たか 

     ７ 食前食後の礼儀は正しかったか 

     ８ 偏食状況はどうか 

     ９ 食べ方の順序はよかったか 

     10 食器や食器袋が清潔であったか 

（横須賀市立鶴久保小学校 「本校給食教育実施概要」 1953.10） 

    各校は、実態を考えて学校給食の充実のため努力していた。その中の１校、追浜小学校

の実践が新聞に報道された。 

横須賀市立追浜小学校の給食施設と運営は県下一といわれ、最近各学校など給食関係

者の視察が多い。同校は現在約千二百名の児童がいる。給食場は昭和 27年末、87万円で

38坪のものを建てた。しかし衛生上と作業化の点でまだまだだったので、一昨年電気洗

浄機と調理場に殺菌灯５個を合計 31 万余で新設した。この洗浄機は１分間に 50 枚のサ

ラをスイッチ１つで洗い消毒できる。また食中毒や伝染病発生の際の用心として毎日の

献立品を翌日まで検査用として保存するため冷蔵庫も新設した。 

     給食の運営はＰＴＡの学校給食協力委員会（12名）が中心となっている。ほかに６名

の給食係（責任者島森豊教諭）と諸星妙子栄養士、ＰＴＡで雇った６名の作業員がいる。 

     学期末にはＰＴＡの協力委員会と校内給食部が 1 年間の学校給食献立表を作る。給食

費はＰＴＡの学級委員（８名）が子供の手をかけず責任を持って学校へ納める。費用は

1 人 300 円だが、生活保護法該当者（32 名）は市から給食券が支給されるので問題はな

い。給食場はその後次第に改善し現在では配給室、食品倉庫、調理室、釜場、更衣室な

どがある。調理室には電気皮むき機をはじめ一度に 180人分できる大ミキサーや消毒室、

ボイラーなどがある。室内は光線を十分に取入れてある。 

（毎日新聞 神奈川版 「模範給食校の追浜小学校 安い費用で栄養食  

申し分ない衛生設備」 1966.7.13） 
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    この頃の献立を見ると、昭和 28年（1953年）５月に「パン、カレーシチュウ」があり、

シチュウに鯨肉が使われている。鯨肉は、戦後復興期から高度成長期にかけて貴重なたん

ぱく源で学校給食にも使われ、子どもの成長を支えたのである。他の肉類よりも安価であ

ったことが、大きな原因である。 

    戦後の学校給食を経験した多くの人たちにとって、「鯨の竜田揚げ」は忘れられないメニ

ューの１つである。本市では、「鯨の竜田揚げ」の他に「鯨の生姜醤油揚げ」、「揚げ鯨の味

噌和え」などがあり、工夫して使用されている。 

    給食にかかわる組織の整備が進み、昭和 27年（1952年）７月、学校給食会横須賀支部が

横須賀市学校給食会と改名する。 

 

  エ 共同献立給食時代 

    学校給食が合理化された時代ともいえる。実施当時、献立は、各校独自で決めていたが、 

やがてブロックごとの打合せによる共通献立に変わり、これをさらに一歩進めて全市共通 

の献立による給食を実施することができた。 

    この背景には、学校給食パン組合の結成をはじめ、鮮魚組合、青果商組合との話し合い

による共同購入、共同献立によって地域差の解消が可能となり、学校給食の一本化につな

がった。この結果、いろいろな物資が購入でき、変化に富み栄養価の高いものになるなど

学校給食が本格化されるに至った。 

    一方、昭和 33 年（1958 年）10 月１日、小学校学習指導要領が告示され、学校給食は学

校行事の領域として、学校教育の一環に位置付けられた。 

    これに対し、本市では、具体的な目標や指導方針を定め、昭和 39年（1964年）給食研究

会が中心となって学校給食カリキュラムを作成し、各学校に配布し実践に移した。 

    年間計画の月別目標（低・中・高学年へと発展するよう考えられている）、年間計画（低・

中・高学年）、給食時の指導計画（低・中・高学年）の一部を示すと、次のとおりである。 

 

    ○ 月別目標 

     ４月 たのしい給食のくふうをしよう 

    ５月 じょうずなたべ方を身につけよう 

    ６月 衛生的な給食をしよう 

    ７月 あと始末を正しくしよう 

    ９月 食物の栄養についてしらべよう 

    10月 すききらいをしないでたのしくたべよう 

    11月 自分の仕事は責任をもってすすんでしよう 

    12月 なごやかな給食にしよう 

    １月 給食と家の食事をくらべてみよう 

    ２月 おせわになっている人に感謝しよう 

    ３月 給食の反省をしよう 
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    ○ 年 間 指 導 計 画 

給   食   の   指   導   計   画 

目  標 
指   導   内   容 

低 学 年 中 学 年 高 学 年 

たのしい給食のく

ふうをしよう 

１ 食事の前には身の

まわりをかたづけて

きれいにすることが

できる 

２ 食事の前には手を

ていねいに洗うこと

ができる 

３ 友だちと仲よく静

かに食べることがで

きる 

 

１ 給食当番をきめ

て自分たちで準備

ができる 

２ 手洗いは順序よ

くきれいに手早く

できる 

３ 食事中の動作や

話題に気をつけて

不快な感じを友だ

ちに与えないよう

にできる 

１ 手洗い、うがいの

効用を知る 

２ 消毒薬の種類、使

用法を調べる 

３ 低学年の世話が

できる 

４ 適当な話題が楽

しいふんいきをつ

くることを知る 

 

    ○ 給 食 時 の 指 導 計 画 

 （１） 給 食 時 に お け る 指 導 計 画 （ 低 学 年 ） 

目    標 

１ 手洗いがじょうずにでき、ふきん、ハンカチなどをいつも清潔にし

ておくことができる 

２ 食器の扱い方や食事の仕方の基本的な望ましい習慣をつけさせる 

３ 食べ物にはいろいろな食品があり、それらは成長する上になくて

はならないことを知り好ききらいをしないでよくかんで食べる態度

をつくる 

４ 食事の基本的な礼儀作法を知り、互に助け合って、楽しい給食がで

きるようにする 

要   項 とうばんのしごと みんなのしごと 指 導 の 着 眼 

  

室内の衛生 

・まどをあける 

・机をだいふきんで 

 ふく 

・大きなごみをひろう 

・ほこりをたてないよ

うに歩く 

・机上を片付けて配

る人に迷惑をかけ

ないように 

・机の配列 

・身じまいを正す

（白衣、三角きん、  

マスク） 

 

身じたく 

・きちんと身じたく

をする 

・はなをかみ、おべん

じょにいく 

・みなりをきちんとす

る 

（学校給食 20周年記念誌 「横須賀の給食」 横須賀市教育委員会  

横須賀市学校給食会 1967 ｐ.18～20） 

 

    横須賀市立商業高等学校、横須賀市立工業高等学校の定時制課程の給食が昭和 34 年

（1959年）から準備され、翌年 10月１日から実施された。 
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    当初、希望者を対象に１食当り 30円で「パン、ミルク、副食」の完全給食を実施。 

    昭和 35年（1961年）には、生徒の希望もあり、毎週３回麺類、１回米飯の給食とした。 

    翌年４月、夜間定時制高等学校給食費に対する補助制度が認められ、全員がミルク給食

の対象となり、週６日実施し、１人当り月５円徴収した。時には、添加加工乳を使用し、

並行して完全給食を実施。 

    昭和 37年（1952年）には夜食の補助が広まり、脱脂粉乳のほかに小麦製品（パン）、マ

ーガリン、ジャム、チーズ等が加えられた。昭和 42年（1967年）当時全員無償であった。 

    献立は、市の栄養士が作成しているが、小学校と異なり夕食であるため家庭の食事に近

づけるよう工夫したという。 

    さらに、商業と工業は、生徒の学校生活の環境などが異なること、商業には相当数の女

生徒が在学していることを考えて献立を作成していた。また、給食時間は勤めの関係を考

え、始業前の 40 分間、１校時終了後 25 分間の２回をあて、完全給食は調理員が盛りつけ

をし、セルフサービスで食堂を利用している。 

    

オ 栄養給食時代 

    家庭での食生活の向上に伴い、学校給食についてさまざまな考えが示された時代であり、

給食にかかわる事業が組織化され活発な活動が行われた時代でもある。 

    鮮魚協同組合学校給食共同部、青果商協同組合学校協力会が相ついで発足し、市学校協

力会は物資購入委員会と共同献立委員会に分かれて活発な活動を続けた。給食の内容では、

ビタミンＡ剤・Ｃ剤を取り入れるとともに、委託乳（牛乳と脱脂粉乳の混合乳）も加える

ことができた。 

    また、給食の残量にも関心が高まり調査を実施するとともに、栄養板などを利用し、栄

養の偏りを是正していくことに努力した。 

    近年、物価上昇に伴い、給食費の増額が避けられない状況であるが、栄養の向上、家庭

における食生活の向上を考えるとやむをえない。 

    さらに、最近、全国的に、共同調理場による「学校給食センター」が大きな話題になっ

ているが。本市でも、各地の視察を重ね、その構想をまとめて前進する努力を続けている。 

    田戸小学校は、昭和 35・36年（1960・1961年）「新しい給食の施設、設備を能率的に使

って、楽しい雰囲気の中で食事をさせることにより、食事についての望ましい習慣を身に

つけさせ、食事についての理解を深めるとともに、明るい社会性を育てる。」をテーマに掲

げ、学校給食の研究に着手した。 

    研究の方針として、食事の楽しい雰囲気づくり、正しい食事の作法、栄養についての知

的理解を深める、運搬もりつけ配食が手早く清潔にで

きるか、後片付けを早く、等をあげている。 

 研究の中で注目を集め、当時市内の学校に影響を与

えたことが、食べ方として指導された「三角食べ」で

ある。この食べ方は、飯やパンなどの（主食）と飲み 

物（汁物や飲料）とおかずと順序良く食べることで、

その順序の軌跡が三角形を形作るのでこの名で呼ばれた。 
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「三角食べ」は、1970年代、日本の一部の学級の給食指導で広められたが、現在ではご

飯とおかずを順番にバランスよく食べることが推奨され、「三角食べ」が指導されることは

ほとんどないという。文部科学省「食に関する指導の手引き」では、以前記載されていた

「主食とおかずは交互に食べる」という文章が現在はなくなっている。 

中学校では、昭和 38年（1963年）10月より、給食牛乳が始まったが、１食分粉乳 23ｇ、

生乳 54㏄、週５日制のＰ型給食であった。費用は、粉乳購入費は国費と市費で、生乳は県

費と保護者で、調製・運搬・配食・事務員費をみて、保護者の１か月負担は 100 円であっ

た。この時点では、粉乳 10ｇ、生乳 90 ㏄、保護者負担 120 円が原則であった。この間、教

育委員会の努力で牛乳保管棚を造り、昭和 41年（1966年）より冷蔵庫を設備して夏季の衛

生管理に備えるなど、対処に手を尽くしていた。 

    残された課題として、冬季に温かい牛乳を飲むことのできる設備、また、長期の事とし

て、給食を教育の一環とし、それに対応する建築上の考究をあげている。 

 

（６）学校給食従事者 

戦後の学校給食の調理や配食は、多くの母親たちの協力のおかげだった。給食の担当にな

った職員は、作業に従事する人を探すために地域をかけ巡ったり、多くの人に頼みこんだり、

大変苦労されたようである。そのようにしてお願いした人々の雇用関係、待遇、苦労などに

ついて、「横須賀学校給食史」参考に遡ってみると、次のとおりである。 

年 度 職  名  等 待  遇  等 

昭和 24 ・ＰＴＡ雇用 ・日給：500 円～600 円 

昭和 26 ・ＰＴＡ雇用（１年契約） ・給食労務員補助費 

 27 校へ・１校：3,000 円 

昭和 27 ・給食は統一されておらず補助金以外、ＰＴＡや給

食費で補う 

・給食労務員補助費 

 28 校へ・１校：3,500 円 

 月給 26,000 円～30,000円 

昭和 28 給食労務員となる（臨時職員） ・給食労務員補助費 

 29 校へ・１校：4,000 円 

昭和 29  ・給食労務員補助費 

 大規模校：8,000 円 

 小規模校：4,000 円 

昭和 30  ・給食労務員補助費 

 大規模校：12,000 円 

 小規模校：8,000 円 

 ろう学校・走水小学校  

     4,000 円以上 

昭和 31  ・給食作業員月額 

 4,000 円が最高 

昭和 32  ・給食作業員月額 

 4,500 円が最高 
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昭和 33 ・給食労務員が初めて市臨時職員となる 

・保険加入 

・日給：200 円 

・栄養士が５名、市臨時採用となり

計６名を確保 

昭和 34  ・給食労務員臨時職員 

 日給：220 円 

昭和 35  ・調理員数は全市で 112 名に及び、

１人 7,000 円となる 

昭和 36 ・給食調理員は全市で 154 名中 20 名が労務員とし

て定数化 

 

昭和 37 ・給食調理員は前年に続き、37 名を定数化  

昭和 38 ・給食調理員はさらに 96 名が定数化され、そのほ

とんどが市の職員としての待遇を受ける 

 

昭和 41 ・職名が労務員から給食調理員に正式に職名変更  

（横須賀学校給食史編さん委員会「横須賀学校給食史」  

財団法人 横須賀市学校給食会 1973 ｐ.49・50） 

 

給食の調理、配膳等に従事した人々には、それぞれの思いがあったと思うが、その一部を

紹介したい。高橋喜栄子さんは、昭和 29年（1954年）頃に、次のように述べている。 

   身分の保障がないのはつらいものですよ。 

   布の前掛け、高歯の下駄で仕事をしていつ首を切られても文句も云えなかったのですから。 

（結成 35周年記念誌編集委員会「結成 35周年記念誌『いただきまーす』」 

   横須賀市職員労働組合給食支部 1992 ｐ.35） 

 

   また、同書で、汐入小学校調理員 阿久津千代子さんは、次のように述べている。 

～略～昭和 33年に初めて保険証が配布された時のうれしさは最高のものだった。お陰で

胃かいようの手術を受けてすこぶる健康になった。霜柱の立つ山道を下りて行くと、「お

はよう」という元気な子供たちの声が右から左から振りかかる。幸せだという一語につ

きる～（昭和 41年作成） 

（同掲書 ｐ.38） 

 

給食は、調理、配膳等にかかわった多くの人々によって支えられ改革されてきたのである。 

 

（７）集団赤痢 

集団給食にとって、伝染病や食中毒はとても怖いことである。 

昭和 41 年（1966 年）６月 29 日、追浜小学校で集団赤痢が発生し、昭和 41 年（1966 年）

８月１日の「広報 よこすか」によると、入院患者数 460 名（児童 414 名、職員４名、給食

婦４名、家族 38名）本市ではかつてない集団発生となった。この時の学校や子ども達のよう

すが、次のように述べられている。 
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1966 年６月 28 日、台風４号が近づいたため、この日は早めに給食をとり、11 時ごろ

子どもたちは下校しました。ところが、夜になって熱を出したり、おなかがいたくなっ

たり、げりをしたりする子どもたちがたくさん出ました。29日には全校児童 612名中 151

名も休んでしまいました。食中毒のうたがいがあったので、便を調べたところ、せきり

とわかり、30日には学校は休みになりました。体育館や教室が病室となり、かんごふさ

ん、お医者さんもとまりこみました。毎日便を調べて、せきりきんがいなくなるまで学

校にとまりました。せきりは何回もトイレに行くため、いつもトイレは行列でたいへん

だったそうです。病気が重い人は、市内の病院をはじめ、藤沢、川崎、鎌倉の方の病院

にまでうつされました。14の病院に分かれて入院したのですが、その数は 404名にまで

なりました。学校は６月 30日から７月 13日まで休校でした。 

当時赤ちゃんをかかえていた先生は、せきりにかかったため、母乳もピタリと止まっ

てしまい、体力もなかなかもどらず、たいへんだったそうです。 

 

（「おっぱま」 創立 50周年記念誌） 

同校の沿革誌によると、赤痢にかかわる学校の主な動きは次のとおりである。 

・６月 30日 赤痢保菌者発生のため現地対策本部設置、学校閉鎖、臨時隔離所となる 

     ・７月５日 集団赤痢現地対策本部 午前中で解散 

     ・７月６日 集団赤痢事後措置消毒清掃 

     ・７月 14日 開校 

     ・７月 23日 第１学期終業式 

     ・８月 16日 全校招集 検便実施 

     ・８月 22日 第２学期始業式 

     ・９月 27日 入院患者検便実施 

     ・10月 27日 検便実施 

     ・11月 10日 検便実施 

     ・11月 18日 検便実施 

     ・１月 20日 検便 

（「追浜小学校沿革誌」） 
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一方、集団赤痢の発生にかかわって、７月には、教育委員会より、「学校における赤痢の予

防について（通知）」が出され、８月には給食調理員の「学校給食についての衛生に関する研

究会」が開催された。 

 

（８）この時代の歩みの一端を辿る 

ア 学校給食を理解してもらう試食会 

教育活動は、保護者、地域の人々の理解があってはじめて目標を達成することができる。 

そして、体験が可能なら、体験してもらうことが一番有効である。 

「給食試食会」は、子どもたちと同じ給食を食べ、給食指導を体験し、日々の給食指導 

に協力してもらう上で有効と考えられる。多くの学校では、今も、PTA行事の一環として実

施されていることが多い。 

昭和 37年（1962年）３月 23日に田戸小学校で実施された試食会が、次のように述べら

れている。 

父兄が 1 日給食の児童になって食卓を作り、室内装飾、手洗運搬、食事の片付け、栄

養指導の話し合いや、父兄の給食に対する意見を聴取したりして、細部にわたる研究と

その指導に当ってきました。 

（創立 50周年記念・記念誌編集委員会「横須賀市立田戸小学校 創立 50周年記念・

記念誌 たど」 横須賀市立田戸小学校 1972 ｐ.51） 

イ 脱脂粉乳から牛乳へ   

脱脂粉乳を味わった世代にとって、その味とにおいは、鮮烈な記憶となっている。当時、

ラジオドクターとして著名だった石垣純二氏は、脱脂粉乳を返上しようとしていた。後に、

毎日新聞の取材で石垣と公開討論をした文部省学校給食課の専門職員、茂木専枝氏は次の

ように答えている。 

児童が残した脱脂粉乳で、学校の裏の川が真っ白に染まったなどという話もありまし

た。牛乳の方がおいしいことも正論でした。しかし、当時の日本の酪農は、学校給食に

牛乳を安定供給できる状態ではなく、輸入品の脱脂粉乳に頼るほかなかった。 

（藤原辰史 「給食の歴史」 岩波書店 2018 p.120）  

昭和 29年（1954年）酪農振興法が制定され、国際復興開発銀行（世界銀行）などの資源

が投入され、北海道の釧路台地になど、大規模で機械化された大きな酪農地域が作られた。

そして、食生活の洋風化、乳製品の需要増に対応するため加工用の原料供給地として高度

経済成長を支えた。 

一方、本州、九州、四国の酪農地域は、大消費地に近く、輸送コストの面で有利である

ため飲用牛乳の供給地として成長していった。 

こうして高度経済成長期に、飲用乳と加工原料乳の供給地が複線化し、牛乳乳製品の大

量生産が可能となったのである。 

学校給食で牛乳を飲むことができるようになったのは、原料供給地の複線化拡大ができ

てはじめて可能になったのである。 
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また、大量消費には、牛乳瓶による供給・回収は適さず、メーカーは紙容器による供給

に切り換えていき、学校給食にも導入されていった。輸送・陳列も便利になり、スーパー

マーケットなどの量販にも波及していった。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「給食の歴史」藤原辰史 岩波書店 2018 

 ・「戦後横須賀教育史」横須賀市教育研究所 1969 

 ・「学校給食調査表」横須賀市立高坂小学校 1961 

 ・「学校給食 20周年記念誌『横須賀の給食』」横須賀市教育委員会・横須賀市学校給食会 1967 

 ・「横須賀学校給食史」横須賀学校給食史編さん委員会 1973 

 ・「創立 50周年記念誌」横須賀市立沢山小学校 1961 

 ・「本校給食教育実施概要」横須賀市立鶴久保小学校 1953.10 

 ・毎日新聞神奈川版 1966.7.13 

 ・「結成 35周年記念誌『いただきまーす』」横須賀市職員労働組合給食支部 1992 

 ・「創立 50周年記念誌『おっぱま』」横須賀市立追浜小学校 1991 

 ・「創立 50周年記念誌 たど」横須賀市立田戸小学校 1972 

 

６ 読書指導・学校図書館 

（１）図書館教育の始まり 

戦後初期における図書館教育、国の大きな動きをまとめてみる。 

  

ア 昭和 21年（1946年）３月 31日 第一次米国教育使節団が報告書を提出した。 

    戦後の混乱期の中で、日本の実情を調査し、改革の方向を探るために来日した調査団が

残した報告書には、学校教育における図書館の役割にかかわる重要な事項も多く含まれて

いた。 

イ 昭和 22年（1947年） 学習指導要領（試案）作成 

ウ 昭和 22年（1947年） 学校教育法が施行される。 

    学校教育法施行規則第１条には、 

    『学校には、その学校の目的を実現するために必要な校地、校舎、工具、運動場、図書館 

     または図書室その他の設備を設けなければならない。』 

   と書かれている。 

    この学校教育法において、初めて図書館または図書室の設置が明記された。 

エ 昭和 23年（1948年）12月 15日 文部省は「学校図書館の手引き」を発行した。 

内容は、学校図書館の組織、学校図書館の整備、学校図書館の運用、学校図書館を中心

とする学習活動の例、評価、と五つの章から成り立っている。 

    学校組織の中での学校図書館の位置付けをはじめとして、学校図書館作り、本の購入や    

図書台帳の付け方、受け入れの実務一般の説明が詳しく記されていた。さらに、学校図    

書館での学習の仕方や評価などについて細かく記されていた。 

 

当時は、学校図書館が学習活動の拠点の一つとしての場であるという新しい考えを理解    
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できずにいた指導者が多くいたが、この「学校図書館の手引き」施行により、学校図書館

の理念と目的を基にした学校図書館への理解が深まっていった。教科書と黒板を中心に学

習を行っていた今までの教育から、学校図書館をも利用した新たな教育の提示に、教育の

現場にも新風が吹き込まれていった。 

       

文部省はこの手引書をテキストにして東西２会場に分かれ、各３日間、講習協議会を開

催した。この後、各県において学校図書館に関する研究団体が各地で結成され、学校図書

館づくりの原動力となっていった。 

 

学校図書館の手引きにて、「日本十進分類法」を採用することに決めたことが発表された。

今までは各自の考えで図書整理が行われていたが、全国一斉に日本十進分類法の決まりを

使っての分類整理が始まった。このことにより書籍の共益化が図られ、誰でもどこでも書

籍を簡単に探し出すことができる図書館づくりがスタートした。 

 

校舎も物資も十分にない時期に、学校図書館運動は大きく全国各地へと広がっていった。 

横須賀市内各校でも、「学校図書館の手引」をもとにして学校図書館づくりが始まった。 

 

オ 昭和 28年（1953年） 学校図書館法施行 

    第一条 （略）学校図書館が学校教育において欠くことのできない基礎的な設備である

ことにかんがみ、その健全な発達を図り、もって学校教育を充実することを目

的とする。 

    第二条  「学校図書館」とは、小学校（盲学校、聾学校及び養護学校の小学部を含む。）、

中学校（中等教育学校の前期課程並びに盲学校、聾学校及び養護学校の中学部

を含む。）、（略）、図書、視聴覚教育の資料その他学校教育に必要な資料を収集

し、整理し、及び保存し、これを児童又は生徒及び教員の利用に供することに

よって、学校の教育課程の展開に寄与するとともに、児童又は生徒の健全な教

養を育成することを目的として設けられる学校の設備を言う。 

    第三条   学校には学校図書館を設けなければならない。 

    第四条  学校図書館の運営（略） 

    第五条  司書教諭 

         学校には、学校図書館の専門的職務を掌らせるため、司書教諭を置かなけれ

ばならない。 

       附則抄（司書教諭の設置の特例） 

        ２．学校には、平成 15 年３月 31 日までの間（政令で定める規模以下の学校に

あっては、当分の間）第五条第一項の規定にかかわらず、司書教諭を置か

ないことができる。 

 

カ 昭和 33年（1958年）10月 1日  学習指導要領改訂 

第 1章 総則 

     第２ 指導計画作成および指導の一般方針 
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福本 勇 氏 

福本 勇 氏 

       ２（６）教科書その他の教材、教具などについて常に研究し、その活用に努める 

          こと。また、学校図書館の資料や視聴覚教材については、これを精選して 

          活用すること。 

 

（２）横須賀市学校図書館づくりの始まり 

昭和 22年（1947年）４月、新学制により新制中学校が誕生した。しかし、新制中学校は 10

校全ての学校で校舎が足りなかった。発足当時の各校の状況を書き出してみると以下のよう

になる。 

     浦郷中…浦郷小校舎一部         船越中…船越小校舎一部  

     坂本中…旧陸軍重砲兵連隊営舎内２棟   不入斗中…旧陸軍重砲兵連隊営舎内２棟 

     池上中…市立工業高校校舎一部      馬堀中…旧陸軍重砲兵連隊営舎内２棟 

     浦賀中…浦賀ドック旧青年学校校舎借用  野比中…旧海軍対潜学校 

     長井中…旧海軍砲術学校長井分校第２棟  大楠中…大楠小学校校舎一部 

  （「資料・戦後横須賀の教育の歩み―学制改革 50年―」1997 横須賀市教育委員会） 

このような状態のため、まず、10校全部に図書室を用意することが喫緊の課題であった。

横須賀市内各校では文部省刊「学校図書館の手引き」をもとにして、学校図書館づくりが

始まった。 

当時の様子が「横須賀市学校図書館研究会史 第２巻 平成 18 年(2006 年)横須賀市学

校図書館研究会 刊」に掲載されているので以下に掲載する。 

なおこれは、平成 15年（2003年）８月 18日佐島マリーナ内において開かれた、座談会

『あの頃の学校図書館』をまとめたものである。 

 

    『図書館づくりコンクールで入賞』 

戦後の 6・3 教育が発足し、学校図書館づくりが始まってま

もない昭和 24 年に母校の大楠小に赴任すると、学校図書館づ

くりを任されました。その当時、すでに旧軍施設を転用した池

上中、坂本中や久里浜小には学校図書館が設置されていまし

た。久里浜小には、歴代会長の藤原校長、石渡、行方先生がお

られたのです。 

1 年目は、文部省刊「学校図書館の手引き」を参考に、既存

の学校文庫の本で分類整理を勉強したり、先輩職員やＰＴＡの

理解と協力で、毎月徴収する学級費に図書費の上乗せや家庭に

図書の寄贈をお願いするなど、まずは蔵書の充実に努めました。 

翌年、２連教室を閲覧室として整備し開館するや、本に飢えていたように児童が押し

かけたのを思い出します。それからは、先進校に追いつけと、休日や宿直の晩も目録カ

ード書きや傷んだ図書の修理など精出しました。 

県教委が学校づくり促進のため、昭和 27年から４年間、各地の先進図書館を表彰する

コンクールを行い、本市の受賞校の仲間に入れたよい思い出があります。   福本 
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横須賀市立坂本小学校学校要覧には、昭和 24年度（1949年度）運営機構表の校務分掌欄に

「図書」が掲載されている（39ページ参照）。このことから、学校図書館の組織づくりがきち

んとなされていたことが分かる。 

 

学校図書館の整備について小学校は、主に図書室の整備、児童書収集等に取り組んだ。学

区の家庭などから、読まなくなった児童書等を寄付していただいたりした。それだけでは足

りないので、各校では月額 20円から 40円を本代として徴収し、蔵書整備に励んだ。 

本代の徴収袋が現存していたので掲載する。 

図書費が公費負担になったのは昭和 45年からである。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

【昭和 35年度学校諸費納入袋 浦賀小学校】 

池上中学校の卒業生の皆さんがまとめた「ドンドン川流れて 初期池上中学校卒業生回想

記」には、当時の様子を思い返してまとめている。そこで、図書室にかかわりのある部分を

紹介する。この本は平成７年(1995 年)、新制中学校設立 50 周年を記念して横須賀市立池上

中学校一期～八期の有志が、当時を思い返し心の軌跡をまとめ刊行された回想誌である。 

 

     ・「流れる雲」   鈴木篤子  二期生 

       ……やがて、学校も戦後の混乱からいくらか落ちつきをみせ、図書室がスタート 

       した。先生を交えて数人で本の下見に行き、購入、分類をして貸し出したことは 

       楽しい思い出の一つとして、今も忘れられない。…… 

 

     ・「池中のころ」   輿水 優  二期生 

       ……池中の三年間、先生方に連れられ見学やハイクに行ったり、先生方のお宅に 

       お邪魔した思い出が強く残っている。何年の時であったか、東大の五月祭にも行 

       った。三年生の時に図書委員で世田谷区の中学へ図書室の見学に行った。…… 

 

                     発行日 1995年 12月 25日 

発 行 初期池上中学校卒業生回想記出版委員会 

                     印 刷 （有）アートクリエイティブ砂田 
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（３）図書館運営 

昭和 24年（1949年）５月 17日、池上中学校において「図書館運営」の研究発表を行った。

図書館運営をどのように行えばよいかリーダーの先生と若い教師が共に一から皆で考え作り

上げていった。 

      校長  笹子武夫    研究発表「図書館運営の実態」山本辰雄 教諭 

      助言者 山本房吉先生（小田原第四中学校校長） 

   ・昭和 24年（1949年）２月 27日、全国学校図書館協議会結成、併せて研究大会が開催さ

れ、笹子武夫ら参加する（東京都氷川小学校会場）。 

      

当時の様子を、行方元会長は次のように振り返っている。 

 

『超大物会長・・・発足の頃』 

  退職して 18 年、発足の頃からの昔話ということですが、印象

に残っていることが３つあります。一つは、図書館研究会にお世話

になるようになったきっかけは、久里浜小学校で石渡正先生と同じ

学校にいまして図書館の勉強をしていきたいと思ったことです。も

う一つは、発足の時は笹子先生、その後 藤原先生と、超大物の先

生が会長だったことです。後に図書館研究会から『あなたが会では

必要なんですよ』と言われ、役所との予算の交渉など要求に関する

ことをやりました。 

 

また、神奈川県では横浜という大きな研究会がありますが、結局は研究会が別々になり

川崎があり、横須賀があり、お互いが力を貸し合って、連携してやっていく。教育研究所

の関係では、研究会から有能なメンバーを毎年所員として送り込んで情報交換などをし、

こんないい関係の地域はないんじゃないか、と思われるほど活動がスムースにいきました。

そういう３つのことは非常に印象に残っていますね。・・・・  行方 

                        （「横須賀市学校図書館研究会史」より） 

 

（４）神奈川県学校図書館協議会横須賀支部の誕生 

    ・昭和 25年（1950年）４月、笹子武夫氏、神奈川県学校図書館協議会副会長に就任 

    ・同年５月、神奈川県学校図書館協議会横須賀支部発足 

    ・同年５月、諏訪小学校において発会式実施、参加校 29校（含 小・中・高） 

会長に池上中学校校長 笹子武夫氏 就任 

    ・同年５月、市立第二高校・市立商業高校・公郷小・沢山小・大楠小等、閲覧室を持つ 

学校が増える。 

    ・同年 11 月１日、沢山小学校、55,000 円をかけて給食用物置を転用し、15 坪の図書館

を作る。 

    ・同年 11月 29日、諏訪小学校の図書館落成し、学校図書館・社会科の研究発表を行う。

「図書館の研究」発表者 渡辺 博 教諭 

行方 正芳 氏 
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    ・同年、長浦小学校に子ども図書館が設置される。 

                         （「横須賀市学校図書館研究会史」より） 

 

（５）感想文集づくりの始まり 

    ・昭和 27年(1952年）第１回神奈川県主催「学校図書館コンクール」において、下記 

     の学校が入賞する。 

       馬堀中学校 坂本中学校 久里浜小学校 汐入小学校 船越小学校 大楠小学校 

    ・昭和 28年(1953年）学校図書館法の制定により、図書館運動全市に拡大 

    ・昭和 29年(1954年）福村書店刊「学校図書館の設営」に下記の論文を掲載 

       「わが校の図書館はこのようにして生まれた～図書の分類はこのようにして～」    

石渡 正 教諭（久里浜小学校） 

    ・昭和 29年(1954年）青葉小学校 研究会開催 

     研究テーマ「学習環境としての図書の整備と読書指導」 

    ・昭和 30年(1955年）大津小学校編「図書館の使い方」発行 

    ・昭和 32年(1957年）横須賀市読書感想文集第１号を手刷りによって創刊 

以後第５号までは手刷りで発行する 

（「横須賀市学校図書館研究会史」より） 

 

（６）学校図書館資料の精選と活用 

    ・昭和 36年(1961年）２月 13日 読書指導講演会 佐野友彦先生 

    ・昭和 37 年(1962 年)  横須賀市読書感想文集が、横須賀市教育委員会の予算で印刷     

されることになった。 

    ・昭和 37年(1962年）11月 横須賀市教育委員会・横須賀書籍組合と合同で、優良児童     

図書展示会を開く（諏訪小学校会場）。 

    ・昭和 37年(1962年）２月 基本図書に関する「読書実態調査」実施 

        中学校 10校 小学校６年 11校 小学校５年 12校を調査 

    ・昭和 38 年(1963 年）12 月 横須賀・三浦地区学校図書委員連絡協議会を結成し、     

責任者を神奈川県立横須賀高等学校長に委嘱する。 

    ・昭和 38年(1963年）４月 研究会総会 

      研究テーマ「図書館カリキュラムの手びき作成」・・・小学校 

           「図書館カリキュラム作成」・・・・・・・中学校 

    ・昭和 40年(1965年）４月 研究会総会 

研究テーマ「図書館利用指導・読書指導の手びきを利用しての実践」… 小学校 

           「中学生の読み物指導の完成」・・・・・・・・・・・・・・中学校 

    ・昭和 40年(1965年）９月「読書指導・図書館利用指導の手びき」完成 

 

    ・昭和 42年(1967年）４月 実務講習会・授業研究会 鴨居小学校 

         公開授業    ６年生       丸山克彦 教諭（鴨居小学校） 

         図書の分類・広報活動について    丸山克彦 教諭（鴨居小学校） 
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         図書館運営の組織活動について    水谷晴子 教諭（浦郷小学校） 

                        （「横須賀市学校図書館研究会史」より） 

 

（７）夏休みの宿題 読書感想文 

   昭和 30年 10月、全国青少年読書感想文コンクールの実施にあたり、本市研究会も参加し、

応募作品を出品した。 

   昭和 32年 10月には、『横須賀市読書感想文集第１号』を手刷りによって創刊。以後、第５

号までは手刷りでの発行であった。 

   昭和 35年、第６回青少年読書感想文コンクールより１類・２類の区別ができ、昭和 37年、

第８回コンクールより第３類課題図書が新設された。 

   昭和時代、夏休みの宿題といえば、夏休み帳・絵日記・ポスター・創意工夫（工作）・自由

研究・統計図表、そして読書感想文が定番であったように思う。課題図書をクラスで回し読

みし、原稿用紙を前に“何をどのように書いたらいいのか”頭を抱えていた子どもが多くい

たようである。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「学校図書館の手引き」文部省 1948 

 ・「資料・戦後横須賀の教育の歩み―学制改革 50年―」横須賀市教育委員会 1997 

 ・「横須賀市学校図書館研究史（年表）」横須賀市学校図書館研究会 1989 

 ・「横須賀市学校図書館研究史 第２巻」横須賀市学校図書館研究会 2006 

 ・「ドンドン川流れて 初期池上中学校卒業生回想記」初期池上中学校卒業生回想記出版委員会 

    1995 

 

７ 中学校体育連盟 

横須賀市中学校体育連盟（以下、中体連）は、昭和 26年（1951年）、戦後の混乱期に体育・

スポーツの発展と生徒の健全育成を目的に設立された。同年、神奈川県中学校体育連盟も設立

されている。 

  中体連の主な活動の一つに、横須賀市中学校総合体育大会（以下、中総合）の開催がある。

市教育委員会と共催で開催している。 

  昭和 27年（1952年）、第１回中総合は開催された。会場は、不入斗中、坂本中の校庭で、学

校数も少なく、全校生徒の応援の中で行われた。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「横須賀市体育連盟設立 50周年記念誌」横須賀市中学校体育連盟 2001 
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８ 教育研究所 

（１）教育研究所の開設 

   横須賀市教育研究所は、教育基本法に基づき、民主的 

文化国家を建設すべき教育を徹底するために、第二次世

界大戦終結直後の昭和 23 年（1948 年）に、全国に先駆

けて田浦中学校内に仮設置され、その翌年に、坂本の旧

軍施設跡に移転した。それからの 36 年間、横須賀の教

育・研修の拠点として、教育研究所としての機能を担い

続けた。 

しかし、開所当初は、市の教育部内の一つの研究団体 

の形で、「新しい教育の研究を成す」ことをミッションと

していた。そのため、草創期における研究所の事業は、

現在の研修センターの機能よりも、教育の調査研究機能

の充実に力を入れていた。 

   「横須賀市教育研究所条例」が施行された昭和 39 年

（1964年）以降は、本教育研究所の事業として、研修を行ってきた。教育研究所創立 30周年

記念誌によると、「条例に基づいて発足した教育研究所は、教育行政を二元化するような独走

や教育現場と遊離した存在になることを厳しく戒め、行政、現場、研究所の密接な相互の関

係を配慮し、研究調査、研修、サービスセンターとしての機能を確立していくことになった。」

という記載がある。 

 

（２）研究調査事業 

昭和 23年（1948年）に本教育研究所が発足してから 17年後の昭和 39年に、「横須賀市教

育研究所条例」が施行され、独立機関としての使命を得る。この機をきっかけに、教育研究

所としての本来的な業務である研究調査事業が開始された。 

   研究調査事業は、所員及び教育委員会指導課（学校教育課、教育指導課）指導主事と研究

員によって構成され、研究調査のテーマを、本市の教育の現場の動向と実践の場から選び、

その成果が還元され実践活動に直接反映することを常に目指して行っている。 

   発足当時から研究調査は行われてきたが、教育研究所紀要としてまとめた記念すべき紀要

第１集のタイトルは、昭和 40 年「算数科学力診断のための調査 数と計算・文章題」「数学

指導資料 現代化からみた二次関数の指導」である。 

 

（３）研修事業 

   研修事業の開始は、「横須賀市教育研究所条例」が施行された昭和 39年（1964年）以降で

ある。昭和 40年（1965年）には、初の研修事業として「読書会」が開催されている。 

 

ア 読書会 

趣旨：テキストの選択、運営は参加者の意思を尊重する。 

    方法：コース制 毎月１回、午後６時から８時まで。 

    教材例：昭和 40年の読書会 
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     ・永井道雄編『教師 この現実』三一書房 1957年 

     ・波多野完治、滝沢武久『子どものものの考え方』岩波新書 1963年 

     ・村松喬『教育の森』1巻 毎日新聞社 1965年 

 

イ 夏季研修 

昭和 40年度（1965年度）から、「夏季研修講座の概要」として、横須賀市教育委員会で、

夏季休業中に実施した講座とその内容をまとめた冊子を発行している。この時期の教育研

究所長は、学校教育課長または事務局次長と併任であった。夏季研修講座の前書き（1965

年）から、研修に対する見解や、講座開設の方針を読み取ることができる。 

    

「研修は教職員のもつ権利であるといえる。したがって機会をみては、大いに努めるべ

きであり、教師としては、誰もがそれをのぞんでいると思う。ところが平素は、授業が

欠ける、雑務が多いなどのことから、なかなか心にかけていても、研修の機会をつかむ

ことはむずかしいようである。 

     そこで、教育委員会としては、ゆっくり研修できる機会として、夏季休業中の利用を

考えたわけである。数年前より、たゞ一日の数時間のこまぎれの研修ではなく、数日に

わたって、内容を広げるよりも、しぼって多少深くまとまったものをつかむような計画

を立てて実施したり、実験・実習をともなう研修をおこなってきたわけである。（後略）」 

                           学校教育課長 中村 亨 

    

毎年どのような研修が行われていたのかがわかるよう、参考として、昭和 40年度（1965

年度）「夏季研修講座の概要」をもとに、実施した夏季研修の概要を掲載する。ちなみに、

中学校教科別研修に翌昭和 41年（1966年）から英語が加わっている。 

    研修場所は、教育研究所の他、文化会館、小・中学校、教育会館などが会場となってい

る。 

     

（ア）一般講座の部（小・中・高） 

○ 学校管理運営講座 ８月 24～27日  

・「学校経営の近代化 その１」    伊藤和衛 東京教育大学  

    ・「視聴覚教材を活用した学校経営」萩原春雄 川崎市立川中島中学校長 

    ・「新しい学校経営」            金沢嘉一 東京都三宿小学校長 

    ・「学校経営の近代化 その２」  伊藤和衛 東京教育大学 

○ 教育評価 ８月 25～28日   

    ・「テストの意義と作問の技術」  金井達蔵 横浜国立大学応用教育研究所 

    ・「知能と学力の相関」          阿部益治 横浜国立大学応用教育研究所 

○ カウンセラー ８月５～６日    

      ・「学校カウンセリングの諸問題」古谷健治 山梨大学 

                  村山秀雄・鈴木文吾・柴崎安正 教育研究所 
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（イ）小学校教科別研修講座の部 

○ 小学校 国語 ８月９～13日 「一読総合法による読解指導」 

○ 小学校 社会 ８月 11～19日 「社会科指導内容の解説－教材の見方・考え方－」 

○ 小学校 算数 ８月 17～21日 「算数科の系統指導について」 

○ 小学校 理科実験講座 ７月 26～28日 「理科指導法及び実験」 

○ 小学校 音楽 ８月 13～23日 「基本要素の系統化・音楽指導の要諦」 

○ 図工・美術 実習講座 ８月 11～13日 「デザイン・工作・版画のコース別実習」 

○ 小学校 体育 ８月 16～18日 「体育教材の講習」 

○ 中学校 音楽（参考）８月５～10日 「器楽（笛のアンサンブル）の指導法、鑑賞指導

について」 

 

（ウ）中学校教科別研修講座の部 

○ 中学校 国語 ８月 17～21日 「中学校国語指導上の問題点と読解指導」 

○ 中学校 社会 ８月９～13 日  「日本地理・世界地理指導内容の諸問題」 

○ 中学校 数学 ８月９～14日  「現代数学の考え方と数学教育」 

○ 中学校 音楽 ８月５～10日  「器楽（笛のアンサンブル）指導法、鑑賞指導について」 

○ 美術 実習講座 ８月 11～13日 「版画の実習」 

○ 中学校 理科 ７月 29～31日 「実験講座」 

○ 技術家庭（男） ８月３～６日  「電気・機械の技術実習」 

○ 技術家庭（女） ８月３～６日  「家庭電気器械の実習」 

 

（４）理科教育事業 

  ア 理科教育センター発足とその背景 

    本教育研究所内に理科センターが設置されたのは、昭和 36年（1961年）のことである。

当時、教育界で当面する重要な課題の一つに、科学技術教育の振興があったが、その根底

となる理科教育の現状としては、施設・設備の不足、指導者研修の機会と施設の不足等の

問題をかかえていた。横須賀市教育委員会としては、理科研究会とともに、昭和 33 年度

（1958年度）以降、それぞれの学校を会場として、組織的に研修を実施していた。それが、

「小学校理科実験講座」「中学校理科実験室」であり、年平均 30 会場において延べ人数が

700人に達するほどの参加者があり、その成果は著しいものがあった。 

 

 

                      （出典：横須賀市教育研究所） 

 

 

小学校理科実験講座及び中学校理科実験室
年度 校種 講座数 会場数 受講者延べ人数

昭和33年（1958年） 小学校 8 21 690
中学校 7 210

昭和34年（1959年） 小学校 15 26 1090
中学校 4 80

昭和35年（1960年） 小学校 10 27 700
中学校 3 90
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しかし、会場がいつも移動し、必要な器具はその都度持ち回っているという点では、決

して満足いくものではなかった。そのため、指導者研修が常時開催できる施設を求める声

が一層高まり、さらには、それぞれの学校に設けるには高価すぎる備品や特殊な器具や材

料を利用できる施設の必要性も出てきたのである。このような背景の中、様々な調査・検

討の末、当時の都立教育研究所理科室をモデルとして、坂本にあった教育研究所の一部を

改修し、実験室・研究室（準備室）・薬品室からなる理科教育センター施設の構想ができあ

がり、昭和 36年（1961年）に完成した。 

 

イ 理科センターの研修 

理科センターは、前述のとおり科学技術教育の振興に対応するため全国的に設置され、

本市にも昭和 36年度（1961年度）に教育研究所内に設けられた。しかし、その根底となる

理科教育の現状としては、施設・設備の不足、指導者研修の機会と施設の不足等の課題を

かかえており、それらの充実が求められていた。 

その後、昭和 36年（1961年）に教育研究所に理科実験室が整備されてからの講座の内容

は、初回のカイコの飼育法に続き、新教育課程に対応する新教材の実験観察法が重点的に

取り入れられた。 

    昭和 38年度（1963年度）からは小学校理科主任を対象とした講座、39年度（1964年度）

からは、春秋野外観察会、部会別自然観察会などが加わり、研修の内容が充実してきた。 

    教員以外を対象とした研修講座も開設している。昭和 36年（1961年）子どもの科学教室

が、昭和 37年（1962年）には PTA母親学級理科実験講座が始まったとの記載がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         【理科実験講座 昭和 48年】（横須賀市教育研究所所蔵写真） 

 

（５）教育相談事業                          

横須賀市教育研究所は、田浦中学校に設置された昭和 23年（1948年）当初には、「教科研

究部」、「学校経営研究部」、「補導研究部」、「海外教育調査部」の４つの部門で活動していた。

「特殊教育」についても、設立当初から教育研究を行い、教育相談の準備を進めた。 

理科実験講座
年度 講座名 講座数 受講者延べ人数 備考

昭和36年（1961年） 小学校理科実験講座 40回
中学校理科実験講座 10回 200
文部省理科実験講座（小学校） 7日 224 県・市共催、夏季

882
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昭和 26年（1951年）９月、教育研究所に「教育相談室」の設置に伴い、相談担当者が１名

配置された。知的、心理的な面において課題があると思われる児童を対象として相談活動が

始まった。形式は、「面接相談」、「通信相談」、「出張相談」の３種類であった。 

これと前後して昭和 26年（1951年）４月に神奈川県の専任カウンセラー制度ができ、横須

賀市にも１名配置されたが、この制度は定着しなかった。しかし、昭和 38年（1963年）に再

び制度化され、主として中学生の非行化防止をねらいとして、改めて市でも１名が配置され、

翌 39年（1964年）にはさらに１名の増員があった。この結果、特殊教育の分野と、反社会非

行的行動、学級の問題の分野の二つに分けて、相談活動を行った。 

昭和 41年（1966年）には、３名の所員が全市を分担し、所内相談・学校訪問・家庭訪問を

実施した。 

昭和 43年（1968年）になると、新たに「事例研究会」が開かれるようになった。これは、

日常の教育活動の中で、具体的な事例を通し、お互いが適切な指導の手立てを見出す会とし

て、年間数回開かれた。また、同年、「WISC技術研修講座」も実施した。 

相談室開設以来、市内小・中学校の特殊学級への入級、市内養護学校への選考に協力して

きたが、同じく昭和 43年（1968年）心身障害児教育対策委員会が制定され、その後、以下の

専門委員会が年を追って設置された。 

「知的障害児専門委員会」、「肢体不自由児専門委員会」、「聴力言語障害児専門委員会」、「障

害児専門委員会」、「病弱児童専門委員会」、「相談学級専門委員会」   

 

（６）教科書センター事業 

教科書センター事業は、「教科書の発行に関する臨時措置法」が施行された昭和 23年（1948

年）に始まっている。毎年各地区で開催される「教科用図書展示会」に出品される教科書の

見本を保存管理することがその事業内容である。 

教科書センターは、学校の校長及び教員、その他の教科書採択関係者のために、教科書・

教師用指導書、その他教科用参考図書を備えて、常時、教科書及び教科の研究ができるよう

にするために設けられた施設である。教科書見本、教師用指導書、文部省（現文部科学省）

配布の教科書目録、文部省（現文部科学省）著作の指導書及び手引書、学習指導要領、県教

育委員会が必要と認める教科用参考図書を備えている。 

教科書センターの事業として、教科書の保管、教科書見本の貸し出し・回覧、法定展示会

の開催、教科書採択研究事業の実施が主なものである。 

横須賀市教育研究所においても、昭和 25年（1950年）から、教科用図書展示会に出品され

た教科書を年代別、教科別に保存している。 

 

（７）図書資料事業 

昭和 23 年（1948 年）の教育研究所開設以来、教育関連図書、教育研究資料、資料用教科

書、教具的民俗資料などにおいて、文献・資料の収集及び貸出を行っている。 

昭和 36年（1961年）の「所報第 21号」から、「研究所図書室便り」がはじまっている。そ

れによると、昭和 35年（1960年）には購入図書が約 30冊、教育委員会寄贈図書が 186冊と

なっている。その後も年間約 200冊ずつ購入し、昭和 41年（1966年）の「所報 27号」には、

図書数は約 4500 冊、研究資料は 1600 点となっている。しかし、図書購入のための予算は年
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間約５万円から 10万円と少なく、なかなか学校現場の要請に応じることができなかったこと

が記されている。 

 

（８）教育研究所設立への思い 

  久里浜の横須賀市教育研究所の玄関を入ると、優しい眼差しの 胸

像がある。教育に造詣が深かった元横須賀市長の長野正義氏の胸像であ

る。胸像のプレートには、初代教育長（S27.11.1～S31.9.30）と横須賀

市長（S32.7.10～S48.7.9）と併記されている。 

  昭和 43年の教育研究所設立 20周年及び研究所月報 50号発刊に寄せ

た次の文章から、長野氏の教育に対する情熱を感じることができる。 

     

「新しい革袋に新しい酒を満たしたい」 

     －教育研究所設立 20年・教育研究所月報第 50号発刊に寄せて－ 

                          横須賀市長 長 野 正 義 

横須賀市が教育研究所を設立したのは、戦後、全国的にも先駆けたものと思う。 

    当時、学務課長であった私が上司と相談し、鈴木政平先生を招聘して、指導課担当とし

て教育研究所創設の任にあたってもらったのである。 

    敗戦という驚天動地の運命に出逢い、占領軍によって一切の統治権を掌握されてしまい、

日本の教育の伝統は抹殺され、その教育の方針は連合軍の指令を受け、アメリカの実証主

義教育論によって指導された。 

    このような占領下にあって、やがて新憲法が生まれ、新しい教育制度が定められた。旧

い教育観念から脱して、新教育の方向に転換するためには、まず教育者の頭の切りかえ、

指導方法の立て直し、教材の選び方等は、教育行政担当者として重要な課題であった。 

    このような立脚点から教育研究所設立の計画は進められた。研究所の構成について注意

を払ったことは、研究所は教育の現場すなわち学校と密着したものでなければならない。

専門家に偏して、その研究が教育の現場と遊離して進められることを避けるために、主と

して現場の教師によって研究所の人的構成はなされた。 

    かくして、この教育研究所は 20年の歳月を閲して多くの実績を残し、本市教育界に貢献

してきた。 

   私が現在、市長の立場として考えていることは、教育研究所の建物が老朽化したので、

これを立て直し、更に設備が整ったものとしたいと思っている。新しい酒は新しい革袋に

入れるという古諺の逆説として、新しい革袋には新しい酒を満たしたいという欲望を持つ。 

   目覚ましい科学の進歩、めまぐるしい社会の変化に応じて、教育もまた、その制度、施

設、指導方法において積極的な改革を図るべきである。 

    １ 教育研究所が、学校や社会に開放される。 

    ２ 教育研究所が、高度の施設、整備された資料をもち、教師や社会人の利用に供され

る。 

    ３ 教育研究所が、教師や社会人に、教育のあらゆる分野における指導を与えうる。 

こんな構想のもとに、新しい教育研究所は設計されたいと思う。 
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久里浜の地に新築移転が実現したのは、これから 16 年後の昭和 59 年である。長野市長の

構想のとおり、教育研究所という新しい革袋に新しい酒が満たされ、長い年月をかけて熟成

が進んでいる。横須賀市の教育に、香しい薫りと深みが増していると信じたい。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「教育研究所 30周年記念誌」横須賀市教育研究所 1979 

 ・「所報・特別編集号 教育研究所創立 65周年記念誌」横須賀市教育研究所 2014 

 ・「旧教育研究所をしのぶ会 冊子」横須賀市教育研究所 1984.11.10 

 ・「施設概要パンフレット」横須賀市教育研究所・横須賀市立図書館 1984 

 ・「所報 第 45号」横須賀市教育研究所 1985.３ 

 ・「教育研究所月報 No.50」横須賀市教育研究所 1968.11.25 

 ・「資料・戦後横須賀の教育の歩み―学制改革 50年－」横須賀市教育委員会 1997 

 ・横須賀市教育情報センター イントラネット・インターネットサイト 
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３章 横須賀の特徴 ～学校現場から～ 

１節 横須賀市の児童生徒 

１ 不登校問題と「長欠児童生徒調査」 

（１）1960年代以前 

明治以来、教育は、昭和の敗戦によって「第二の教育改革」といわれる新しい教育制度へ

と移っていった。  

 日本は、戦争の廃墟の中から立ち上がり、経済は徐々に回復していった。もっとも、戦前

からの優れた工業技術と日本人の勤勉さは復興の原動力であったが、昭和 25 年（1950 年）、

朝鮮戦争が勃発し特需景気に沸いた。この時期から日本経済は急速な発展を遂げていく。 

昭和 30年（1955年）頃から、大都市の企業や店舗に就職する地方からの中卒・高卒の若者

たちが後を絶つことなく「集団就職列車」でやってくる、高度経済成長期を迎えることにな

る。 

 国民は、だんだんと生活が豊かになり、高校への進学率も毎年上昇していき、学歴をつけ

て安定した職業につくことを願い、いっそう受験競争が熱を帯びる時代となっていく。学習

の「落ちこぼれ」という言葉がはやり、時代的にいまだ貧困家庭があり、このような時代背

景のもと、地域差はあるが「長欠児童生徒」への対応が学校現場での課題となってきた。 

 「登校拒否が話題になり増えてきたのは、東京オリンピックが終わった昭和 40年代からで

ある」という心理学者の説がある。ところが現代においても課題となっている不登校は、戦

後教育という視点では、実は、その始まりの段階から資料にあらわれている。具体的には、

学校沿革史における昭和 24年（1949年）の田浦中学校、「９月長欠児のための土曜学級開始」

やその他の中学校のカウンセリング研究などがそれであり、これらは主に横須賀北部や市内

中心部の繁華街に近い学校における記述である。つまり反社会的傾向による長期欠席とみら

れる。また、農村地区、漁村地区、半農半漁地区では、今まで尋常小学校、国民学校を卒業

後、すぐに子どもが働き手となるという慣習があった。したがって、戦後急激に教育が６･３

制に変わって義務教育期間が伸びたにもかかわらず、家業を優先させたための長期欠席もあ

ったのである。『戦後横須賀教育史』（昭和 44 年.横須賀市教育研究所）には「長井周辺の漁

師は、“一人前の漁師に仕上げるには、12～15才にたたきこまなければならない”という、経

験的な職業訓練説を持っていた」という記述や、『鴨居中学校 30 周年記念誌』（昭和 59 年、

横須賀市立鴨居中学校）には「うちの子は将来漁師にしたいので、天気のいい日は船に乗せ

て連れて行きます。欠席も多いので勘弁してください」という記述もある。 

 以上のような時代状況下で、横須賀市は教育研究所を中心にして登校拒否児童生徒への対

応と研究が組織的になされていった。教育研究所は、昭和 31年度（1956年度）と昭和 33年

度（1958 年度）に「長期欠席児童生徒調査」を実施し、その結果を『所報』NO.17（昭和 32

年３月）、NO.19（昭和 34年３月）に掲載している。 

 

ア 「長期欠席児童生徒調査」の概要 

（ア）調査の主旨 

義務教育児童生徒の欠席状況及び環境を把握して、これら児童生徒の就学奨励や助言

指導などへの施策を考えるためのものである。 
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（イ）調査の方法 

   ４月１日から９月１日の１学期の期間、連続及び断続して 20日以上欠席した児童生徒

につき調査を実施。 

 

（ウ）長欠児童生徒の状況 

   長期欠席の原因は、「本人の内面にある」と考えるのが一般的であろうが、親の養育態

度を含め家庭環境が何らかの影響を及ぼしている可能性は否定できない。小中の調査項

目にも「家庭の無理解」「家庭の事情」が設定されているし、中学校では、「家庭の貧困」

が設定されていることは、日本の経済が復興してきているとはいえ、やはり、地域によ

っては、いまだ貧困家庭が存在している様子が横須賀でもうかがえる。 

 

（エ）「長期欠席児童生徒調査」の結果 

     ※「理由」欄の数値は、全長欠児童生徒に対する割合を示す。 

     【小学校】                      （％） 

 

 

 

 

 

 

 

     【中学校】                      （％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

           （「所報 NO.17」「所報 No.19」教育研究所 1957・1959） 

 

イ 調査の結果から 

（ア）長欠の理由のうち、小中ともに「本人の疾病異常」が高率である。この時代は、貧困の

ため十分に医療機関で診てもらえない家庭があることがうかがえる。調査の所感をみ

ると、特に中学校では「結核」が 12名いると記されている。 

（イ）「勉強ぎらい」は、中学校で顕著である。その原因としては、授業が分からなくなった

者や、成績は普通だったが家庭の貧困のため、家事手伝いや留守番等のため欠席し、

だんだんと成績が落ちていき長欠になった例があるという。 

理  由 昭和 28年 昭和 30年 昭和 31年 昭和 33年 

本人の疾病異常 52.3 65.0 73.8 60.0 

家庭の無理解 18.0 12.0   3.0 15.8 

勉強ぎらい 14.2 10.3 4.9   8.7 

家庭の事情   9.4 2.8 

行方不明・その他   3.0 12.7 

理  由 昭和 28年 昭和 30年 昭和 31年 昭和 33年 

本人の疾病異常 13.4 26.1 35.0 34.9 

家庭の無理解 30.0 23.7 3.8 16.5 

勉強ぎらい 34.9 16.3 18.0 23.1 

家庭の事情   22.0 2.8 

家庭の貧困   10.0 17.5 

その他    5.2 
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（ウ）昭和 31年（1956年）と昭和 33年（1958年）をみると、中学校では「家庭の貧困」と

「家庭の事情」を合わせるとかなり多い長欠の結果が表れている。これは、家庭が貧

困のために、生徒が、「新聞配達、牛乳配達、商店勤め、農家に雇われている等のため」

であり、「この子たちが働かなければ家計が成り立っていかない」と調査はいう。 

（エ）小学校の「行方不明・その他」が 12.7％（昭和 33年）と多いが、調査担当者は「所感」

で特にふれていない。おそらく市が就学通知を出した時点で転居してしまっていたり、

転校手続きをしなかったり、家庭訪問してもいつも不在で存否の実態がつかめなかっ

たりという事情があったのではないだろうか。 

 

ウ 長期欠席児童生徒への課題 

（ア）医療面で、生計が普通以下のものについては、生活扶助、医療保護等を考えてやる必

要がある。 

（イ）「勉強ぎらい」も貧困と深い関係があるので、貧困を救う方策が必要である。 

（ウ）生計を支える中学生の就労は、“青少年の労働問題”として重大である。 

（エ）子どもの長欠は早期に対応し、家庭訪問や文書連絡等によって指導することが大切で

ある。 

（オ）長欠対応の施策として、調査所感では「訪問教師及び怠休調査官の設置」を提案して

いる。そして、「できれば教育委員会に怠休調査官をおき、長欠児の調査にあたること

が大切である。又学校には訪問教師をおき、受持ち時間を少なくして、就学状態の調

査指導に当たらせることが望ましい。」と締めくくっている。 

   

この「横須賀市小中学校長期欠席児童生徒調査について」（『所報』NO.17,NO.19）で見ら

れた「家庭の貧困」が長欠の要因となっていることは、この時期に高度経済成長が及んで

いない地域があったことを顕著に表している。 

 

（２）1960年代の長期欠席 

1960年代の長期欠席は、「学校ぎらい」、「登校拒否」、「学校恐怖」などの名称で呼ばれてい

る。横須賀市教育研究所は、昭和 41年（1966年）４月から昭和 42年（1967年）３月にかけ

て市内全中学生を対象に調査を行い『紀要９集 長期欠席生徒についての調査と指導』（以降、

『長欠調査』）としてまとめている。さらに昭和 41 年（1966 年）４月から昭和 45 年（1970

年）８月にかけての教育相談事例を分析し、『紀要 20 集 怠学とはいいきれない学校をいや

がる子とその指導』（以降、『学校をいやがる子指導』）にまとめている。このように２種の調

査を行っていることからも、1960年代においても、長期欠席が重要な課題であると判断され

ていたことがわかる。 

 

ア 『長欠調査』と『学校をいやがる子指導』 

（ア）調査目的と現状把握 

まず、『長欠調査』、『学校をいやがる子指導』のそれぞれの目的や方法、そしてその現

状をどのように把握しているのだろうか。 

『長欠調査』の現状について書かれた文章は以下のとおりである。 
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    最近、増加の傾向にある長期欠席児童生徒（以下、長欠と呼ぶ）のなかには、従来

のような“ずるやすみ”とか、“なまけやすみ”とかいわれたものとは、質を異にする

「学校ぎらい」「登校拒否」「学校恐怖」などが含まれ、数のうえからも、かなり深刻

な問題となっている。たんなる“怠学”とか、“怠休”として、親や教師の権威や、義

務づけ、同情的な援助だけでは解決できないことは、多くの指導実践からも容易に知

ることができる。 

 

この文章からは、これまで怠学や怠休としてとらえられてきた長期欠席（以下、「反社

会的長欠」）が、それ以外の要素もあるのではないのか、怠学、怠休では片付けられなく

なってきた現状に対する教師の困惑が感じられる。そしてその原因を探ろうとして、 

 

    このような現象が、どのようなところに起因しているかという点についても、“家庭

の貧困から”とか、“教育に対する関心がないから”などという単純なものばかりでは

なくむしろ、経済的にもある程度以上の力があり、教育に対しても関心のある家庭な

どからも、このような問題があらわれることは、文化・科学の進歩、教育の高度化な

どによる環境の急変、また、新旧の錯そうという過渡期的現象など、現代社会のひず

みが、子どもはもちろん、おとなにも、大きな問題をなげかけていると考えられる。 

 

と記述されている。社会変化の急変、とりわけ「教育の高度化」、「新旧の錯そうという

過渡期的現象」という語には、昭和 33年（1958年）版学習指導要領の改訂など、一連の

教育改革にもその原因を探ろうという姿勢がうかがえる。 

そして『長欠調査』は、長期欠席の全体像をつかむべく、市の公立中学校に在籍する

生徒全員を対象に、昭和 41年（1966年）４月から昭和 42年（1967年）３月までの、病

気または正当な理由があって欠席したものを除き、１か月に７日以上（連続、継続を含

めて）欠席したものについて調査を行っている。 

さて、それに対して、『学校をいやがる子指導』の調査期間は、昭和 41 年（1966 年）

４月から昭和 45年（1970年）８月までであり、調査対象を、「教育相談室並びに相談担

当者の学校訪問活動などにおける委託相談のうち“学校をいやがる子”に該当する相談

事例」としている。調査対象範囲は、市内に居住する小学校・中学校・高等学校の児童

生徒である。 

調査期間のうち、昭和 41年（1966年）４月から昭和 42年（1967年）３月は『長欠調

査』と『学校をいやがる子指導』は重複するが、両調査の視点は異なっている。 

 

調査実施者も、『長欠調査』は、教育研究所の調査研究員会（各校から抜擢された教諭）

であり、『学校をいやがる子指導』は、教育相談業務に携わる相談員である。 

『長欠調査』の実施時は、長期欠席そのものの増加が課題としてとらえられていた。

確かに反社会的長欠とは質を異にする、「学校ぎらい」、「登校拒否」、「学校恐怖」などの

長期欠席（以降、「非社会的長欠」）も話題になってはいたが、それらは、『長欠調査』に

おいては、 
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身体的な欠陥、病弱とは、明らかな病気である場合、この調査の対象外になってい

る。しかし、この該当者の中には、少数ではあるが、どこか身体の変調、痛みなどを訴

え、それが就学にさしつかえない程度のもの、まったくの虚言ともいえない事例にし

ばしば出合うものである 。 

 

という記述からも明らかなように、まだ漠然としたものであった。長期欠席の全体像

を調査する中で、非社会的長欠もその実体や原因が明らかになるのではないかと調査者

は考えていたのであろう。しかし非行の第２ピークの時期であったので、反社会的な生

徒に対する生徒指導的観点を主とした調査となり、非社会的長欠の解明に近づくことは

できなかった。『長欠調査』のあとがきには、 

 

孤立こもり型・在宅安定型・在宅遊歩混合型・単独外出型・盛場徘徊型・溜り場集合

型……などと長欠生徒のタイプはさまざまなものがあり、また、ひとりひとりがもつ

悩みもいろいろである。 

    こうした生徒に接してきた、その一つ一つが新しい体験であったといっても過言で

はなく当然のことかもしれない 。 

 

と記述されている。つまり、様々なタイプを把握することはできたが、それを掘り下げ

ることはできなかった。調査者にとっては「新しい体験」ではあったが、それ以上には

なり得なかったということである。 

ところが『長欠調査』が発表されて２年後の昭和 44年（1969年）、非社会的長欠はさ

らに注目されるようになった。『学校をいやがる子指導』のまえがきの、 

 

    このごろ、学校をなまけているわけでもないし、風邪をひいたり、腹をこわしたと

いうような生理的なはっきりした原因のわかる病気でもないのに、どうしても学校へ

いきたがらない子ども、いかない子どもがあるようである 。 

 

という教育研究所長の記述が、その状況を物語っている。『学校をいやがる子指導』調査

の動機と目的には、 

 

ここ数年来話題となっている“学校ぎらい”“登校拒否症”“学校恐怖症”などと呼

ばれている登校しない子どもについて、常識的には理解しきれない数々の問題がふく

まれている。 

家族や学級担任・友人などに、明日はかならず登校すると約束し、登校の準備まで

するのだが、翌朝になると別人のように、吐き気や頭痛などを訴えたりして登校する

どころではない。友人が誘いに来ても部屋に入って出てこない。このようなことをく

りかえしているうちに、周囲の人々との接触を嫌い長期間学校を休むようになる。 

こうした類の子どもの問題、現代病的なあらわれは、年を追うごとに増加の傾向に

あり、これに直面する家族や教師は大きな悩みを負いながら苦闘を続けている。いや
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それ以上に本人自身の気持ちは、“学校へ行かなければいけないのに行かれない”“学

校へ行きたいけれど行かれない”ともがき苦しんでいるのが現実の問題である。した

がって、学校を休むという現象は同じであっても、いわゆる怠学による欠席とは本質

的なちがいをもつものである。しかも、学校をいやがる子のそれぞれは、症状の面で

共通するものを感じながらも、個々に内在する問題やそのおり重なりかた、周辺の情

況は千差万別で公約数がだしにくい。 

 

と記述されている。先の『長欠調査』の現状について書かれた文章と比べると、課題の

とらえ方がより明確である。また、 

 

昭和 41年度、紀要第９集「長期欠席生徒についての調査と指導」をまとめた当時か

ら、病気欠席、正当な理由による欠席、怠学など明確な判別がつかない欠席が目立っ

てきた。その後、年を経過するにつれてこの現象が増加の傾向に至ったことは、すで

に多くの人々が知る事実でもある。とくに、昭和 43年頃から新聞・テレビ・雑誌など

マスコミが、盛んにこの話題をとりあげ多くの関心を集める結果となった。（『学校を

いやがる子指導』） 

 

といった社会状況もあった。そして、相談員自身も、業務の中で接した非社会的長欠の

資料や経験を提示しなければならないと考えていた。「ここ数年来、当相談室がかかわり

をもった学校をいやがる子の事例 119 を、どのような形で資料として提供したらよいか

を検討した」という記述がある。そこで昭和 41 年４月から昭和 45 年８月までを区切り

として、相談事例をまとめ、昭和 46年３月の発表に至ったと考えられる。 

 

    これまで、子どもの問題としてとりざたされたものに、たとえば、シンナー、ボン

ドの乱用、窃盗、暴力行為など、がいして、非行・虞犯行為が多かった。もちろんこう

した問題も現存してはいるが、一方、最近の問題傾向の中に真剣に考えなければなら

ない、いわゆる“おとなしい子”のこじれた、こじれかけた問題の一つとして、それぞ

れ個々にとってみれば、人格形成の重要な時期に、「学校へ行きたくても行くことがで

きない」、「学校へいかなければならないことは誰れよりも知りながら、登校直前にな

ると行かれなくなってしまう」、周囲の者から問われるまでもなく自分自身でさえ「ど

うして学校へ行かれないのか」を悩む子どもが多発することを深刻な問題としてとり

あげたい。 

 

という文章が『学校をいやがる子指導』には記されている。 

こうして昭和 41 年４月から昭和 42 年３月までの調査期間は重複するが、『長欠調査』

と、さらに非社会的長欠に焦点を絞った『学校をいやがる子指導』という２種の調査研

究が実施されることになったのである。 

  

（イ）出現傾向と特徴 

図は、『学校をいやがる子指導』の調査期間における、中学生の長期欠席（反社会的長 
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欠も非社会的長欠も含まれる）の出現傾向である。 

３年生の出現率が高いことについて、「これは１・２年と学年が進むにつれて、内在す

る諸問題が表面化したものと考えられる」と述べ、月別には、各年度を通じて５月、６

月、９月、10月、１月、２月と出現率が高いことについて「特に５月頃は学年はじめの

学級編成替えや、友人の変化などによる精神的疲労、９・10・１月頃の長期休暇後の不

適応や、３年生の２月頃の進路選択に関係する複雑な問題がからみあっている」と分析

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜『長期欠席生徒についての調査と指導』（紀要 19集）昭和 41年度データより＞ 

 

現代において課題となっている不登校問題の共通点は、５月連休後、９月、１月とい

った長期休業後の長期欠席の出現である。３学年２月に長期欠席が多いことについては、

たとえば就職が決定している生徒、学校に行くことに意味を見出せなくなってしまった

生徒が、７日以上の欠席をしてしまっているということが考えられる。そして、３学年

全体にわたり長期欠席の数値が高いことについては、反社会的長欠であることも十分に

考えられる。また、現在の不登校との大きな違いは、１学年当初の出現率が少ない点で

ある。１学年当初の不登校出現の原因については、小学校と中学校の文化の違いに対す

る戸惑いであるとか、中学校入学後の人間関係の変化であるとか、それらを総じて子ど

もの耐性が低下しているなど、近年、さまざまな議論がなされている。そのようなこと

から考慮すると、1960年代とそれ以降の子どもは、生活の在り方、ものの考え方、感性

など、確かに変化しているといえるのではないだろうか。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「所報 No.17」横須賀市教育研究所 1957.3 

 ・「所報 No.19」横須賀市教育研究所 1959.3 
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 ・「紀要 第９集『長期欠席生徒についての調査と指導』」横須賀市教育研究所 1967.3 

 ・「紀要 第 20集『怠学とはいいきれない学校をいやがる子とその指導』」 

横須賀市教育研究所 1971.1 

  ・「戦後横須賀教育史」横須賀市教育研究所 1969 

  ・「鴨居中学校 30周年記念誌」横須賀市立鴨居中学校 1984 

 

２ 連合生徒会の歴史と活動 

昭和 27年（1952年）、横須賀市内５校の生徒会の役員たちが、授業が終わった土曜日の午後、

不入斗中学校に集まって生徒会活動をしていくうえで悩んでいることや、現在取り組んでいる

ことなどを交流する機会を設けた。お互いとても参考になったことから、年に４回定期的に、

会場を持ち回りにして集まるようにした。参加校は徐々に増えていき、そのうちにほとんどの

中学校が参加するようになった。これが連合生徒会の始まりである。 

  戦前にはなかった生徒会活動は、日本に民主主義を定着させようとする連合国軍の政策の一

つとして、公立学校における生徒の自主的な活動を推進し、何回か改定された学習指導要領に

も生徒会活動が特別活動の一つの柱として位置づけられてきた。その生徒会が生徒たちの自主

性の中で交流し、他校の優れた実践から学び、それを自校に生かしより良い学校生活が送れる

ようにしようというのが、連合生徒会である。 

 

（１）主張大会 

「主張大会」は連合生徒会の結成と同じく、昭和 27 年 11 月 14 日に市主催の「弁論大会」

として始まった。当時の弁論大会はスピーチコンテストの形式で行われ、各学校の代表が発

表を競う形で行われていた。世界的な問題や政治問題、差別問題など、社会的なテーマが多

く見られた。昭和 40年に「弁論大会」から「主張大会」に変わり、第１回主張大会は昭和 40

年 11 月 24 日に行われた。コンテスト形式ではなくお互いの発表を聞きあう、競争性のない

ものになった。午前 10時からの開催で、会場は横須賀市文化会館。横須賀市全体の中学校と

ろう・養護学校が参加し、各校からの参加人数は学校規模に応じて決められ、文化会館から

遠い学校は貸し切りバスで参加した。主張大会になってから、主催は横須賀市教育委員会で

主管が連合生徒会だった。連合生徒会の担当校では、主張大会の演題の垂れ幕づくりや、当

日の司会進行などを分担して担当していた。 

   第２回主張大会からパネルディスカッションが午後の部に行われるようになり、参加者全

員に対話の場が与えられ、より活発な主張と討議が行われるようになった。 

   各校の取り組みも、国語科が題材集めから原稿書き、発表の仕方までの指導をしている学

校もあり、内容はとても深く、自己を見つめるものや、社会に対する考え、福祉や環境問題

など多岐にわたり、それぞれ考えさせられるものが多かった。 

 

（２）リーダースキャンプ 

   昭和 29年８月に、第１回リーダースキャンプが実施された。会場は鴨居小学校で、２泊３

日の実施であった。その後、昭和 40年代は、走水小学校を会場にしたり、鴨居中学校を会場

にしたりしていた。海水浴なども行われ、楽しみながらリーダーとしての学びをしていた。 
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 リーダースキャンプは、各校の取組を交流し学びあうだけでなく、分散会運営、合唱づく

り、キャンプファイヤーのスタンツづくり、など、宿泊しながらともに取り組む中で協力者

を増やしたり、課題を解決したり、達成感・感動を共有することで、「仲間づくり」を体験的

に学んだ。同時に、生徒会リーダーとしてより成長することを目指していた。 

 

（３）リーダー講習会 

   昭和 31年５月に、第１回リーダー講習会が行われ、その後、春秋の２度行われるようにな

った。 

生徒会選挙で選ばれた新しい生徒会役員に対して、生徒会役員としての自覚の啓発と活動

をしていくための具体的な技術や考え方を中心に教師から講習を行った。会場は中心校がな

ることが多く、土曜日の午後から行われた。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「研究集録 昭和 38年度」横須賀市立小中高生活指導連絡協議会 1963
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２節 横須賀市の教育研究 

１ 理科研究 

（１）理科研究のあけぼの 

昭和 20 年(1945 年)終戦、昭和 22 年（1947 年）教育基本法が制定され、昭和 24 年（1949

年）から文部省検定済み教科書の使用も始まった。 

この年、豊島小学校は横須賀市の研究指定を受け「理科の単元一覧表」の研究テーマを掲

げて研究を進めた。昭和 25年（1950年）２月 23日には研究発表会を開催し「理科の単元一

覧表」を発表した。戦後数年しかたっていないため各学校に裁量権が任されることが多かっ

たこの時期に、単元一覧表が提示されたことは、何をどう教えるのか戸惑うことが多かった

理科教育指導を考える先陣となったといえる。 

豊島小学校では同時に『自然観察の手引き』という小冊子も作成した。図鑑や副読本など

を目にすることが難しかった時代だったので、図や文で詳しく説明されている上に表紙はカ

ラーで製本されたこの手引きは、子どもたちの心をとらえ、参考資料として大いに活用され

たことが伺える。 

『自然観察の手引き』の始めに書かれている「勉強のし方」より

一部を抜粋する。 

      

勉強をしていく上に特に大切なことだけをかいてみましょう。

理科の勉強とか、どうぶつの勉強とかいうと、本を讀んでかいてあ

ることをそのままおぼへさえすればよいように考えている人があ

るかもしれませんが、それはほんとうの勉強とはいわれません。ど

こまでもしぜんをあいてにしてかんさつをする。とってみる。むし

めがねでしらべてみるということがほんとうの勉強です。（略） 

 

昭和 26年（1951年）には学習指導要領（試案）が出て、小学校理科における具体的な目標

も示された。さらに昭和 28年（1953年）には「理科教育振興法」が制定され、昭和 29年（1954

年）には「理科教育振興法施行令」により、小・中・高に実験施設の充実のための費用を国が

保証するようになった。 

 

   昭和 27年（1952年）諏訪小学校では、「理科単元表と用具施設について」の研究テーマの

もとで、単元表づくりと用具施設の充実に取り組み、昭和 30年（1955年）には「問題解決学

習のための理科施設環境について」の研究を深めた。この年の 11月には研究発表会も行った。 

逸見小学校では、 

昭和 29年    「理科研究の施設の充実をめざして」 

昭和 30年    「各学年別テーマを追って」 

昭和 31年    「科学的態度を身につけるにはどうしたらよいか」 

昭和 32年・33年 「発見的学習態度とその導き方」 

のテーマの下で５年間研究を進めた。そして、昭和 31年（1956年）と 34年（1959年）には

研究発表会も開いた。 
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長浦小学校では、 

昭和 29 年～32 年「理科学習における観察及び実験指導を効果的にするにはどのように

したらよいか」 

昭和 33年    「理科学習を効果的に進める方策」 

のテーマを掲げ、昭和 33年（1958年）には研究委託を受け、この年の２月には研究発表会も

開いて５年間の研究をまとめた。 

 

（２）昭和 33年(1958年)学習指導要領改訂 

今までの生活単元的性格の問題解決学習が、科学の体系が重視されるとともに、学年ごと

に学習内容が系統的に深まる教育内容となった。また、学習指導要領が教育課程の基準とし

て位置づけられた。 

 

走水小学校では、昭和 38年（1963年）～47年（1972年）の 10年間にわたって理科研究

に励んだ（※昭和 38年～39年の研究は、「第０期３章３節３（３）」に記載）。この研究の

中で、昭和 45年（1970年）と 47年（1972年）には研究指定を受けた。また、昭和 45年

（1970年）～47年（1972年）には毎年研究発表会を開いた。そして昭和 47年（1972年）

の 12月１日、研究 10年間の集大成を発表した。さらに、『走水 10年の歩み 子どもの見

方・考え方を高める理科指導―理科学習とテレビ―』と題した「研究紀要７」を発表した。 

 

    昭和 38年   「理科学習の在り方を求めて」 

    昭和 39年   「教材の系統性に立って子供の見方考え方を高める指導」 

    昭和 40年   「電気教材における発展的系統的指導」 

    昭和 41・42年 「植物教材における各学年の成長段階をどうおさえて指導したらよい

だろうか」 

    昭和 43年   「新指導要領移行措置ならびに宇宙教材の研究」 

    昭和 44年～47年「子どもの見方考え方を高める理科指導」 

    昭和 44年    ―天体と地球上における気象地質を中心として― 

    昭和 45年    ―宇宙教材を中心として― 

    昭和 46年    ―理科学習とテレビの利用について― 

    昭和 47年    ―理科学習― 

  

同紀要内「走水小理科教育 10年を回顧して」より抜粋して掲載する。※原文のまま 

 

   長山総一郎元校長 

こどもたちの学校生活の中で最も多くの時間を費すのは教科の学習である。この時間を

充実させなくては正しい知識、理解の習得はもちろん態度、習慣などの人間性の形成も望

むことができない。教師は授業を通してこどもを変革していかなければならない。こんな

ことを話しあってこどもたの学習意欲を高め考えることの大切さと喜びを身につけさせる

ことをねらいとして理解指導にとりくんだのがそもそものはじまりである。だからはじめ

はがむしゃらに授業をやってみた。そしてみんなが指導する内容と指導の方法に目をむけ
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てきた第２年目に教材の系統性とこどもの見方や考え方に焦点をあわせて研究してみるこ

とにしたのである。毎月ひとり一回こまかい授業案をつくって授業をやってみた。授業案

は何度となく検討をしてかきなおしてからつくりあげた。そして授業後は徹底的に批判を

しあった。そこには全くおせじをぬきにして授業者には酷と思われることも遠慮なく言い

あった。助言者には指導主事、現場教師、学者など広く求めて、きたんのない意見をいっ

てもらった。こうした２年間の実践のあとが研究紀要№１にまとめられ、40年の５月に発

表されたのである。苦しかったけれど一生忘れることのできない実践である。 

 

最上満前校長      

    昭和 38年に発足した研究は、44年度には既に物理化学、電気、植物等の各領域を終り、

残る「地球と宇宙」の分野にとり組んでいた。中でも天体教材は困難を極めたが、職員は

創意工夫、専心努力して、45年度には研究紀要№４「宇宙教材」をまとめ、主に天体観測、

地質観察のグレードを明らかにし、市委託の研究発表を行い、年度末には紀要№５「気象

観測のグレード」も追加完成した。ここに於て一応全分野を終了したわけであるが、時恰

も教育設備近代化計画による全教室テレビ設備が実現したので、46年度はこれを機会に当

面する急務である教育機器の利用について「理科学習とテレビ」の問題に取組んだ。元来

直接経験を主体とする理科学習にその利用が可能であるか否かという根本問題から出発し

て、実践を通してそのあり方を追求し、進展する教育方法の現代化の中で、子どもの思考

力を高める手だてとして有効との結論に達したので、研究紀要№６「理科学習とテレビの

利用」をまとめ、中間発表を行った。47年度はこの成果に自信を得て、更に本格的な研究

を進め、研究十年の成果を画する決意を新たにしたが、９月後任に理科教育の権威者であ

る吉野校長を迎え、心残りなく引継ぎを行った。職員一同熱烈な研究意欲と強固な団結、

終始変らぬ雑賀先生のご懇篤なご指導に深く敬意を捧げる次第である。 

 

同紀要内「子どもの見方・考え方を高める理科指導 本年次・理科学習とテレビについて」

より抜粋して掲載する。 

 

   熊沢賢雄 理科主任 

   本校理科教育の曙 ―子どものわかり方を求めて― 

   （１）本校理科研究のねらい 

      子どもたちが、自然の事物現象に関する疑問や問題を、子どもの能力に最もかなっ

た方法で、必要と興味をもって研究し、経験することによって自然の法則を発見し、

自然を認識させていくわけである。その過程において、科学的なものの見方・考え方・

扱い方を身につけふだんの生活に筋道をたて、さらに生活を豊かにしたり、自然には

たらきかけていく子どもにまでしたいと願ったのである。 

      このねらいが達成されたときには、走水の子どもたちは、質的にも量的にも変革さ

れた子どもになり、ひいては創造性のある子どもにまでなるであろう。 

   （２）最初の出発  理科教育の在り方を求めて 

      上記のねらいを達成させるために、教師ひとりひとりが授業を通して理科学習の在

り方を求めたのである。 
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      わたしたちがこれまでやって来た授業は、明確なねらいのない授業・科学的な見方・

考え方になっていない授業、生活経験との結びつきを大切にするあまり、導入に時間

をかけすぎる授業、問題意識をもたせないで実験を数多くやらせている授業、先行経

験とのつながりを少しも考慮していない授業などおよそ見方・考え方・扱い方を育て

るには程遠いものであった。 

      そこで私たちは、授業研究の必要を強く痛感し、子どもを主体としたよい授業を求

め、授業の本質に迫るべく努力していくことを確認し合ったのである。そして授業の

本質に迫るには、１．系統性の研究 ２．見方考え方のトレーニング の必要に気づ

いたのである。それは、授業の本質に迫るしまりのある授業をするのに、この二つの

研究が欠かせないものであると判断したからである。系統性の研究とは、指導要領に

示されている内容が、どんな内容から発展してきたのか、さらにどう発展していくの

か、またその基本になっているものは何かを研究することである。系統性に立った授

業は、子どもの実態に即したものでもある。また理科教育のねらいでもある見方・考

え方のトレーニングは、素材を教材化して位置づける過程で設定されるものであるが、

どんな見方・考え方を、どんな場面で育てたらいいのか分析的に打ち出していき、事

前に意図的に準備しておくことが必要であり、それはとりもなおさず、授業の本質に

迫るための手順と考えたからである。 

 

   天文教材 

小学校での天文教材のねらいは、広大な宇宙空間の広がりとその空間の中における太陽・  

月・星など天体の見かけ上の動きの観測を通して結果からきまりを導き出し、地表上にお

こる現象と関係づけながら地球が自転することを理解させることである。 

 

われわれの住む地球が、わかるような能力の子どもに育て上げるためには、それなりの

発達段階に応じた適切な指導がなされなければならない。しかし、私たちの日常が、やや

もすると、児童の発達段階を無視して高次なことを指導したり、一足とびしてしまい勝ち

であるが、このような指導は、この学年ではこの程度という目安があれば、どんなに日々

の学習に役立つことかと話し合い、検討を重ねた。 

もとより、グレードには、理解のグレード、味方・考え方・扱い方のグレード等いろい

ろに考えられるが、天体学習においては、観測（観察）による正しい記録がもとになって、

学習が成立する。従って記録が正しくとれていなければ、効果ある学習は期待できないわ

けである。そこで天体のグレードを観測（観察）におき、その観点や方法を指導要領の内

容に求め、発達段階の系統を考慮しながら作製した。 

グレードの柱として「一時点としてとらえるもの」と「連続してとらえるもの」の二面

から、それらの要素を抽出し、具体的なグレードの内容を組み入れていった。 

一時点としてとらえる見方の観点として、方角、位置、高さ、形、色、輝き、明るさ、も

よう、傾き、へだたりを入れ、連続としてとらえる見方の観点として、動き、変化、並び方

を入れ、変化させるものの関係でとらえられるものすべてを包括するようにした。 

ここでは、それらの全部を尽すことはできないので、「位置」の捉え方のグレードについ

て例記する。 
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１年では、太陽の位置の表わし方として、比較的近くの屋根とか山、木などの地物を基

準にして、その上とか間など点としての天体の位置をとらえさせる。その場合、なるべく

平面的な低い位置がないと高さが加わってむずかしくなる。また影が短くなったり、向き

が変わった時、太陽は前とは違ったところに見える程度におさえる。 

２年では、方角（東西南北）と地物を基準にして位置を決める。２年でも位置は、１年

同様、点としての位置である。 

３年では、月の位置を方角と地物、それに高さを加えてとらえるようにする。方角は方

位磁石をこの学年で扱うようにし、方位は、東西南北の四方位とする。高さは、空を低い

空、中空、高い空の三つに区分してとらえられるようにする。 

４年では、星の位置を最初は地物との関係でとらえ、北極星の学習後は、この星を基準

にして、他の星の位置をとらえるようにする。そして一つの星だけでなく、いくつかの星

を一つのまとまりのある星（星座）として、星相互の位置をとらえるようにする。高さは、

３年同様腕を伸ばした高さでとらえるようにする。 

５年では、星の位置を方位と高さでとらえるのであるが、星座の位置を星座早見盤を使

って、確かめるようにする。この学年では、方位と高さを手製の簡単な測定器を使ってと

らえさせるようにする。そして４年まで三区分した空の広がりを、天頂０度として、横を

30度毎に３等分し、縦を 15度ずつに区切った記録用紙に星の位置を表せるようにする。 

６年は省略するが、他の要素もこのように、しっかりしたグレードを確立して位置づけ

ていった。 

さて研究紀要№４に記された実験・観察の方法は、飽くまで一つのサンプルを示したも

ので、尚実践を重ねて加筆訂正するよう心がけている。しかしこのようなグレードができ

たものの、それまで指導が万事うまくいくとは限らず、天体観測に共通して問題になる点

も多い。 

特に夜間観察を必要とする３年生以上にそれが多い。それは、天候に災いされて観測が

中断されたり、観測不可能になる日が多く、なかなか思うに任せないことである。 

例を４年の「星」の学習にとると、７月初めから 10 月末と意外の長期間学習となった。

これは度重なる天候不順のためである。また５年「星と太陽の動き」の指導でも４年同様

４ヵ月の長期に亘った。だから天体学習に当たっては、時期の選定が問題となる。 

また夜間の観察を家庭学習にすると、個々ばらばらな記録や共通経験でないこともあって

学校での指導が円滑に進まない。夜間に児童を学校に召集して行なう一斉指導では、児童の

安全対策や家庭の協力を求めるなどの繫雑さが伴なうが、同じ場所で同じ観測経験をするた

め、その記録をもとにしての話し合いは、ねらい達成に有効で、学習が円滑に進行する。 

今後の問題として、家庭学習を通しても効果があげられるような方途を考えていきたい

ものである。 

ついで、記録の方法であるが、家庭で記録をとってきたものを見ると、不正確なものが多

い。何回か記録をとらせ、その都度修正させ、正しい記録のとり方を指導する必要がある。 

できるだけ正しく記録されるような指導も今後に残された問題である。 

ここにとりあげたものは山積する問題点のほんの一部に過ぎないが、最後に教師自身が、

広大な宇宙をとりまく諸現象について、理解不足であれば、子どもの指導も十分なされな

いし、ねらいの達成も望めない。 
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浦賀小学校は、昭和 39年（1964年）～43年（1968年）の５年間理科研究を行った。昭和

42年（1967年）と 43年（1968年）には研究指定を受け、昭和 42年（1967年）２月及び 12

月と昭和 43年（1968年）11月には、研究発表会を開いた。 

    昭和 39年・40年  「見方、考え方を伸ばす理科指導」 

    昭和 41年～43年  「科学的な見方・考え方を伸ばす理科指導」 

              ―原因結果の関係についての見方・考え方を育てる指導― 

 

≪参考資料≫ 

 ・「自然観察の手引き」横須賀市立豊島小学校 1949 

 ・「研究紀要№７ 走水 10 年の歩み 子どもの見方・考え方を高める理科指導―理科学習と  

テレビ―」横須賀市立走水小学校 1972 

 

２ 視聴覚教育研究 

  横須賀での視聴覚教育は終戦後、米軍による機材の援助を受けながら、映画館を利用した映

画教育として始まったが、昭和 26 年（1951 年）２月、横須賀市視聴覚教育研究会の発足を機

に、小学校中学校問わず全市的に進展していった。 

  昭和 28 年（1953 年）11 月には教育研究所内に正式に視聴覚ライブラリーが設置され、活発

に利用されるようになったが、昭和 58年（1983年）９月に市立図書館に移管された。新教育研

究所の完成（昭和 60年）とともに、視聴覚室も新設され、視聴覚機器を使った教育についての

研究が進められていった。その視聴覚教育の進展に神奈川県教育委員会が制作していた「学校

教育放送番組」が利用されていた。 

  昭和 47年（1972年）にテレビ神奈川が開局し、神奈川県教育委員会は映像により教育効果を

高め、また地域による差がなくなるよう「学校教育放送番組」を制作し始めた。横須賀市は昭

和 47 年（1972 年）の県教委の調査で、電波の受信状況が悪く、難視聴地域に指定され、翌 48

年（1973年）から全部の番組がビデオパッケージとして貸与されるようになったが、オープン

テープであったため、十分な活用ができなかった。 

 

≪参考資料≫ 

 ・「所報特別編集号 教育研究所創立 50周年記念誌」横須賀市教育研究所 1999 

 ・「横須賀市公立学校における UHF（TVK）受診状況」横須賀市教育研究所視聴覚教育研究班 

 1973
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３節 各学校の取組 

１ 学級指導 

  昭和 37 年（1962 年）頃から研究が進められていた集団主義教育理論の影

響を受けて、当時の中学校の担任の学級づくりは、まず班づくりから始まっ

た。学習の助け合いや係活動を行う母体としての班であったが、班会議や班

長会議を通じて班長や班員をいかに選び、いかに自覚をうながしていくかと

いう目的をもった、いわばリーダーの育成と学級の質的向上をねらう班づく

りであった。班会議や班長会議で生徒たちは、自分たちの学級の問題点の討

議や分析をしたり、学級レクなどの企画を決めたりして、それを自分たちで

実行していく力を養っていった。 

 また、多くの担任は、その班の中で意見交換をする場として「班

ノート」を各班に１冊与えた。家で生徒が書いてきた班ノートを

朝の HRで集め、その日のうちに担任が返事や感想を書いて、帰り

の HRで各班に返し、次の生徒がまた翌日までに書いてくるという

取組みであった。担任にとっては、６冊分の返事を書くことにな

り、大変な苦労でもあったが、生徒と担任、そして班の中の生徒

同士のコミュニケーションをはかることにおいては、多大な効果

があったと思われる。 

  生徒が書いてくる内容は多彩であった。「一日の授業や行事の感想」「部

活の話」「家での勉強の悩み」「自分自身の紹介や家族の紹介」「自分の趣

味の紹介」「世の中のニュース」「班員同士への意見や感想の交流」「担任

への質問や感想」など、書くことの苦手な生徒でも、担任の返事を楽し

みにしながら、また他の班員の文を読むのを楽しみにしながら書いてい

ったと思われ、班ノートは、班をまとめ学級をまとめていく大きなツー

ルであった。 

 生徒の思いに対し、担任が誠実に答え、それを班員の中で共有されて

いくという安心感の積み重ねが、互いの信頼感につながっていったのであろう。修学旅行のバ

スの中でも班単位で係りがレクを組んで楽しみ、宿舎でも、生徒全員と教員が大広間で遊べる 

というおおらかさのある時代であった。 

 

  学級づくりの計画と実践過程 一覧      

 １期 寄り合い班の段階 ２期 前期的班の段階 ３期 後期的班の段階 

班

の

集

団

像 

教師の権威が集団の内容と

形式を支えている。子ども

は個人的利益を追い求め矛

盾、対立、混乱を繰り返す。 

集団の厳しい確かめ合いに

よって選び出された班長が

集団化をおしすすめる。 

学級の集団的な団結と意識

の高揚が集団を支える。 

班ノート表紙 

コミュニケーション 

担任から 
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班

長

の

選

び

方

と

質 

班長は、教師の要求によっ

て、または班員が班から選

ぶ。 

ここでは無自覚に選ばれた

班長だから資質も低い。し

かし何回かの班替えですぐ

れたこどもが班長として残

っていく。 

班長は立候補して学級が選

ぶ。(記名投票)班長が自覚

して班編成する。 

ここでは学級の集団化を自

覚的におしすすめようとす

る子ども、個人的優秀性と

指導者としての意識高揚が

みられる。 

班長は立候補して学級が選

ぶ、または学級が班長を生

み出していく。 

ここでは誰もが集団に支え

られ班長になれるが、立候

補してやる気のある子が選

ばれる。核につぐ活動家集

団が就任する。 

班

員

と

班

と 

集

団 

班員は班内でそれぞれ自分

の利益を追求し、班はいつ

も矛盾対立がおこる。班は

班長の指導の元でおくれた

子どもなど個人への取り組

みや矛盾の解決に取り組

む。班員は班に要求し、そ

れは班長会議へ提出された

りして、班としての要求と

なって集団へ出される。 

班は班員の矛盾に一層深く

取り組み困難な問題は班長

会議、全体会議で討議され、

集団としての組織的な取り

組み体制が生まれる。また

直接班員が集団に要求し集

団は個人に要求する。つま

り集団が班員一人一人の人

間理解を深めその可能性を

追求していく構えをもつ。 

集団の要求を班や班員が厳

しく自己に要求する。どの

班員も直接集団に要求でき

るようになり、また集団と

対決できるようになる。集

団は他の集団や上位集団と

の矛盾を克服するために自

主行動による組織的な取り

組みが行われる。 

段

階 

個人が自分だけの利益を追

求し更に自分の利益を班の

利益の中で獲得する段階 

班の利益を集団的利益と統

一させていく段階。学級の

集団的利益と全校生徒集団

の利益の統一 

個人と学級集団利益の完全

な一致 

   （横須賀市小中学級活動研究会「学級づくりの計画と実践」1962.10）  

 

≪参考資料≫ 

 ・「学級づくりの計画と実践」横須賀市小中学級活動研究会 1962.10 

 

２ 宿日直制度 

（１）宿日直制度と学校警備員 ～執筆者の体験から～ 

   昭和 40年（1965年）、新採用教員として、母校である船越小学校に赴任した。10年前に巣

立った母校での教員、子どもの頃の出来事が走馬灯のようによみがえった。 

   当時は、宿日直制度があり、県費負担教職員のうち校長、教頭を除いた男子教員は週に１

回程度宿直当番が回ってきた。女子教職員は日直を行っていた。 

   私は学区内に住んでおり、しかも独身のため先輩教員から「宿直代わってもらえない」と

言われると、断る理由がなくほとんど毎日学校に泊まっていた。 

   宿直の夜は長い。夕食後、午後７時頃になると、１回目の校内巡視を実施。２回目は就寝

前の午後 10時頃。その間に翌日の教材研究を行った。特に理科は実験道具の準備や予備実験、

図工や家庭科は見本の作品作りを行った。船の見本作りの際に電動ノコギリで左の親指を切

り、学校医の先生の所に行き、縫合手術をしていただいたこともあった。 
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   また、宿直当番以外の若手教員はすぐに帰宅せず、教材研究等をした。時には先輩教員か

らも職員室や宿直室で研究授業の指導や教師としての心構え等の話をしてもらった。 

   当時は木造校舎、管理棟にある校長室、職員室、保健室、宿直室やトイレ等には電灯があ

ったが、普通教室には無かったため、校内巡視には懐中電灯が必需品であった。懐中電灯を

片手に静まり返った校内を巡視する。理科室には人体模型があり、懐中電灯を照らすと骨格

標本が浮かび上がってドキッとしたり、１回目に戸締りを確認したドアーが開いていたり、

時には体育館のマットに酔った男性が寝ていて、驚いたこともあった。その後、バットを持

って回ったこともあった。 

   ３回目は翌朝の午前６時半頃。児童が登校してくる前に校舎の安全の確認。宿直の晩は校

舎の管理が頭にあり熟睡することが出来ず眠い目をこすりながら行った。 

   船越小学校には学校警備員が配置されており、夕方になると出勤してこられた。この方は

プロの警備員を長く勤めていたが、船越に来られた時は、かなりの高齢であった。暗い校内

を回る２回目の巡視の際は一緒に行ったこともあった。 

 ある年の夜、数人の教員が残って、教材研究や雑談をしていた時「校内警備に行ってきま

す」と言って出かけた警備員がなかなか職員室に戻ってこない。「何かあったのかな？」と心

配になった私たちは校内を探した。 

   すると、６年生の教室の近くにある防火シャッターの前に警備員が仰向けに倒れており、

あたり一面血の海であった。呼びかけても返事はない。体を動かすことはできない。驚いた

私たちはすぐに 119 番通報。学校近くに消防署があったので間もなく救急車が到着。救急隊

員の話では「降りかかっていたシャッターの下を潜り抜けようとして頭をぶつけたのではな

いか」とのことだった。警備員はこのまま横須賀共済病院に入院。 

   その後、危険防止のためにヘルメットが市から全校に配布された。 

 

（２）宿直室での現職教育 

様々な問題をかかえる学校という環境の中で、新人も着任早々、慣れない夜間の勤めを１

回 700 円前後の手当をもらい、宿直を経験していくわけである。他県などから赴任してくる

新人は、アパートなどを借りるわけであるが、都合により赴任前に住むところが見つからな

い場合、見つかるまで、当座、学校の宿直室に寝起きする新人もあった。その体験談がある。 

当初、宿無しの小生は、学校の宿直室で寝泊まりし、食事は用務員さんの世話になって

いた。もともと酒は嫌いでないから、ほとんど毎夜のつき合いで飲みながら、教師として

の心構えや学級経営、教科指導、生徒指導などについては、こうした中で先輩から教わっ

た。しかし、翌日は酒臭い息を吐きながら授業をして、生徒にひんしゅくを買うことも多

かった。 

（『「響」創刊 20周年記念誌』2006 p.85より）※原文のまま  

とある。「毎夜のつき合い」ばかりではなく、囲碁、将棋なども職場の先輩から鍛えていただ

くのである。腕を磨いた新人は、文化部の囲碁・将棋部の顧問・必修クラブの顧問を担当で

きるようになった例もある。 

また、宿直室で、先輩から管理職の特徴とその対応の仕方などの処世術を聞いたり、職員

室の雰囲気や教諭、養護教諭、事務職員、用務員の個性などを聞いたりして、早く職場に慣 
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れるように配慮してもらうことも多くあった。 

   「鴨居中学校創立 30周年記念誌」によると、宿直室の使い方が大変興味深い。 

Ｋ（校長）：毎晩当直の先生のところに大勢の生徒が教科書を持ってきて夜遅くまで頑張

りましたね。鴨居中は何でおそくまで電灯をつけてるんだろうと言われるく

らい、先生方は生徒の面倒をみてくれたわけです。市教委の施設課からも「鴨

居中学校は電灯代がかかりすぎる。」と私のところに文句がきた程でしたよ。 

Ｏ（養教）：よく当直の先生にはおかずを運びましたよ。お風呂もうちに入りに来たりし

てね。             

（『鴨居中發展の三十年』 1984 p.19） 

以上、座談会での会話である。養護教諭のＯ先生の自宅は学校の近くだったのであろう。

女性の先生の「差し入れ」は全国津々浦々よく耳にする話である。 

また、新人も先輩にならって、宿直のときには学習の遅れのある生徒を学校に呼んで勉強

を教えていたのであろう。その様子がよく伝わってくる。このように宿直は、教師としての

心構えや学級経営、教科指導、生徒指導などを学ぶ格好の場でもあったことがうかがえる。 

 

≪参考資料≫ 

・「退職中学校長懇親会機関紙『響』創刊 20周年記念誌」退職中学校長懇親会 2006 

・「鴨居中学校創立 30周年記念誌『鴨居中發展の三十年』」横須賀市立鴨居中学校 1984.11 

・「三教組 35年のあゆみ」三浦半島地区教職員組合 2003 

 

３ 学校研究 

  学校内で教員が相互に授業を観察し、批評し合う必要はかなり古くから説かれてきた。 

  学校という場は、教育実践の場であると同時に、実践の事実に基づいた研究をすすめ、その

ことを通して一人一人の教員が力量を高めていくことができる格好の場である。この場を生か

すためには、教員が自由に発言し合い、担当分野を越えて相互に批判・交流できる場になって

いることが必要である。この意味で、校長・教頭の果す役割は大きい。 

  そして、校内研究が学校の実態から離れて形式的なものになったり、研究授業などの特定の

機会だけにとどまったりすることは、厳に避けなければならない。 

  実践の事実を持ち寄って日常的、持続的な研究の積み重ねが極めて重要である。 

  ここに本市の校内研究の一端を紹介するが、多くの貴重な校内研究があることを明記したい。 

 

（１）「版画で育った子どもと教師」 

   池上小学校の版画教育には、戦後の「図画工作」の歩みが反映されている。 

   昭和 22年（1947年）、「学校教育法施行規則」により、「図画工作科」が設置された。 

   しかし、昭和 21年（1946年）以来、教科書の使用が禁止され、中高等学校では昭和 26年

（1951 年）まで、小学校では昭和 29 年（1954 年）まで教科書がなく、現場からの求めもあ

り、昭和 25年（1950年）頃、教科書に準ずる参考書が多く発行され、具体的な教材、指導例

が発表された。しかし、版画の扱いは貧しかった。 
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   このような状況に対し、本市では、昭和 44年（1969年）、「生活に基づく新しい図工科・基

底」が、翌年、「単元構成と指導計画」（横須賀プラン－小中高）が発表され、全国的に大きな

反響を呼んだ。 

昭和 26年（1951年）12月、「学習指導要領（試案）」が発表され、「造形」という言葉が使

われ、描画の領域で版画が増えてきた。 

   昭和 26年（1951年）12月、大田耕士らによって、「日本教育版画協会」が設立され、この

活動も版画教育に大きな影響を与えた。本市においては、昭和 28 年（1953 年）10 月、諏訪

小学校で、大田耕士氏が講師として講演会を開催している。 

   昭和 26年（1951年）頃、再び「生活綴方」が復興し、山形県山元村中学校（山びこ学校、

無着成恭）の文集「機関車」の版画特集「炭焼物語」（1971年３月）が紹介され大きな反響を

呼び、版画教育発展への大きな刺激となり、生活綴方を実践する人々が版画を推進する力と

なった。 

 

ア 版画教育がいつから始められたのか 

版画教育がいつ始められたかを示す資料を確認することはできなかった。昭和 25 年

（1950年）４月に赴任した、小野登美子教諭が「楽しい版画の時代」と題し、次のような

文章を寄せている。 

～便利にきれいに暮らしたいと願わない人はありません。こんな池上小も、先生やみ

んなの手で少しずつ改良されてきました。割れたガラスをつなぎあわせるにも、ステ

ンドグラスふうに見せる工夫をしたり、くずれた壁には、みんなで描いた壁画をはる

など、いつの間にか板やむしろは影をひそめるようになりました。 

こうして美しい環境づくりをめざしているうちに、図工の力がぐんぐんと育ってい

ったのです。中でもみんなが、大好きで得意だったのは版画でした。～ 

（創立 30周年記念号「めばえ－わたしたちの学校」横須賀市立池上小学校 1964．11．1） 

子どもたちの版画に対する関心、教員の版画に対する熱意の起源は、ここにあるのでは

ないだろうか。 

 

イ 版画指導の必携「版画」の作成 

 昭和 28 年（1953 年）12 月 10 日、図工研究部が小冊子「版画」を作成。

ここでは、版画の用具、材料をはじめ、低・中・高学年の指導内容、例えば、

中学年では刀の持ち方、使い方、また、白鳥石によるエッチング画法、瓦版、

合羽版等、いろいろな技法も紹介されている。 

 また、従来の「小さい絵」という版画の概念から、集団版画、絵巻物を作

成したこと、文集もスマートで斬新な形を取り入れ編集したことをあげて

いる。 

 

ウ 当時の子どもは学校生活をどう思っていたのだろう 

昭和 29年（1954年）、６年２組に在籍した高梨真智子さんは、「私達の毎日」と題し、次

のような文章を書いている。 
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    ～かならず、１か月に１度ぐらいは、よその学校から先生方が、大ぜい私たちの勉強  

を見にいらっしゃる。そして、いろいろなことをお聞きになる。この間、版画をやって

いた時にも、黒ぶちの眼鏡をかけた男の先生に、 

    「この絵は、自分で画いたの？」 

    とか、バレンをさして 

    「これは何ですか。どうして作るの？」 

    などと質問された。 

そのほかの先生方も、ノートに鉛筆や万年筆で何かさかんに書き込んでいらっしゃっ

た。 

     時には、新聞社の人達が来て、カメラで版画などを写真にしていく時もある。私は、

そんな時、自分が池上小学校の生徒であることがたいへん嬉しくなる。～ 

（創立 30周年記念号「めばえ－わたしたちの学校」 

横須賀市立池上小学校 1964．11．1 P.17） 

 

エ 認められた版画研究 

版画研究は、いろいろな成果をあげていた。讀賣新聞が全国の小中学校を対象にした版

画コンクールを行っていた。昭和 28年（1953年）11月 13日、神奈川讀賣に「全国小中学

校版画コンクールに輝く」という見出しで、「全校生が版画研究－日仏展でも入賞した池上

小」というリードで、次のように報じられた。 

    「池上小は 25年から図工科に版画を取り入れ、いまでは１年から６年まで千余名の児童

全員が版画をやるという版画熱の盛んな学校である。この春日仏絵画展に送った日本の代

表作品百点のうち 16点が入賞したが同校６年小泉達雄君（現在池上中１年）の“モチつき

風景”も入賞、マチスが賞賛したという。こんど２位に入賞した４年生武田津勝彦君ほか

19名の共同作“今の旅・昔の旅”は井上久寿代先生の指導で自由研究にむかしの宿場町を

研究して思いついたもので武田君は 20名を代表して喜びを語る。 

    『いままで県下の版画展に３回ほど入賞しました。全国の版画展に入選するなんてもち

ろんはじめてで、ボクらもほんとうにうれしい』 

    また、３位入賞の同校５年１組全員 51名の共同作“サーカス”は掛樋進先生指導でゾウ

やウマの曲芸を見物する大衆をえがいたこった図柄でクラス代表の三堀洋就君は語る。 

    『いままでボクたち個人で絵ハガキ、年賀状の版画に応募、入選しましたが、全国３位

にクラス全部の共同作品が入賞してうれしい』」 

また、子どもたちの図画工作科の力、教員の指導力が認められ、テレビで放映されたり、

映画が制作されたりし、多くの影響を与えた。列挙すると次のとおり。 

 

（ア）昭和 29年（1954年）12月８日 NHK TV 

「紙工作」に児童２名（５年生）、中村亨指導主事が出演 

（イ）昭和 30年（1955年）５月 

第一映画社が池上小学校をはじめ、市内の版画のさかんな学校でロケし、「たのしい版

画」が作られる。 
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  みんなのゆめ   

1958．３ 

横須賀市立池上小学校 ４年５組 

〔作文〕 

〔版画 黒岩美枝子  伊藤博子〕 

（ウ）昭和 31年（1956年）１月 NHK TV 

「学校放送」（中学年）の「みんなの版画」に児童出演 

 

オ 新しい文集（版画と作文）の創造 

昭和 33年（1958年）３月 22日発行の４年５組（担任：大和田治子教諭）の「みんなの

ゆめ－版画と作文」である。新しいタイプの文集と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

「めばえ 第 15号」のはじめの言葉で、川嶋高次郎校長は、次のように述べている。 

 

     わたしは、よく版画の展覧会をみますが、その時いつも感じることがあります。 

    小学生の作品とは思えないほど、刀をじょうずに使いわけ、まじめにほっているのに、

なぜか力強くせまってこない作品。ところが、これと反対に、ちょっとみると、らんぼ

うにほったようにみえながら、何かジーンと胸にせまってくる作品。この二つの作品に

ぶつかるのです。 

     わたしは、両方の作品の刀の動きをじっとみつめます。すると、力強くせまってくる

作品は、その一刀一刀が、自分の心をしんけんにうちこんでいることがわかります。 

     力強い、いい版画とは、自分の心の真実を作品にうちこんだものだと思いながら、展

覧会の作品をみくらべます。 

（「めばえ 第 15号」横須賀市立池上小学校 1955．3．10） 

 

「心の真実」 時代がどれほど変わっても、大切にしたい言葉である。 
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（２）「長井の体育」 

＜長井小学校：若命勇次郎、伊藤義次、飯島繁太郎校長   

研究期間：昭和 35年度（1960年度）～昭和 44年度（1969年度）＞ 

一時代、体育科の指導の在り方を市内はもちろん県内にも発信し続け、「長井の体育」と呼

ばれた。 

研究期間は 10年に及び、３つの期間に分け、その内容を考えることができる。 

第一期は、体育科を通しての生活指導、集団行動、体育科の学習における社会的態度はど

う養われるかということであった。第二期は、器械運動の段階的指導、陸上運動の指導のコ

ツ、ボール運動のとらえ方について研究が進められた。第三期は、じょうずに体育のできる

子にするための授業研究が展開された。 

長井の体育を支えた力は、このような研究だけでなく、子どもが抵抗や恐怖感を感じずに

学習に取り組むことのできる教具の工夫・開発があげられる。野球型のボール運動のために

考えられた「長井ボール」、「長井バット」は、注目を集めた。 

さらに、学校を取り巻く環境を改善するため、教職員、児童、保護者が力を合わせて努力

したことも、研究を支えたのである。 

創立 80周年記念誌に、体育研究のあゆみがまとめられている。その中の次の言葉、あらた

めて考えたい重い言葉である。 

 

「私たちのしてきたことが、この後に来る人たちのために誰でもが、上手な体育の出来る

子にするためのものを、今後も、今までの研究を土台にして続けていくことを話し合って

有意義な１年間の幕をとじた。」 

（80周年記念行事委員会「創立 80周年記念誌 ながい」 

横須賀市立長井小学校 1970 P.61） 

 

（３）「授業研究を柱にすえた理科教育」 

＜走水小学校  校長：長山総一郎 研究主任：武田秀夫 

    研究期間：昭和 38年度（1963年度）～ 昭和 39年度（1964年度）＞ 

学校研究を理科に決定し、研究組織、研究主題等を決定するとともに、授業研究を中心に

して、研究テーマに迫っていった。 

 

ア 研究にあたって 

長山総一郎校長は、紀要、「子どもの見方、考え方を高める理科指導 １ 教材の系統性

にたって、こどもの見方、考え方を高める指導」に、“序”として次のように述べている。 

 

私たちの研究は授業から始まりました。 

一年目（昭和 38年度）は、月一回をめあてに指導案もごく簡単なもので出発しました。

しかし、教師の中には必ずしも賛成者ばかりではありませんでした。いやしくも研究で

あるからには、研究課題を明確に打ち出し、その基礎になるこどもの実態や、施設・備

品の現状についての調査をやることがまず必要であり、そのこと自身も、また貴重な研

究の一部になるのではないのかとの批判もありました。 
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わたしは授業を通さなければ、ほんものの課題はつかめないことを主張して、授業研

究にふみきらせました。二回三回と授業を重ね、話合いをもつうちに、わたしたちのい

ままでやってきた授業には、ねらいがはっきりしないまま進められている授業。ねらい

は明確であるが、科学的な見方・考え方を育てるねらいにはなっていない授業。生活経

験との結びつきを大切にするあまり、導入に時間をかけすぎる授業。実験をやらせるこ

とが理科であると思い込み、問題意識をもたせないでただ実験を数多くやらせている授

業。既習経験とのつながりを少しも考慮していない授業など。およそ科学的思考力を育

てるにはほど遠いものが、いかに多かったかということに気がついてきました。また、

授業の主体はこどもであるはずなのに、教師はただひとりでしゃべり、こどもたちの考

えをひき出したり、予測をさせたり、対立する意見をぶつかりあわせたりすることの少

ない授業に、すこしも疑問をいだかなかったことをふしぎに思うようになりました。そ

して、それらの反省にたってさらに授業研究を進めましたが、同じ誤りをくりかえすだ

けで、授業のむずかしさを体得したところで一年目をおわりました。 

二年目（昭和 39年度）は一年目の反省にたって、研究の方向をきめました。一年間授

業をやって、わたしたちがつかみ得なかったこと、それがとりもなおさず二年目の研究

課題になることをみなで確認しました。それが、「教材の発展的系統をあきらかにする」

ことと「こどもの見方、考え方を高める」ことに集約されたのです。 

二年目は授業研究の回数もふやし、指導案も共同で討議してみんなの力でくわしいも

のにかえていきました。こどもに自然現象を観察させ、そこから疑問や問題をもたせ、

それを解決するために予想を立てさせ、それを実験によってたしかめ、新しい概念をつ

くっていく、いわゆる問題解決の授業を、ひとりひとりの教師が身につけるために、み

んなで協力して努力をつづけてきました。しかし、わたしたちはごくあたりまえの教師

の小さな集まりであり、その手がけたことも、緒についたばかりです。みなさんの御批

判と御指導によって、さらによりよい確かなものにしていきたいと考えています。 

 

    以下、研究紀要から抜粋して研究内容を記す。 

 

イ 研究の態度 

〇教科のはたしている役割は、大きくわけて二つある。一つは知識、技能を高めることで

あり、一つは人世観・世界観の基礎を育てることである。わたしたちは人間形成におけ

る教科の役割を重視し、教科指導を中心とした学校づくりに努力することをきめた。そ

のためには日々の授業を大切にし、質の高いものにしていかなければならないと考え、

授業研究を当面の課題とした。授業研究はすべての教科を対象にしなければならないが、

とくにこどもの実態と教師の要求とからその第一段階として理科をとりあげ、科学的な

思考力を育てることを通して授業の本質にせまりたいと考えている。 

〇きびしい相互批判のうえにたった、全員の共同研究でありたいと考えている。 

〇教師ひとりひとりの個性を尊重し、各自の見方や考え方をいかした創造的な研究であり

たいと考えている。 

〇仮説を立て、授業で実証されたことや、その過程であきらかにされたことがらは、ただ

ちに毎日の授業に生かすようにしていきたいと考えている。 
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〇計画的・継続的・発展的な研究でありたいと考えている。 

〇理科であきらかにされたことを他教科にいかし、他教科の効果を理科に反映させて、全

教科の質を高めるための研究でありたいと考えている。 

 

ウ 研究課題の設定とそのねらい 

   私たちは授業中に子どもの意見や、ある一つの結果を予想するときの子どもの考え方な

どを聞いて、「いい考えである。」と思ったり、それを「引きだし、伸ばしてやろう。」とし

ている。また私たちは、授業中「よく、見てごらん。」とか、「よく、考えてごらん。」など

と発問して注意をうながしている。が、このようなことを何べんくり返しても、いい見方・

いい考え方は生まれてこないと思う。 

   そこで、いい見方・考え方ができるような子どもにするには、私たちとして事前にどう

いう研究をしておいたらよいのか。また展開の途中でどう指導していったらよいのかを研

究してみようということになったのである。 

 

   研究課題 “子どもの見方・考え方を高める理科指導” 

   私たちが理科の学習指導を進めていく場合に、目標として次のようなことを考えてみた

のである。 

   子どもたちが、自然の事物現象に関する疑問や問題を、子どもの能力に最もかなった方

法で、必要と興味をもって研究し、経験することによって自然の法則を発見し、自然を認

識させていくわけである。その過程において、科学的なものの見方・考え方・扱い方も身

につけ、ふだんの生活に筋道をたて、さらに生活を豊かにしたり、自然にはたらきかけて

いく子どもにまでしたいと願ったのである。 

   このねらいが達成されたときには、走水の子どもたちは質的にも量的にも変革された子

どもになり、ひいては創造性のある子どもにまでなるであろう。 

 

エ 研究のあゆみ 

（ア）昭和 38年度（1963年度） 

まず、全員が授業をやり、そこから問題点をつかみ出し、研究課題や研究方法を序々

に確立していくことを話合って７月から授業研究をはじめた。 

 

第１回は全員で、１年「ふんすい」 ２年「草花のせわ」 ３年「河原の石」 ４年 

「はえとか」 ５年「魚の生活」 ６年「レンズのはたらき」の単元をとりあげた。授業

後の検討会では、(1)観察のさせ方 （2)こどもの発見のし方などが問題になった。教案

の形式もごく簡単なもので、各自ばらばらであった。 

第２回は１年「石ころ」 ２年「ふね」 ３年「水さいばい」 ４年「でんぷん」     

５年「音と楽器」 ６年「レンズのはたらき」で、授業後の話合いには、(1)質問の仕方 

(2)考えるためのみせ方 (3)予想のたてさせ方などについての工夫が十分になされてい

ないことが、共通の欠点としてあげられた。 

第３回は前回までの全員一斉授業が反省されて、一回に半数が実施することに    

変更され、１年「くだもの」 ３年「グライダー」 ６年「呼吸のはたらき」の３学級を
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全員で参観した。そして、つぎのようなことがらについて活発な批判がなされた。(1)教

える内容が適かくにおさえられていたか。(2)与えられた材料でこどもに何を見つけさせ

ようとしているのかを、教師は明確に意識していたか。(3)製作教材の指導法でむずかし

いところはどこか。(4)内容をつかみとるための過程において、こどもの思考力をはたら

かせるように計画されていたか。(5)予想をたてさせることを重視していたか。(6)こど

もたちの発言を共通問題にむすびつけていく方法は十分であったか。(7)教材の系列をと

くに考慮して内容の重点を見きわめていただろうか。 

第４回は、２年「こま」 ４年「たんぱくしつ」 ５年「光の屈折」 ６年「金属の性

質」これらの授業からは (1)教材の焦点をはっきり把握して指導する。(2)教材の系列に

ついて研究してほしい。(3)こどもの考えを十分に出させる工夫がたりない。などを指導

者から強く指摘された。 

第５回は１年「じしゃくあそび」 ３年「うがい水」 ６年「電気のはたらき」この時

の検討会では (1)目的を明確にする (2)こどもの計画性を育てるような指導を工夫す

ることなどが話合いの中心になった。 

第６回は、４年「じょうりゅう水」 ５年「ほのお」 ６年「モーター」で授業研究が

もたれた。 

 

以上で 38 年度の授業研究はおわり、最後に１年間のあゆみをふりかえる検討会を  

もち、問題点をあきらかにしてみた。 

 

１．一時間の授業のながれでわからせたいことを明確におさえるためには、このこと

がらは前教材とどうつながり、これからのどの教材のどこに発展していくのかを見

通していかなければならない。即ち教材の系統性を教師がしっかり理解していなけ

ればよい授業はうまれない。その点がわたしたちの授業には欠けていた。 

２．こどもたちの思考力をのばすためには、こどもたちの事物のうけとり方や認識の

高まり方の特色を十分につかんでいなくてはならない。そして、順序よく、こまや

かにこどもの考えをのばしていくところによい授業はうまれるのである。わたくし

たちの授業はそのこどもを忘れていたところに、まずさの原因があったのである。 

 

これらの欠陥は、とりもなおさず今後の研究課題で、そのために、どう研究を進めて

いくかが残された問題である。 

 

（イ）昭和 39年度（1964年度） 

研究テーマを「こどもの見方、考え方を高める理科指導」ときめ、本校の理科教育の

ねらいを明らかにして、それを達成するために、授業を中心に環境づくりを計画的に推

進することを確認した。そして本年度は前年度の授業研究の反省にたって、研究テーマ

をさらに具体化し、『教材の系統性にたって、子どもの見方、考え方を高める指導』と設

定した。領域はせばめて物理・化学教材を中心にすることにした。研究の方法としては

仮説をたて、それを授業によって実証していく、実証授業の方式をとり、指導案の形式

もきめることにした。とくに教材の系統を明らかにするため、指導案の中に単元全体の
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系統図と、本時の系統図を明記することにした。さらに年間研究してほしい単元につい

ても、各学年ごとに一応の目やすをたてた。 

 

     ４月……研究主題及び研究方法、研究組織ならびに指導案の形式などをきめた。 

     ５月……授業研究  １年「きんぎょとめだか」「きれいな花」 ２年「わたくしたち

のは」「天気しらべ」 ３年「おんどけい」「土」 ４年「そだつからだ」「海

べの動物」 ５年「酸性のものとアルカリ性のもの」「せっけんのはたらき」

「花と虫」 ６年「てことりん軸」「歯車とベルト」 

  一人月２回を原則として実施する。 

     ６月……授業研究  事後の検討も大切であるが、事前に指導案検討をやって教材の

系統や、子どものつかみ方について批判をうけることも大切であるというこ

とになり、授業は１人月１回として指導案検討・授業というかたちに改めた。 

１年「ふんすい」 ２年「水車」 ３年「紙玉てっぽう」 ５年「物のすわり」         

このころより指導案の内容に修正が加わる。それは、系統図のかき方で、単

元名だけをのせていたが、その単元の内容のどこが結びついているのかを明

らかにしたことである。もう一つは学習問題を新たに加え、学習の焦点をは

っきりさせたことである。さらに、予想される児童の見方・考え方を加えた。 

     ７月……授業研究  ４年「てんびん」 ６年「空気のしめりけ」 

系統についてはだいぶ注意をむけるようになってきたが、子どもの発言を集

約するし方や、子どもの考えを高めるためのきめこまかい指導には、まだま

だ多くの問題をのこしていた。 

     ８月……反省検討会  一学期のまとめをやり、一単元だけの実践記録をつくる。  

また、系統研究と環境整備をする。 

     ９月……授業研究  １年「かざぐるま」 ２年「ふね」 ３年「糸でんわ」 ４年 

「てこの使い方」 ５年「まさつ」 ６年「ふりこ」 

     10月……授業研究  １年「あぶりだし」 ２年「しゃぼん玉」 ３年「じしゃくの

性質」 ４年「でんぷんしらべ」 ５年「光の進み方」 ６年「レンズのはた

らき」 

11月……公開授業  市内の理科主任に授業を公開し、本校研究の進め方と授業につ

いての批判検討会をもった。指導案と授業のギャップを指摘され、子どもの

分析のたりなさと、指導技術の未熟さをあらためて反省させられた。 

12月……反省検討会  研究紀要にのせる実践記録のまとめ方を話合い、この単元で

のばしたい「こどもの見方、考え方」を明確に出すことにきめ、各学年でと

りあげる単元を決定した。 

     １月……授業研究  ４年「かんでんちと豆電球」 ５年「酸素と二酸化炭素」 

２月……授業研究  １年「はね」 ２年「こま」 ３年「まめでん球のつけ方」 

６年「電熱器と電球」 

３月……反省検討会  授業の本質については、だいぶわかってきたが、実際の授業

になると子どもが生きてこないというのが、たどりついた結論

である。しかし、まがりなりにも授業を多くやったことは、人
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間形成のむずかしさにふれることができただけでも大きな収穫

といわなければならない。さらに、系統とこどもの見方、考え

方を追求するために、つぎの課題にむかって進みたいと思って

いる。 

 

オ 実践記録 （４年「てんびん」石黒幸枝教諭指導） 

（ア）単元の構造と考察 

    （１） 単元の構造 

     

（２） ここで伸ばしたい見方・考え方 

１年で「はね」、２年で「やじろべえ」「水車」「こま」「落下さん」、３年で「グラ

イダー」とつりあいについて学習をいくつかしてきた。ここでは、これらの学習時

に「やじろべえ」で学習したことをもとにして、てんびんを自作する中でつりあい

の事実をありのままにみさせていきたい。 

さらに、丸ばしをつりあわせて中心を見つけ（支点）、左右に同じ重さのおもりを

つり下げてつりあわせたときの左右の長さは等しくなっていることを数量的に見さ

せ、「長さ」と「重さ」との関係を深めていきたいと考えた。 

これらの初歩的な原理を足場として、３年の算数でグラム・キログラムの単位を

学習したり、はかりを使用して物の重さを測ることを学んできたことを使って、上

ざらてんびんの取り扱いになれさせていきたい。 
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（３） 児童の実態 

材料を選定するにあたっていくつかの教科書を見ると、太さの同じ角材を使用し

ている。たしかに児童にとっては太さの同じ角材を用いれば、つり合う中心（支点）

を見つけやすいが、均質な角材をえらんでも長さの中心より多少ずれてつりあう。

これならむしろ太さの異なる「丸ばし」（もっとも児童の身近にある材料でもあり、

丸いため糸でつり下げつりあわせるときなども糸をずらせやすく、約 20センチメー

トルという長さも児童にとっては取り扱いやすい）を用いれば、１年から３年まで

の「長さ」と「重さ」のつりあいについて学んできた学習をまとめることができ、

「てんびんのつりあい」を指導するのにより効果があるのではないかと考えた。し

かし、児童のもつ「つりあい」の認識はどんなものかをたしかめるために事前調査

をおこなってみた。 

                  調査児童数  27人   2人欠席      

 

      ① 同じふとさのぼうのどこに糸を結んで下げたら、たいらになりますか。 

                         ・長さの中心    

                                  ………27人 

                         ・まんなか    

      ② おはしではどこに糸をむすんで下げたら、たいらになりますか。   

                 

                ・長さの中心より少し太い方 …………………21人 

                ・長さの中心        ………………… 3人 

                ・長さの中心より少し細い方 ………………… 2人 

                ・太い方を細い方と同じようにけずって 

                              長さの中心 … 1人 

      ③ おはしを糸でつるしたところが図のようにかたむきました。なるべく 

        糸を動かさずにたいらにするにはどうしたらいいでしょう。 

                  

 

                 ・左の方（太い方）を折るか切る ……………11人 

                 ・おはしの（糸）を左に動かす  ……………  6人 

                ・左の方（太い方）を少しけずる …………… 5人 

                ・右の方になにかつけて同じ重さにする …… 1人 

                ・同じ長さにする………………………………… 1人 

                ・右の方を手で下にする………………………… 1人 

                ・糸をまっすぐにする…………………………… 1人 

                ・解答なし………………………………………… 1人      

 

①②の結果から、たしかに太さの同じ角材を用いればつりあう中心は容易に見つ

けやすいかもしれないが、太さの異なる丸ばしでも、３分の２以上の児童は「長さ」

と「重さ」のつりあいということをあまり抵抗なく、学習することができそうであ
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り、丸ばしを使用することにした。また、③から丸ばしをつりあわせ左右におさら

をかけて、もしつりあいがくるった場合には、調整の方法を知らせる必要がある。 

 

（イ）単元の目標 

１，てんびん作りや上ざらてんびんの扱いを通して、てんびんのしくみやはたらきをた

しかめ初歩的な原理がわかる。 

２，おはしをつりあわせ、左右に等しい重さのおもりをかけたとき、つりあうことに  

気づく。 

３，上ざらてんびんと自作てんびんのしくみを比べる。 

４，上ざらてんびんの正しい使い方を知る。   

  

（ウ）展開計画 

 

 

（エ）本時の指導計画 

（１）本時の目標 

１，はしの中ほどを糸でつり下げつりあわせたとき、糸の位置（支点）はおはしの長

さの中心ではないことに気づく。 
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２，左右に等しい重さのおもりを下げつりあったとき、支点から左右のおもりまでの 

きょりは等しいことに気づく。 

３，この原理をてんびん作りに利用し、てんびんの調整の仕方を知る。 

  

    （２）本時の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （３）本時で伸ばしたい見方・考え方 

丸ばしをまず糸でむすんでつり下げ、つりあったところは長さの中心ではなく重

さに関係のある中心であるということに気づかせ、重さが何もかからないときでも

丸ばしが水平になるという感覚的につりあいに対する見方と考え方をより深めたい。

この何も重さのかからないつりあいのとれた丸ばしの糸の左右に、等しい重さのお

もり（５円玉）をかけてつりあいをとると、左右の長さは同じであって、両はしの

長さはおはしの細い方が長くなって同じではない。左右に等しい重さのおもりをか

けたときにも丸ばしは水平であるという「長さ」と「重さ」との関係に対する見方

と考え方を伸ばしていきたい。 

 

次 目          標 お も な 学 習 活 動 時 

 ３，この原理をてんびん作りに利用させ、 

 てんびんの調整の方法を知らせる。 

３，支点の左右に５円玉をつり下げて 

 つりあわせ、支点から５円玉のおも 

 りまでのきょりを調べる。 

４，てんびんの調整の場合、ヒューズを 

 使うと便利なことを知る。 

 

生活経験 

 ・シーソー遊び 

 ・はかりを使っての測定 

本  時 

 ・おはしの長さの中心と 

  支点とは同じではない。 

 ・左右に等しい重さの 

  おもりをつけたとき、 

  つりあう。 

既習経験 ２年 やじろべえ 

 ・足を支点としてうでの 

  長さ、おもりの重さが 

  同じときよく立つ。 

  （うまくつりあう） 

発展 ４年 

 ・上ざらてんびんの 

  調節の仕方 

 ・てこの使い方 

  ３点間の位置と 

  はたらき 

生活発展 

 ・身近なものの中に 

  つりあいに対しての 

  見方を深める。 
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    （４）展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）授業の記録  

（１）本時までの授業  第 1次の第 1時間扱いのため授業経過はない。 

   （２）本時の授業記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

左右に等しい重さのおもりをつけたときつりあうてんびん作り 
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第 

二 

次 

（ 

重 

さ 

く 

ら 
べ
） 

第
三
次
（ 

て
ん
び
ん
の
し
く
み
） 

 

（３）本時後の授業経過 

次 学 習 活 動 指  導  の  流  れ 

  5， 前時の導入で話し合った

物の重さ比べをする。 

 

 

 

 6， つりあいがとれれば２つ

の重さは同じであるとい

うことに気づく。 

 

 

 7， 物の重さを正しくはかる

道具はないか話し合う。 

 1，導入で全員が予想したとおりたしかに５円玉の方が

画びょうより重いかどうか比べることにした。比べ方 

はどうしたらよいか話し合った。 

 〇画びょうと５円玉を両方のおさらにのせて、重い方が下へ  

かたむく。だから５円玉の方が下へかたむくはずだ。 

 2，５円玉の方が下にかたむいたからたしかに画びょう 

より重い。では画びょう何ことつりあうだろうか。画

びょうを１こずつのせてつりあわせる。つりあったと

いうことはどういうことなのだろう。 

 〇５円玉と同じ重さになったということだ。 

 3，２つの重さ比べはできるけれど何グラムあるのか 

わからないね。理科室にこんなてんびんににたはかり 

みたいなものあるよ。 

 ・「上ざらてんびん」という物の重さをはかる道具のあ

ることを知らせる。 

 ・自作のてんびんを使って、学用品（えんぴつ、けし

ごむなど）の重さ比べをする。 

  8， 自作のてんびんと上ざら

てんびんを比べ、上ざらて

んびんのしくみを観察す

る。 

・自作てんびんのどこが上ざ

らてんびんのどこにあたる

か観察して話しあう。 

 4， どちらにも支点があり、上ざらてんびんの方には 

指針があるから、水平になっているかどうかすぐわ

かる。 

 〇支点から同じきょりにさらがある。上にあるのと下に下げ  

てあるとのちがいだけだ。つりあいを調整するねじがある。

こまかい分銅があるから、重さがどのくらいあるかはかれ

る。 

 5， どちらもしくみは同じであるが、上ざらてんびんの 

方が正しくはかることができる。 
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第
四
次
（ 

上
ざ
ら
て
ん
び
ん
の
使
い
方
） 

  9， 上ざらてんびんの正しい

使い方、はかり方の説明を

聞く。 

 

10， 実際に上ざらてんびんを

使って身のまわりのもの

をはかってみる。 

 6， 上ざらてんびんの正しい扱い方を知る。だいじに 

ていねいに扱う。 

 ・おき方・調整ねじのやり方・分銅の扱い方・はかり方・ 

しまい方・持ち運び方。 

 7， はかろうとする物の重さのはかり方で画びょうや 

５円玉などをはかる。 

 8， 一定量の物の重さのはかり方で１ｇや 10ｇの砂を 

はかってみる。 

 

（カ）事後調査記録 

   授業直後つぎの２点についてかかせたのをだいたい分類してみた。 

 

   （１） きょうは何の勉強をしましたか。 

    ア てんびんを使って勉強した。  …………………………………………  23 

    イ ５円玉でつりあうところをさがした。 ………………………………  2 

    ウ てんびんのぼう（はし）のつりあいのとれるところをさがした。… 2 

 

   （２） 勉強してわかったことはどんなことですか。 

    ア つりあったとき支点から５円玉までの長さが同じで 

                      両はしの長さは違う …12人 

    イ 支点から同じ長さのところに５円玉をつるすと 

                       つり合いが取れる ………4人 

    ウ ５円玉はみな同じくらいの重さだ  ……………………………2人 

    エ 長さの中心と支点とはちがう   ……………………………… 6人 

    オ おはしは長さの中心より太い方にずらせればつりあう。 … 6人 

    カ つりあうところを支点ということばをならった。 ………… 3人 

    キ 台ばかりで、５円やびょうをはかった。  …………………… 1人 

    ク つりあいがくるったときはヒューズをつかえばよい。  ……3人 

 

（キ）まとめ 

〇 いつも導入で苦心するのであるが、本時の場合むりに５円玉や画びょうやはかりを

出さずに事前調査をしたのを利用して、「この前みなさんに書いていただいたのをきょ

うはみんなでたしかめてみましょう」といって、すぐ丸ばしを出して学習活動（４）

から直接入ったほうが学習活動（１）から（３）までに時間をかけず、むだがなかっ

た。 

〇 えんぴつの両はしに、画びょうと５円玉をつけ人さし指で重心をとっていた児童を、

あのときとりあげるかもっとほめてあげればよかった。あの児童は２年のやじろべえ、

３年のグライダーで学習したのを思い出してやったのであろう。子どもの発言を大事

にと常に思っているのに、いざとなるとなかなかとり上げてやらず失敗だった。 

本時目標 

（２）に当る 

 

本時目標 

（１）に当る 

 

本時目標 

（３）に当る 
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〇 伸ばしたい見方・考え方で 1 年から３年までの「長さ」と「重さ」の感覚的なつり

あいに対する学習をまとめ、さらに数量的にみていく見方・考え方をおはしを使用す

ることによりある程度伸ばすことができたように思える。しかし、既習学習のやじろ

べえがでたとき、やじろべえとてんびんの各名称のおきかえをしておかなかったのは

失敗だった。 

 

       

 

 

        

〇 材料の丸ばしであるが、事前調査の結果からもむりがないと考えて使用したが「長

さ」と「重さ」のつりあいについての学習に効果があったと思う。手に入れやすく費

用もたいへんやすくついた。しるしをつけやすいようにと思って丸ばしに紙やすりを

かけておいたのはよかったが、長さをぜんぶ 20センチに切ってそろえておけば長さの

中心を容易にみつけることができむだな時間をついやさずにすんだ。 

〇 第三次以後で上ざらてんびんの扱い方を指導したさい、自作てんびんとの関    

係は容易についたと思う。 

事前調査②の「おはしではどこに糸をむすんでさげたら平らになりますか」の質問

で長さの中心より「少し太い方」と答えた以外の児童が６名いたのに、実際授業の時

は１名だけが「長さの中心」と予想しただけですっと入っていけたように思った。 

また③からてんびんを調整する仕方を指導する必要があると考えていたが、おさら

やおもりをつくるときに、おさらの大きさや糸の長さを正確にはかって作ったためで

あろうか、おはしをつりあわせた中心をセロテープでうまくつけられなかった児童２・

３名をのぞいてほとんど調整の必要を感じなかったのは、逆にまずかった。 

 

走水小学校では、毎時間の授業をどのように進めたら児童一人一人に確かな学力をつける

ことができるかと考え校内全員で取り組んだ。まず授業研究に取り組んで、研究の方向を決

め、研究課題を皆で確認し合い、指導案の共同討議を進めていった。ここで一人一人の教師

は、問題解決授業の大切さを学び、身につけていった。 

教師全員が一つの方向を向いて授業研究を進めていくこの姿勢は、教育の原点の一つだと

思う。そしてこのことが、子どもたちの心に響き、「授業が楽しい・学校が楽しい」と思う原

動力となっていったのである。その様子は、研究冊子等からもひしと伝わってくる。これか

らの本市の教育にとって教育遺産となるに違いない。 

また、走水小学校では、授業研究や教材研究を通して、きめ細やかな実践記録を沢山残し

てくれた。教育への情熱を知らしめるとともに、当時の理科教育に対する考えも反映した内

容の濃い研究冊子である。 

横須賀市教育研究所に保管されている走水小学校理科研究テーマの一部を、以下に掲載する。 

 

 やじろべえ      足       うで      おもり（手） 

 

  てんびん      支点       うで       重さ 

          （糸の位置） 
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≪参考資料≫ 

・「めばえ 第 15号」横須賀市立池上小学校 1955.3.10 

・「めばえ－わたしたちの学校」創立 30周年記念号横須賀市立池上小学校 1964.11.1 

・「創立 80周年記念誌 ながい」横須賀市立長井小学校 1970 

・「子どもの見方、考え方を高める理科指導 １ 教材の系統性にたって、こどもの見方、考え方

を高める指導」横須賀市立走水小学校 1965.5.18 

年度 領域 研究テーマ 年次計画 研究紀要

1963年度
（昭和38年度）

理科
子どもの見方・考え方を高める理科指導
　　理科学習の在り方を求めて

1964年度
（昭和39年度）

理科
子どもの見方・考え方を高める理科指導
　　教材の系統性にたって、子どもの見方、考え方を高めることを求めて

1965年度
（昭和40年度）

理科
子どもの見方、考え方を高める理科指導　１
　　教材の系統性にたって、こどもの見方、考え方を高める指導

有
紀要Ｎｏ.1

1969年度
（昭和44年度）

理科 教科の系統性にたって、子どもの科学的な見方、考え方を高める理科指導（宇宙教材） 第6年次
（7）

1970年度
（昭和45年度）

理科
子どもの見方・考え方を高める理科指導
―宇宙教材を中心として―

第7年次
（8）

市委託

発表
紀要Ｎｏ.4
紀要Ｎｏ.5

1971年度
（昭和46年度）

理科
子どもの見方・考え方を高める理科指導
―理科学習とテレビの利用について―

9年次
発表

紀要Ｎｏ.6

1972年度
（昭和47年度）

理科
走水10年の歩み
子どもの見方・考え方を高める理科指導
―理科学習とテレビ―

10年次
市委託

発表
紀要Ｎｏ.7
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